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第１章 緒 言 
 
鉄道は自動車や航空機などの他の輸送機関と比べ、環境に優しい輸送機関と言われ
ている。その理由としては、鉄道車両は鉄製のレールの上を鉄製の車輪で走行するこ
とから、ゴムタイヤでアスファルトを走行する自動車と比べ、ころがり抵抗が 10 分
の 1 程度(1-1)と非常に小さく、走行抵抗によるエネルギー損失が小さいことが大きな
要因となっている。また一般的な鉄道車両は箱型をしており、単位長さ当たりの断面
積変化がほとんどなく、空気抵抗係数が小さいのも、消費エネルギーが小さい要因で
ある。特に首都圏では、車両を 10 両程度連結して長大編成を構成することで、1 編成
あたり 2 千人程度を 1 度に輸送できる大量輸送形態がとれるため、乗客一人当たりの
輸送エネルギーも小さくできる。 
このように、鉄道はその駆動形態やシステム構成から、すでに他の輸送機関と比べ
て省エネルギーといえるが、更なる省エネルギー化を目的に、様々な研究、開発が行
われてきた。例えば近年では、車体材質の変更のよる車体軽量化や車両駆動システム
へのパワーエレクトロニクスの採用によるシステムの高効率化(1-2)などにより、輸送
力を落とさずに走行消費エネルギーの低減が実現している。またパワーエレクトロニ
クスの採用に伴い、ブレーキ時に車両駆動用電動機を発電機として動作させる「回生
ブレーキ」を採用したことにより、大幅な省エネルギー化が図られた(1-3)。回生ブレ
ーキは車両が走行時に持つ運動エネルギーを、車両駆動用電動機によって電気エネル
ギーに変換し、架線を介して他負荷車に供給する（直流電気鉄道の場合）技術である
が、鉄道は転がり抵抗が小さく、だ行中は速度が落ちにくいことから、車両の運動エ
ネルギーが低下しにくく、運動エネルギーの多くを回生エネルギーとして回収するこ
とが可能である。これは摩擦の大きいゴムタイヤで走行する自動車等と大きく異なる
特徴である。また都市圏の鉄道車両は 10 両程度の長大編成を構成し、編成内の 4 か
ら 6 両に車両駆動用電動機を搭載した「動力分散方式」を採用しており(1-3)、複数の
電動機で編成全体の大きな運動エネルギーを回生エネルギーとして回収することが
できる。このように回生ブレーキ技術は鉄道車両の低走行抵抗と動力分散方式に非常
に適した技術といえ、その省エネルギー効果が大きい。過去からの様々な省エネルギ
ー化施策により、近年の一般的な首都圏通勤型車両は、1970 年代の一般的な首都圏通
勤型車両と比べ、同区間を同走行パターンで走行した場合、約半分の消費エネルギー
で走行できるようになった(1-4)。 
一方、日本の地方における閑散線区では、運用編成が少なく利用客も少なく、非電
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化線区が多い。非電化線区ではディーゼルエンジンを搭載し、その回転力で車輪を駆
動し走行するディーゼルエンジンを動力源とする気動車が一般的に使用されている。
気動車の車両駆動システムはエンジンやトルクコンバータなど多くの機械部品で構
成されるため車体重量が重く、またこれらの機器のエネルギー伝達効率が低い。さら
に電動機を使用していないため、鉄道車両の省エネルギー化に効果的な回生ブレーキ
を採用できない。そのため一般的な気動車は電気鉄道車両と比較すると、走行消費エ
ネルギーが大きくなる。また車載エンジンから CO2 や NOx など環境負荷物質が排出
されるため、地球環境、特に沿線環境に悪影響を与える。気動車に対しても電気鉄道
車両と同様に、車体の軽量化や高効率のコモンレールエンジンの採用による燃費向上
など、省エネルギー化、環境負荷低減施策を行ってきたものの、車両駆動システムが
摩擦の大きい機器で構成されていることや機器が重量物であること、特に回生ブレー
キを採用できないことから、エネルギー効率は高くはない。 
そこで近年、気動車の燃費向上、特に回生エネルギーの活用による省エネルギー化
を目的に、非電化を走行する車両に対して、様々な車両駆動システムが開発されてき
た。その主なものとして、エンジンや燃料電池等の電力発生源と蓄電池やキャパシタ
等の蓄電媒体を組み合わせたハイブリッド気動車や、大容量蓄電池を搭載し、そのエ
ネルギーで非電化区間を走行する蓄電池駆動式電車が挙げられる。 
ハイブリッドシステムについては、現在はディーゼルエンジンとリチウムイオン電
池を組み合わせ、その電力を用いてインバータ装置を介して交流電動機を駆動するハ
イブリッドシステムが開発され、一部は営業用車両(1-5)や車両基地構内入替用車両(1-6), 
(1-7)として実用化している(1-8)。このシステムにおいて、車両駆動は電化区間を走行す
る一般的な電気鉄道車両で採用されているインバータと誘導電動機を採用すること
で、気動車の車両駆動用システムと比べエネルギー効率を高めたこと、回生ブレーキ
エネルギーを蓄電媒体に回収し、力行時にこの蓄電エネルギーを再使用し、さらに最
適燃費動作点でエンジンを動作させることで、省エネルギー化と CO2 や NOx などの
排出ガス低減も実現した(1-5), (1-6)。また車両駆動負荷の変動分は蓄電媒体が負うことで、
エンジン出力を平準化させることができ、エンジンの低出力化も実現した(1-9)。近年
ではエンジンの代わりに燃料電池を採用したシステムや、蓄電媒体としてリチウムイ
オン電池の他に電気二重層キャパシタを用いたシステムの研究も進んでいる(1-10), (1-11)。 
一方、近年の蓄電池のエネルギー密度向上を受け、気動車に代わる車両として、エ
ンジンを搭載せずに大容量の蓄電媒体を搭載し、そのエネルギーで非電化区間を走行
する蓄電池駆動式電車も開発され(1-12), (1-13)、一部営業用車両として実用化している
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(1-14)。この方式もハイブリッド気動車同様、車両駆動は一般的な電気鉄道車両で採用
されているインバータと誘導電動機を採用し、回生エネルギーを蓄電媒体に充電し再
使用することで、従来の気動車と比べ省エネルギー化を実現した。さらにディーゼル
エンジンを動力源とする気動車やハイブリッド気動車と異なりエンジンを搭載しな
いため、電化区間を走行する一般的な電気鉄道車両と同様、車両から直接 CO2や NOX
等を排出せず、地球環境負荷低減が実現した。またこの車両は電化区間、非電化区間
の両方を走行できるため、電化区間から非電化線区への直通運転が可能となり、乗客
は乗り換えることなく鉄道を利用できるなど、利便性向上にも寄与できる。 
このように鉄道車両は、回生ブレーキ技術を採用し、また非電化区間を走行する車
両についても、蓄電媒体を搭載し回生ブレーキを採用することで、省エネルギー化を
実現してきたが、昨今の地球環境保護要望の高まりを受け、更なる省エネルギー化が
求められている。これを実現するためには、回収できる回生エネルギーを更に増やす
ことや、ハイブリッド気動車や蓄電池駆動式電車のように、回生エネルギーを有効に
使用するシステムを構築することが重要である。そこで本論文では、鉄道車両の回生
ブレーキに着目し、鉄道車両の回生エネルギー増大と有効活用による省エネルギー化
を目的に、車両駆動用誘導電動機の回生ブレーキ力特性向上法と回生エネルギーを有
効活用するハイブリッド気動車や蓄電池駆動式電車の車両駆動システム設計法を確
立することを目的とする。 
具体的には、車両駆動用誘導電動機の回生ブレーキ力特性の向上を目的にした研究
では、直流電化区間を走行する一般的な鉄道車両を研究対象とし、誘導電動機の電圧
/周波数を下げ、電流を上げることにより回生電力を増やし、回生ブレーキ力特性の
定トルク領域を高速側に拡大する方法について、その拡大可能範囲を決定する手法を
提案する。回生ブレーキ力特性は、誘導電動機駆動用インバータ入力電圧から決まる
車両駆動用誘導電動機最大端子電圧の制約の他、インバータ装置や誘導電動機の電流
制約や、これらの機器の温度上昇限度により決まる。しかし近年、誘導電動機駆動用
インバータ装置に従来のシリコンによる IGBT（Integrated Gate Bipolar Transistor）パワ
ー半導体素子より大幅な損失低減が可能なシリコンカーバイドによるパワー半導体
素子を適用する研究がなされている(1-15)。これによりインバータ装置の発熱が抑えら
れるため、回生ブレーキ力特性を決定する上のインバータ装置の制約は低くなり、車
両駆動用電動機の温度上昇限度で決まることになる。その場合、誘導電動機の出力を
向上し、回生ブレーキ力特性の定トルク領域を高速側に拡大できる範囲を決定する方
法の検討はなされていない。 
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そこで本研究では、インバータ入力電圧から決まる車両駆動用誘導電動機最大端子
電圧の下、誘導電動機の電圧/周波数特性を下げ、誘導電動機電流を増やすことで回
生電力を向上させ、回生ブレーキの速度－トルク特性の定トルク領域を高速側に拡大
できる範囲を決定する方法を提案する。この際、ベースとなる誘導電動機と磁束密度
及び銅損を同一とする条件の下、鉄道車両の台車に搭載できる誘導電動機外形寸法を
確保しつつ、回生電力を最大にする電圧/周波数特性を求める手法、つまり誘導電動機
出力密度最大化法を提案する。台車搭載を考慮することで、実際の鉄道車両用誘導電
動機の回生ブレーキ力特性の実設計における、工学的に有効な設計手法を確立する。 
回生エネルギーを有効活用するシステムについては、蓄電池駆動式電車とハイブリ
ッド気動車の車両駆動システムを研究対象とする。蓄電池駆動式電車は車両に搭載し
た蓄電池のエネルギーで非電化区間を走行し、電化区間では走行しつつ架線からの電
力で蓄電池充電を行う。蓄電池駆動式電車の機器搭載スペースに限りがあり、搭載で
きる蓄電池搭載容量が限られるため、非電化区間走行可能距離も制限される。そこで
回生電力を向上することで、走行消費エネルギーが低減し、非電化区間走行可能距離
を延伸することが可能となる。しかし、回生電力の向上により、電化区間で架線を介
して回生電力を負荷車へ供給するチョッパ出力も大きくする必要があり、チョッパの
大型化を招く。 
このように非電化区間走行可能距離とチョッパ出力はトレードオフの関係にある
が、チョッパ装置の過度の大型化を防ぎつつ、走行可能非電化区間距離を延伸する速
度－回生ブレーキ力特性の決定指標は明らかにされていない。そこで本研究では一定
の蓄電池搭載量の下、走行可能非電化区間距離延伸を目的とし、チョッパを含む主回
路機器の容量増大とのトレードオフを考慮した速度－回生ブレーキ力特性の設計指
標を提案する。 
次に、エンジンとリチウムイオン電池で構成されたハイブリッド気動車を研究対象
とする。車両駆動用ハイブリッドシステムでは、ある走行パターン（蓄電池の充放電
サイクル）で想定される回生エネルギーを充電できる蓄電池を搭載することが、回生
ブレーキの有効活用と省エネルギー化にとって重要である。回生エネルギーを回収す
るためには、想定される回生エネルギー以上の蓄電池容量と、回生電力を受け取る蓄
電池出力を蓄電池が有する必要がある。またエンジンは走行により発生する損失エネ
ルギーを充放電サイクル内で補てんできる出力を有する必要がある。 
ハイブリッドシステムのエンジン出力や蓄電池容量の設計については、繰り返し計
算やシミュレーションによる試行錯誤的な設計法はあるが、力行やブレーキの車両駆
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動特性からエンジン出力や蓄電池容量を統合的に設計する手法は確立されていない。
そこで本研究では、ハイブリッド気動車の力行やブレーキの車両駆動特性や車両仕様
を設計条件として与えた場合に、力行やブレーキの車両駆動特性とエンジン出力及び
蓄電池エネルギーの関係を明らかにしつつ、最小蓄電池容量と最小エンジン出力を設
計する手法を提案することを目的とする。本手法では、蓄電池が有するべき回生エネ
ルギーを充電できる容量と回生電力を受け取る出力が重要なため、蓄電池容量と出力
の比である充放電電流係数を設計手法に取り入れることにより、回生エネルギー及び
回生電力に対応した蓄電池容量を決定することが可能となる。本提案手法はエンジン
出力と蓄電池容量を統括的に設計することが可能であり、設計期間と設計コストの削
減が期待できる。 
さらに本研究では、近年研究が進んでいる燃料電池と電気二重層キャパシタ（EDLC）
で構成されたハイブリッドシステムも研究対象とする。燃料電池は非常にクリーンな
エネルギー源であるが、単位時間当たりの出力増減率は燃料供給系や空気供給系およ
び冷却系の能力により制約を受けるため、燃料電池に接続したチョッパによって引き
出す燃料電池出力は、その出力指令値に対して数秒から数 10 秒程度遅れる(1-16)。こ
の出力遅れを考慮せずにエネルギー管理制御を行った場合、EDLC からの放電エネル
ギーの増加を招き、過放電状態になることが懸念される。燃料電池出力遅れによる
EDLC の過放電を防ぐためには、EDLC 容量を大きく設計する必要がある。一方、燃
料電池は、出力遅れがあっても走行中に発生する損失エネルギーを補てんする必要が
ある。このように燃料電池出力と EDLC 容量を設計する上では、燃料電池の出力遅れ
を考慮する必要があるが、エネルギー容量の大きい蓄電池とのハイブリッドシステム
に対して燃料電池出力遅れを考慮した設計法が提案されているものの、エネルギー容
量の小さい EDLC とのハイブリッドシステムでは適用できない。 
そこで本研究では、燃料電池と EDLC のハイブリッドシステムにおいて、力行負荷
特性、回生ブレーキ力特性や車両仕様、走行パターンを与えた場合に、燃料電池出力
遅れを考慮した必要燃料電池出力と EDLC 容量の具体的な決定法という工学的に有
用な手法を提案する。また、本提案手法により設計した車両に対して走行シミュレー
ションを行い、設計されたハイブリッドシステムのエネルギー管理制御状況とハイブ
リッド化による省エネルギー効果を評価する。 
以上のように、本論文では、鉄道車両の省エネルギー化に寄与できる回生ブレーキ
に着目し、鉄道車両の回生エネルギー増大と有効活用による省エネルギー化を目的に、
車両駆動用誘導電動機の出力密度最大化法、及び蓄電池駆動式電車やハイブリッド気
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動車の車両駆動システムの設計手法を確立することを目的とする。本論文は、鉄道車
両仕様や車両駆動用誘導電動機仕様、力行、回生ブレーキ力特性などを設計条件とし
て、台車搭載可能な誘導電動機の最大回生電力を出力する回生ブレーキ力行特性の設
計や、車両駆動システムの諸容量を統合的に設計する手法を提案し、鉄道車両の更な
る省エネルギー化に寄与できるだけではなく、設計期間や設計コストの短縮も期待で
き、本提案手法は鉄道車両の実際の設計場面において非常に有効な手法となるもので
ある。 
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第２章 研究の背景と目的 
 
２．１ 鉄道車両の消費エネルギーの状況 
鉄道は飛行機や自動車などの輸送交通機関に比べ、消費エネルギーの少ない交通機
関といわれている。図 2.1に 2013年度の国土交通省による各輸送機関の二酸化炭素排
出量統計(2-1)を示すが、鉄道、自動車、航空機の乗客 1人を 1 km運ぶために排出する
二酸化炭素は、鉄道が 22 g に対して、自動車が 147 g、航空機が 103 gと、鉄道は他
の輸送機関の 1/5～1/6のエネルギーで輸送できる（輸送による消費エネルギーを CO2
排出量に換算）。これから鉄道は他の輸送機関と比較し、消費エネルギーの少ない輸
送機関といえる。鉄道の低消費エネルギーの理由としては、鉄道車両は鉄製のレール
の上を鉄製の車輪で走行することから、ゴムタイヤでアスファルトを走行する自動車
と比べ、ころがり抵抗が 10分の 1程度と非常に小さく(2-2)、走行抵抗によるエネルギ
ー損失が小さいことが挙げられる。また一般的な鉄道車両は箱型をしており、単位長
さ当たりの断面積変化が非常に小さく、空気抵抗係数が小さいのも、鉄道の低消費エ
ネルギーの要因である。 
鉄道車両が走行中に消費するエネルギーは、車両を駆動し走行するために必要な
「走行用エネルギー」と、車両室内灯や空調装置など、車両に搭載したサービス機器
等が消費する「補機エネルギー」に大きく分類される。室内灯や空調装置の負荷電力
図 2.1 各輸送機関での輸送エネルギー比較（二酸化炭素排出量）(2-1) 
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は車両駆動用システムに比べ非常に小さいが、サービス機器等は車両の走行状態（停
車、走行）にかかわらず常時動作しているため消費エネルギーは大きく、最近では走
行用エネルギーと補機エネルギーの比が 2：1程度となっている(2-3)。補機エネルギー
は例えば室内灯の LED 化や空調等のサービス機器の高効率化、最適運転などによっ
て低減がなされてきたが、鉄道車両の更なる省エネルギー化のためには、消費エネル
ギーの大きな割合を占める走行用エネルギーを削減することが必要不可欠といえる。 
 
２．２ 鉄道車両の省エネルギー化施策 
鉄道車両の走行エネルギーの削減については、過去から様々な対策が施されてきた。
その主な施策を以下に示す。 
（１）走行パターン変更 
（２）車体軽量化 
（３）走行抵抗低減 
（４）車両駆動システムの高効率化 
（５）回生ブレーキ技術の採用 
以下にこれらの施策の概要と現状を示す。 
 
２．２．１ 走行パターン変更 
「走行パターン変更」施策は、ある区間（例えば駅間）を決められた時間で走行す
る制約下で、力行、だ行、ブレーキの走行パターンを変えることで、消費エネルギー
を低減させる方策である。図 2.2 の②に比べ①の走行パターンのように、力行終了速
度をなるべく高く、だ行時間を短くし、回生ブレーキのみで制動を得るように、早い
時点からブレーキをかける走行パターンが、一般的には最も走行エネルギーが少なく
なることがわかっている(2-4)-(2-6)。これは力行時間を長くし、だ行速度を上げることで、
だ行での走行距離を延ばし、そしてブレーキ開始を早め、回生ブレーキのみの弱いブ
レーキで制動することで、車両が持つ運動エネルギーの多くを回生エネルギーとして
回収することで、消費エネルギーを低減することが可能となる。 
しかし実際の列車は曲線や分岐場所での速度制限や乗り心地の確保、それらに伴う
乗務員の力行、ブレーキ操作の制約などから、図 2.2 に示すようなエネルギー最小走
行パターン通りに理想的に走行できることは少ない。しかし近年実用化されている自
動運転システム（ATO：Automatic Train Operation）による自動運転を行うことで、乗
務員による運転に比べ、エネルギー最小走行パターンに近づける可能性はある。 
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図 2.2 走行パターン変更による省エネルギー化 
 
２．２．２ 車体軽量化 
「車体軽量化」施策は、鉄道車両の車体及び搭載機器全体を軽量化し、力行消費エ
ネルギーを低減する方法である。鉄道車両の場合、輸送量の確保や駅等の地上設備と
の離隔を合わせるために、車体の小型化や乗客スペースを狭めることなく、車体の材
質を変更することで軽量化を図ってきた。車体は古くは木造だったが、腐蝕や火災事
故対策から、順次鋼製車体への移行が進められ、1960年代に製造された多くの車両が
鋼鉄製車体となった(2-7)。しかし鋼鉄製の車体は腐食の問題が解決できず、また塗装
のメンテナンスが必要だったため、ステンレスやアルミニウム製の車体の車両が 1960
年代前半から一部鉄道事業者で採用され始めた。この車体は腐食の問題を解決し、車
体塗装等メンテナンス性が向上されただけではなく、車体の大きな軽量化が図られ、
さらに最近では高張力ステンレス鋼の採用や製造技術の進歩等により、更なる軽量化
が進んでいる。例えば 1963年に製造が開始された国鉄の 103系（鋼鉄製）は約 400 t
（10両編成）だったのに対し、JR東日本の主力首都圏通勤車両として 2000年より製
造が開始された E231 系（ステンレス製）は約 250 t（10両編成）と約 37 %もの軽量
化が実現している。これにより同じ走行パターンの場合、力行で消費する走行エネル
ギーは単純に車両重量の比率とほぼ同等の大幅な低減が実現した。 
しかし現時点では、ステンレスやアルミニウムに代わる更なる軽量化を実現する材
料がなく、また過去の衝突事故を鑑み、乗客の安全を確保するために梁構造を強固に
する必要があり、今後更なる車体軽量化を望むのは難しい。 
A駅                 距離                 B駅 
速
度 
加速 
だ行 
ブレーキ 
①  
   ② 
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２．２．３ 走行抵抗低減 
「走行抵抗低減」施策は、車体形状を流線形に近づけ、走行時の空気抵抗を下げる
ことでエネルギー損失を低減する対策である。鉄道車両の走行抵抗とは、出発時の台
車や車輪の摩擦による「出発抵抗」や走行中の「空気抵抗」、線区の勾配や曲線状態
に起因する「勾配抵抗」、「曲線抵抗」などがある(2-3)。この中で大きな割合を占めて
いるのが空気抵抗である。空気抵抗は車両が走行するときに受ける空気力学的抵抗で
あり、車体や床下搭載機器、屋根上空調機器の形状により決まる。在来線車両の走行
抵抗は一般的に(2.1)式で示される(2-2)が、空気抵抗項は速度の二乗で増加し、高速にな
るほど走行抵抗は急激に増加する。 
      2}10078.0028.0{028.078.00247.065.1 VnWVWVgR tm   (2.1) 
ここで、R [N]：走行抵抗、g [m/s2]：重力加速度、Wm [t]：動力車質量、Wt [t]：付
随車質量、V [km/h]：速度、n：編成両数である。 
車両の走行速度向上に伴う走行抵抗の低減法として、新幹線電車では流線型の先頭
形状とするとともに、車体に突起物を設けないようにすることで、空気抵抗低減を実
現している。この結果、高速域での走行抵抗低減だけではなく、微気圧波を低減する
ことができ、走行時の騒音低減も実現した。一方、在来線の最高速度は特急でも
130km/h 程度（一部 160 km/h）であり、空気抵抗は新幹線と比べると小さい。そのた
め、在来線用車両では車体形状による空気抵抗低減についてはあまり検討されてこな
かったが、在来線でも床下搭載機器形状による空気抵抗への影響が小さくなく、10 %
程度の走行抵抗低減効果があるとする研究結果も報告されている(2-8)。車体形状や床
下機器搭載状態については、車両のデザインや乗務員の視認性確保で決まることが多
いが、今後鉄道車両の省エネルギー化を促進するためには、車体デザインや搭載機器
外形形状も考慮した上で、走行抵抗低減効果を考慮する必要がある。 
 
２．２．４ 車両駆動システムの高効率化 
「車両駆動システムの高効率化」は、車両駆動システムを構成するインバータ等の
電力変換装置や電動機、リアクトル等の効率を向上させることで、走行中に発生する
エネルギー損失を低減し、省エネルギー化を実現する方法である(2-9)。1970 年代まで
は直流電気鉄道の車両駆動システムは図 2.3 に示すように、直流電動機と直列に接続
された抵抗（主抵抗器）の組み換えにより直流電動機電圧を制御し、直流電動機の回
転数を制御（車両速度を制御）する「抵抗制御方式」が主流であった(2-2)。この方式
では、抵抗に直流電流を流すために抵抗から熱が発生し、そのエネルギーを無駄にし
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ていた。さらにブレーキ時は電動機を発電機として駆動させ、主抵抗器でそのエネル
ギーを消費する「発電ブレーキ方式」を採用していたため、車両が持つ運動エネルギ
ーを無駄にしていた。このように、車両が走行する際、大きなエネルギーを熱として
放出していたため、車両駆動システム効率が低かった。 
その後パワーエレクトロニクスの発展により、「チョッパ方式」や「添加励磁方式」
等、様々な車両駆動方式が登場したが、1980年代後半に高耐圧パワー半導体スイッチ
ング素子が開発され、動力分散方式の鉄道車両駆動システムへの適用も可能となり、
図 2.4 に示すインバータ装置により誘導電動機などの交流電動機を駆動するシステム
が開発された(2-2) 。この方式はインバータ装置のパワー半導体スイッチングデバイス
のオン、オフ制御により交流電動機にかかる三相交流電圧や周波数を制御することで、
電動機の出力及び回転数を制御する方式である。このため抵抗制御方式にあった抵抗
が不要となり、システム効率が大幅に上昇した。また車両駆動用電動機をブレーキ時
に発電機として使用し、車両の運動エネルギーを電気エネルギーに変換し、架線を介
して変電所または他の負荷車に給電する回生ブレーキの採用によっても大幅な省エ
ネルギー化が実現した（回生ブレーキについては次項で説明）。 
1980 年代半ばから、サイリスタに自己消弧機能を追加した GTO（Gate Turn-off 
Thyristor）の大容量化に伴い、直流 1500 V 架線用のインバータ装置への適用が開始さ
れた。このインバータ装置は 1インバータ装置で 4個の交流電動機を駆動する方式で
も車両搭載が可能な大きさだったため、図 2.4 に示すように、通勤車両などで幅広く
図 2.3 抵抗制御方式車両駆動システム(2-2) 
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適用が進んだ(2-10)。しかし GTO インバータでもスイッチング周波数向上や機器の小型
化など課題が残されていた。これらの面では電界の作用によりスイッチングを行う
MOSFET（Metal Oxide Semiconductor Field Effect Transistor）のようなゲート構造が適
していた。しかし MOSFET の実質的な耐圧は 600 V と、鉄道車両に採用するには低
かったため、GTO の低導通損失と MOSFET の高速スイッチングの特徴を持った IGBT
（Insulated Gate Bipolar Transistor）を用いたインバータ装置の開発がなされた。IGBT
についても高耐圧化と大電流容量化により、1 インバータで 4 個の交流電動機を駆動
するシステムが 2000 年ころでは主流となった。IGBT インバータはスイッチングの高
速化と小型のゲート回路により、GTO インバータ装置に比べ質量も外形寸法も数分の
一程度と大幅な小型化が実現した。 
また近年では、従来のシリコン（Si）によるパワーデバイスに代わり、広いバンド
ギャップを持ち、Siデバイスに比べ大きな損失低減が期待されるシリコンカーバイド
（SiC）を用いたデバイスの開発が進んでいる。SiCデバイスは高温動作が可能なため、
SiC デバイスを車両駆動用インバータ装置に採用した場合、冷却装置の大幅な小型軽
量化が期待できる。現在は SiCのショットキーバリアダイオード（SBD）と従来の Si
の IGBTを組み合わせたハイブリッドモジュールを用いた鉄道車両駆動用インバータ
の開発(2-11),(2-12)や、MOSFET（Metal Oxide Semiconductor Field Effect Transistor）デバイ
スを用い、ダイオードとスイッチング素子ともに SiC によるモジュールを用いた鉄道
車両駆動用インバータの開発(2-13)が進み、最近ではこの車両駆動用インバータ装置を
搭載した車両の試験や、試作車の製造がおこなわれている(2-14),(2-15)。SiC を用いたパワ
図 2.4 VVVFインバータ制御方式車両駆動システム(2-2) 
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ーデバイスを採用することにより、大幅な損失低減が可能で、鉄道車両の省エネルギ
ーにつながると期待される。 
図 2.4 で示すインバータを用いた車両駆動システムに使用する車両駆動用電動機は、
現在は誘導電動機が主流となっている。誘導電動機の効率が現在では 90%強となって
いるが、誘導電動機の漏れ磁束抑制による高効率化の検討(2-16)～(2-18)や、回転子に永久
磁石を用いた誘導電動機と比べ高効率な同期電動機の採用(2-19),(2-20)も増えるなど、電
動機効率向上も図られている。 
このように、車両駆動システムへのパワーエレクトロニクスの採用により、システ
ムの大幅なエネルギー損失低減が図られ、車両の走行エネルギー低減が実現した。し
かしインバータを用いた車両駆動システムに代わるシステムはなく、また半導体素子
の損失低減や電動機の効率向上などの開発を続けてきた結果、現在では車両駆動シス
テムを構成する機器の効率は 90%以上と高いため、今後インバータによる車両駆動シ
ステムの大幅な効率向上は難しい。 
 
２．２．５ 回生ブレーキの採用 
「回生ブレーキの採用」施策について、鉄道車両では 1960 年代から回生ブレーキ
が採用され始めた。これは車両駆動用電動機をブレーキ時に発電機として使用して、
回生エネルギーを発生させるものである。直流電気鉄道の場合、架線に電力を供給す
る変電所がダイオード整流器を採用しているため、車両のブレーキにより発生した回
生エネルギーは変電所に戻すことができない。そこで直流電気鉄道では、発生した回
生エネルギーを、架線を介して他の負荷車両（力行を行う車両）に供給する。そのた
め首都圏のように、ほぼ毎回ブレーキ時に負荷車が近くにいる場合は回生ブレーキを
動作させることができるが、閑散線区では回生ブレーキを動作させることができる頻
度が落ちる。このように直流電気鉄道の場合、回生ブレーキは周りに負荷車が存在し
ないと動作させることができない課題はあるものの、鉄道車両は走行抵抗が小さく、
だ行でも速度が落ちにくいため、自動車等に比べ力行で消費したエネルギーに対して、
高い割合の運動エネルギーを回生ブレーキで回収できる。運動エネルギーを抵抗で熱
として無駄にしていた発電ブレーキと異なり、回生ブレーキの導入により、運動エネ
ルギーを他車両で再利用することが可能となり、大幅な省エネルギー化が実現した。 
回生ブレーキ力特性は車両駆動用インバータ装置や駆動用電動機の通電電流容量
限度や動作による温度上昇限度により決まるが、乗務員の運転操作を合わせるために
既存の車両性能に合わせて新車の設計をしていることが多く、実際の車両設計におい
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て、車両駆動用電動機の特性を考慮し、省エネルギーを目的に、できるだけ回生ブレ
ーキ力を高める検討がなされているとは言えず、鉄道車両の省エネルギー化に対して、
検討する余地が残っている。 
また回生ブレーキは気動車の省エネルギー化にも寄与している。地方の閑散線区な
ど非電化区間で走行する気動車は、ディーゼルエンジンを動力とするディーゼル気動
車が一般的である。ディーゼル気動車の車両駆動システムは、図 2.5 に示すように、
自動車と同様に、エンジンの回転力をトルクコンバータ、変速機（ギア）等で直接車
輪に伝達し、車両を駆動する方式が一般的である。 
 気動車の省エネルギー化は車体の軽量化やエンジンの高効率化などにより進めら
れてきたが、ディーゼル気動車はその機構上、回生ブレーキを使用することができな
かった。そこで近年、図 2.6に示すように、ディーゼルエンジンと電力変換装置（PWM
整流器とインバータ）、交流電動機、主回路蓄電池を組み合わせた車両駆動用ハイブ
リッドシステムが開発され、旅客営業用車両(2-21)や構内入換機関車(2-22), (2-23)で実用化
している。このハイブリッドシステムはシリーズハイブリッドと呼ばれるシステムで、
蓄電池の電力とエンジン回転による発電機からの発電電力で車両駆動用電動機を駆
動する。またブレーキにより発生した回生エネルギーは電気鉄道車両のように架線を
介して他車両に供給できないため、車両に搭載した蓄電池に回収し、次の力行時にそ
のエネルギーを再利用する。このようにエンジンを動力源とした従来の気動車では採
トルク 
コンバータ 
車輪 
エンジン 変速機 
２次電池装
発電機 
蓄電池 
エンジン PWM 
整流器 
インバータ モータ 
車輪 
図 2.5 ディーゼル気動車の車両駆動方式 
 
図 2.6 ハイブリッド気動車の車両駆動ハイブリッドシステム 
    （シリーズハイブリッドシステム） 
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用できなかった回生ブレーキを採用し、回生エネルギーを力行で再利用することと、
一般的な電気鉄道車両で使用しているエネルギー効率の高いインバータ装置や電動
機を採用することで、気動車の省エネルギー化が実現した(2-21)。さらに車両駆動負荷
に対してエンジンを燃費最適点で動作させることによっても、省エネルギー化を実現
した。このシステムの実現には、高エネルギー容量のリチウムイオン電池や高出力の
電気二重層キャパシタ（EDLC）等の蓄電媒体が開発されたことが大きい(2-24)。 
現在では地球環境負荷物質である CO2や NOX削減を目的に、エンジンの代わりに
水素燃料電池を用いたハイブリッドシステムの研究も進んでいる(2-25), (2-26)。 
また非電化区間を走行する気動車の代わりとして、図 2.7 に示すように、車両に大
容量の蓄電媒体を搭載し、その蓄電エネルギーで走行する蓄電池駆動式電車の開発が
進み(2-27),(2-28)、一部の車両は実用化している(2-29)。この車両は電化区間走行中、または
充電設備からパンタグラフを介して蓄電媒体を充電し、非電化区間は蓄電エネルギー
を用いて走行する。また図 2.6 に示すハイブリッドシステムと同様、ブレーキによる
回生エネルギーを車載の蓄電媒体に回収し、力行に使用することにより、気動車に比
べ、走行消費エネルギー削減が実現した。 
 以上のように、鉄道車両の低い走行抵抗という特徴を生かし、回生ブレーキの採用
により、力行での消費エネルギーの高い割合の運動エネルギーを回生エネルギーとし
て回収し、他車両の力行に利用することで、大幅な省エネルギー化を実現させてきた。
また今までは車両駆動システム構成上回生ブレーキを採用できなかった非電化区間
を走行するディーゼルエンジンを駆動源とする気動車に対しても、ハイブリッドシス
テムや大容量蓄電池駆動システムを搭載し、回生エネルギーを力行エネルギーの一部
として再利用することで、非電化区間を走行する車両の省エネルギー化を実現した。 
 
 
２次電池装蓄電池 
パンタグラフ 
チョッパ インバータ モータ 
車輪 
図 2.7 蓄電池駆動式電車の車両駆動システム 
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２．３ 研究の目的 
2.2 項で示したように、鉄道車両の省エネルギー化に対しては、様々な施策が行わ
れてきたが、車体軽量化や車両駆動システムの高効率化などによる更なる省エネルギ
ー化は今後大きな期待が持てない。また車体の形状変更による走行抵抗についても、
乗務員の視認性や乗客スペース確保の課題、機器を流線形にすることによる搭載機器
の大型化の懸念があるため、現実的には難しい。それに対して、鉄道の低い走行抵抗
という特徴から、車両が持つ運動エネルギーの高い割合の回生エネルギーを期待でき
ることを考えると、鉄道車両の省エネルギー化を促進する方法として、回生エネルギ
ーに着目することが重要と考えられる。 
回生エネルギーに着目した省エネルギー化施策としては、回生エネルギーそのもの
を増大させることが第一に考えられるが、前述のように、車両駆動用ハイブリッドシ
ステムや蓄電池駆動式電車のように、回生エネルギーを蓄電池に回収してそれを有効
に再利用するシステムの実用化及びその展開は、今後鉄道車両の更なる省エネルギー
化を実現する上で、非常に重要と考えられる。 
そこで本研究では、鉄道車両の回生エネルギー増大と有効活用による省エネルギ
ー化を目的に、回生エネルギー増大については車両駆動用誘導電動機出力密度最
大化法を提案する。また回生エネルギーの有効利用については、近年開発、実用
化され、今後実用化が広がる可能性がある蓄電池駆動式電車と電源ハイブリッド
気動車に着目し、蓄電池駆動式電車の回生ブレーキ力特性決定法、及び電源ハイ
ブリッド車両の発電装置出力と蓄電媒体容量の設計法を提案する。 
各研究と設計手法の提案についての具体的な課題及び目的については、2.5項で
説明することとし、その前段に各研究で対象とする直流電気鉄道、蓄電池駆動式
電車、電源ハイブリッド気動車のシステム構成及びその共通点や制約条件を整理
し、各研究の関係性をまとめる。 
 
２．４ 研究対象のシステム構成 
本研究では、車両駆動用誘導電動機出力密度最大化による回生エネルギー増大の
研究については直流電気鉄道を、また回生エネルギーの有効利用については、蓄
電池駆動式電車と電源ハイブリッド気動車を研究対象とする。 
それぞれの研究対象となる直流電気鉄道及び車両駆動システムをブロック図化した
ものを図 2.8に示す。 
 
第２章 研究の背景と目的 
 
 
19 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 直流電気鉄道（電力設備含む） 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 蓄電池駆動式電車 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 電源ハイブリッド気動車 
 
図 2.8 各研究で対象とした車両駆動システムの構成図 
 
図 2.8 (a)に示す直流電気鉄道では、直流変電所の電力供給範囲に力行車（負荷車）
と回生車が存在する状態を考える。直流電気鉄道における変電所は一般的にダイオー
ド整流器による変電所となっている。このため、回生車がブレーキにより回生電力を
車両 
（回生ブレーキ） 
直流変電所 
車両 
（力行） 
車両駆動用インバータ 
モータ 
チョッパ 
車載蓄電池 
車両駆動用インバータ 
モータ 
発電装置 
車載蓄電池 
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出力した場合、回生電力を直流変電所に戻すことはできない。そのため回生電力は全
て力行車が受け取ることになり、回生電力以上の負荷電力があることが回生ブレーキ
を動作させる条件となる。 
図 2.8 (b)に示す蓄電池駆動式電車は、車両の車両駆動システムを考え、負荷となる
車両駆動用インバータや誘導電動機、搭載蓄電池と電化区間での走行や蓄電池を充電
するために使用するチョッパ装置で構成される。電化区間では架線からチョッパを介
して蓄電池充電電力と車両駆動電力がシステムに供給される。また蓄電池が満充電の
場合、ブレーキ時は架線を介して回生電力を他の負荷車へ供給する。また非電化区間
ではチョッパは停止することになり、蓄電池とインバータ、誘導電動機の間での電力
やエネルギーのやり取りが行われる。 
図 2.8 (c)に示す電源ハイブリッド気動車も同様に、車両の車両駆動システムを考え
る。負荷となる車両駆動用インバータや誘導電動機、搭載蓄電池、エンジン等の発電
装置で構成される。ハイブリッド気動車の場合は架線からの電力供給はなく、図 2.8 (c)
で示す車両駆動システムは独立の状態となる。力行の場合は、負荷となるインバータ
や誘導電動機は蓄電池及び発電装置から電力供給を受け、ブレーキの場合は発電装置
を停止し、回生エネルギーを蓄電池に回収するエネルギーフローとなる。 
以上のように本研究で対象としている各システム構成を考えると、図 2.9 に示すよ
うに、発電し、負荷に電力を供給する「電力供給系」、車両駆動用インバータ装置や
電動機など、力行時は負荷となり、またブレーキ時は回生エネルギーの発生源となる
「負荷／回生発生系」、そして「負荷／回生発生系」から発生した回生エネルギーを
消費または回収し、必要に応じ負荷へ供給する「回生吸収系」で構成された共通のシ
ステム構成をしていると考えることができる。各研究において、「電力供給系」、「負
荷／回生発生系」、「負荷／回生発生系」の各系統に位置づけられる機器をまとめたも
のを表 2.1に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.9 各研究で対象とするシステムの共通化 
負荷／回生発生系 電力供給系 
回生吸収系 
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表 2.1 各研究のシステム構成機器 
 
電気式鉄道 
（回生電力最大化） 
蓄電池駆動式電車 ハイブリッドシステム 
電力供給系 発電所、変電所 チョッパ装置 
発電装置 
（エンジン、燃料電池） 
負荷／回生
発生系 
回生車 車両駆動システム 車両駆動システム 
回生吸収系 他車両（力行車） 蓄電媒体 蓄電媒体 
 
このように、各研究で対象としている各システムの構成は同じといえ、それぞれの
構成機器やそれらの制約条件等が異なるのみである。この共通したシステムの中にお
いて、直流電気鉄道を対象に、負荷／回生発生系から回生吸収系への回生電力を最大
とする研究が車両駆動用誘導電動機出力密度最大化法であり、蓄電池駆動式電車
のチョッパ装置（電力供給系）を最小限としつつ、回生電力を増やす回生ブレー
キ力特性を求めるのが蓄電池駆動式電車の回生ブレーキ力特性の設計法であり、
決められた回生電力、回生エネルギーを有効にシステム構成機器間で受け渡し、
かつシステム内のエネルギーを一定に保つシステム設計が、電源ハイブリッド車
両の発電装置出力と蓄電媒体容量の設計法となる。このように各々の研究は、こ
のシステムを構成する各系間で、回生エネルギー、回生電力のやり取り（エネルギー
フロー、パワーフロー）を考える研究といえる。 
 
２．５ 各研究の課題と目的 
本研究では、鉄道車両の回生エネルギー増大と有効活用による省エネルギー化
を目的に、回生エネルギー増大については車両駆動用誘導電動機出力密度最大化
法を提案する。また回生エネルギーの有効利用については、近年開発され、今後
適用拡大が期待される蓄電池駆動式電車と電源ハイブリッド気動車に着目し、蓄
電池駆動式電車の回生ブレーキ力特性決定法、及び電源ハイブリッド車両の発電
装置出力と蓄電媒体容量の設計法を提案する。 
本論文では、第 3 章に車両駆動用誘導電動機出力密度最大化法の研究、第 4 章
に蓄電池駆動式電車の回生ブレーキ力特性決定法の研究、第 5 章にディーゼルエ
ンジンとリチウムイオン電池のハイブリッド車両のエンジン出力と蓄電池エネル
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ギー容量の設計法、第 6章に今後実用化を目指している燃料電池と EDLCのハイ
ブリッド車両のエンジン出力と EDLC容量の設計法の研究について述べる。 
 
２．５．１ 車両駆動用誘導電動機出力密度最大化法 
第 3章の車両駆動用誘導電動機出力密度最大化法では、一般的な電気鉄道車両を
研究対象とし、回生ブレーキの速度－トルク特性の定トルク領域を高速側に拡大す
ることにより、回生エネルギーを増大させる方法を考える。回生ブレーキ力特性は減
速度などの車両仕様条件に合うように設計されるが、車両駆動用インバータ装置の半
導体スイッチング素子や駆動用電動機（現在は誘導電動機が主となっている）の電流
制限や機器の温度上昇限度により制限される。 
車両駆動用インバータ装置に採用されている半導体素子は、現在はシリコン（Si）
による IGBT（Integrated Gate Bipolar Transistor）が主流となっているが、広いバンドギ
ャップを持つシリコンカーバイド（SiC）を用いたデバイスの開発が進み、鉄道車両
駆動用インバータ装置に適用する検討、開発がなされている。SiC によるデバイスは
Siデバイスに比べ大幅な損失低減が可能で、鉄道車両駆動用インバータ装置に採用す
ることで、スイッチングロスが低減し、インバータ装置の発熱が抑えられる。この結
果、インバータ電流容量を増やすことができ、誘導電動機をより電気装荷にすること
が可能となる。このように、SiC によるデバイスを鉄道車両駆動用インバータ装置へ
適用することが可能になると、回生ブレーキ力特性に関するインバータ装置の制約は
緩和されることになり、回生ブレーキ力特性は車両駆動用電動機の温度上昇限度制約
で決まることになる。 
そこで本検討では、鉄道車両駆動用インバータ装置の半導体素子に SiC を用いたデ
バイスを用いることを前提とした場合、架線電圧から決まる誘導電動機端子電圧の制
約条件の下、回生ブレーキ力特性の低速域の定トルク領域の終端一次角周波数を高速
側に拡大するために、誘導電動機電流を増やすことで回生電力を最大とする設計手法
を確立する。鉄道車両では台車に電動機を搭載するため、実際には外形寸法に制約が
ある。このため、回生ブレーキ力特性の変化に伴う磁束密度と銅損をベース機と同
一とできる電動機外径寸法を新たに制約とし、台車に誘導電動機を搭載することが
可能となる寸法を確保しつつ回生ブレーキ出力を最大とする方法、つまり誘導電動機
の出力密度最大化法を提案する。これにより誘導電動機の外形寸法を変えない範囲で、
誘導電動機端子電圧の制約の下、回生電力を最大まで向上することができ、回生エネ
ルギー増大による省エネルギー化が期待できる。 
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本検討を図 2.9のシステムから見た場合、回生発生系（回生車）から出力される回
生電力を最大化するという研究となる。本研究では直流電気鉄道を想定しているため、
回生発生系（回生車）で発生する回生電力は回生吸収系（力行車）で全て消費する、
つまり力行車の負荷電力が回生電力と同等もしくは大きいと仮定する。また電力供給
系（変電所）においては、回生発生系（回生車）からの回生電力を向上した場合は、
電力供給系から回生吸収系に供給する電力が低下することになる。つまり、車両の回
生電力を向上した場合には、変電所出力を低減できる効果が期待できる。 
 
２．５．２ 蓄電池駆動式電車の回生ブレーキ特性決定法 
第 4 章の蓄電池駆動式電車の回生ブレーキ特性の決定法では、車両に搭載した大
容量蓄電池で走行する蓄電池駆動式電車を対象とし、車両駆動システムの大きさ
を最小限としつつ、非電化区間走行可能距離を延伸する回生ブレーキ力特性の決
定法を提案する。本研究で対象とする蓄電池駆動式電車は図 2.7 の車両駆動シス
テムを有する。また蓄電池は電化区間走行中に充電し、非電化区間の途中では充
電しないものとする。蓄電池駆動式電車は大容量の蓄電池を搭載するスペースが限
られているため、蓄電池搭載容量が限られる。そのため、回生ブレーキ力特性を向上
させることで走行消費エネルギーが低減され、ある搭載容量に対して途中充電せずに
走行できる非電化区間距離が増える。しかし一方、回生ブレーキ力特性を向上させ、
回生電力を上げた場合、電化区間で架線を介して他の負荷車に供給する回生電力も大
きくなる。そのため、車両駆動システムのチョッパ装置も大出力化する必要があり、
機器の大型化を招く。 
そこで本検討では、蓄電池駆動電車が途中充電せずに走行できる非電化区間距離を
伸ばすことを目指し、搭載できる一定の蓄電池搭載量の下、回生電力の向上により、
充電に必要な電化区間距離を低減し、非電化区間走行可能距離を延伸しつつ、チョッ
パを含む主回路機器の容量増大とのトレードオフに考慮した回生ブレーキ特性の設
計指標を提案する。これにより、ある搭載蓄電池容量において、充電せずに走行でき
る非電化区間距離の延伸が実現し、蓄電池駆動式電車の適用可能線区が広がることで、
非電化区間を走行する車両の省エネルギー化が期待できる。 
本検討を図 2.9のシステムから見た場合、負荷系の負荷特性（力行特性）と回生吸
収系（搭載蓄電池）が設計条件として与えられている条件で、電力供給系（チョッパ
装置）の大きさを必要最低限としつつ、非電化区間走行可能距離を最長にする回生ブ
レーキ力特性を求める、という研究となる。回生発生系から回生吸収系（搭載蓄電池）
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への回生電力を増やすことにより、回生エネルギーが増えるが、チョッパ出力も大き
くしなければならないため、両者のトレードオフを考慮した回生ブレーキ力特性を求
める研究となる。 
 
２．５．３ 電源ハイブリッド車両の発電装置出力と蓄電媒体容量の設計法 
電源ハイブリッド車両については、第 5 章でディーゼルエンジンとリチウムイ
オン電池のハイブリッドシステムを、第 6章で燃料電池と EDLCのハイブリッド
システムを搭載した車両を研究対象とし、電源ハイブリッド車両の発電装置出力
と蓄電媒体容量の設計法を提案する。本研究では、蓄電媒体の充放電サイクルは
蓄電池容量を最小とするため、2 駅間走行時間とする。非電化区間走行用車両向け
に開発されたハイブリッドシステムは電化区間を走行する車両と異なり、自車内で回
生エネルギーを回収、使用しなければならない。その中で回生エネルギーを有効活用
するためには、充放電サイクル内で発生する回生エネルギーを十分に回収できる容量
と、回生ブレーキ電力に対応できる十分な出力を持つ蓄電媒体が必要となる。またエ
ンジンなどの発電装置は車両の走行により発生する損失エネルギーを補い、システム
全体のエネルギーを一定に保つ出力を有することが求められる。蓄電媒体エネルギー
容量と発電装置出力には関係性があり、回生エネルギーを有効活用するためには、両
者を関連付けて設計することが必要となる。しかし現在、ハイブリッド気動車のハイ
ブリッドシステムを設計する際は、走行シミュレーションや試作車を製造して試験を
したうえで、必要な蓄電媒体容量や発電装置出力を算出しており、車両性能や車両仕
様から蓄電媒体容量や発電装置出力を理論的に、かつ直接的に設計する手法が確立さ
れておらず、設計期間や設計コストが多くかかっているのが現状である。 
そこで本検討では、ハイブリッド気動車の回生特性や力行特性などの車両仕様を与
えた場合に、想定される回生エネルギーを十分に回収し、回生エネルギーを有効活用
できる蓄電媒体エネルギー容量と、車両が持つエネルギー（蓄電エネルギーと運動エ
ネルギーの和）を一定に保つという考えから、走行による損失エネルギーを補う出力
を必要とする発電装置の最小出力を設計する手法を提案する。 
本研究で対象とするハイブリッドシステムは既に実用化しているエンジンとリチ
ウムイオン電池で構成されたハイブリッドシステムと、発電装置と蓄電池の配置が同
等ながら、それぞれの特性が対照的で、今後実用化が期待される燃料電池と EDLC で
構成されたハイブリッドシステムとする。エンジンとリチウムイオン電池のハイブリ
ッドシステムでは、蓄電池が有するべき回生エネルギーを充電できる容量と回生電力
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を受け取る出力が重要なため、蓄電池容量と出力の比である充放電電流係数を設計手
法に取り入れ、回生エネルギー及び回生電力に対応した蓄電池容量を決定する手法を
提案する。 
また燃料電池と EDLC のハイブリッドシステムでは、EDLC はエネルギー量が小さ
いためエネルギー管理制御が難しく、さらに燃料電池は単位時間当たりの出力増減率
は燃料供給系や空気供給系および冷却系の能力により制約を受けるため、実際には
FC出力指令値に対してチョッパによって引き出すFC出力は数秒から数 10秒程度遅
れる。そのため、燃料電池の出力遅れを加味せず設計をした場合、EDLCの放電エネ
ルギーが大きくなり、過放電に至る可能性がある。そこで本研究では燃料電池出力遅
れを加味した新しい設計法を提案する。 
本検討を図 2.9のシステムから見た場合、負荷／回生発生系の力行駆動力、回生ブ
レーキ力特性を設計条件として与えた場合、電力発生系（エンジンや燃料電池）と負
荷吸収系（リチウムイオン電池や EDLC）を最も小さくする設計法を提案するもので
ある。これはつまり、図 2.9のシステム内の力行駆動力、回生ブレーキ力特性から求
まる力行、回生エネルギーや電力フローを有効に利用できる回生吸収系と、各機器動
作による損失エネルギーを補てんし、システム内のエネルギーを一定に保つことがで
きる電力発生系の最小の大きさを求める研究といえる。 
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第３章 鉄道車両用誘導電動機の出力密度最大化法の研究 
 
３．１ 研究の背景、課題 
現在の電気鉄道の車両駆動システムでは、電圧形インバータで誘導電動機を駆動す
るシステムが一般的となっている(3-1)。インバータによる車両駆動システムは、システ
ム効率が従来の車両駆動システムに比べ高く、特に高速域で回生ブレーキ力特性を向
上させることができるため、従来のチョッパ方式や添加励磁方式を用いた直流電動機
駆動システムよりも走行による消費エネルギーを低減し、鉄道車両の更なる省エネル
ギー化を実現している。鉄道は走行抵抗が低く、回生エネルギーを多く回収すること
ができるため、回生ブレーキ力特性を向上させることは、鉄道車両の消費エネルギー
低減にとっては特に有効な手段の一つである。特に首都圏の通勤線区や地下鉄など、
駅間距離が短いためだ行が少なく、力行、ブレーキを頻繁に繰り返す線区を走行する
鉄道車両や、長大編成内に複数の駆動用電動機を有する動力分散方式を採用している
鉄道車両にとっては、車両の持つ運動エネルギーの多くを回生エネルギーとして回収
できるため、回生ブレーキ力特性向上の効果が大きい。しかしながら回生ブレーキ力
特性はインバータの半導体スイッチング素子の電流制限や発熱による温度上昇限度、
電動機の温度上昇限度の制約を受ける。また電気式鉄道車両の場合は、架線電圧によ
りインバータ出力最大電圧が決まり、電圧によるトルクの制約が誘導電動機にはある
ため、回生ブレーキ力特性を向上し回生エネルギーを増やすことは簡単ではない。 
鉄道車両の回生ブレーキ力特性を実際に設計する場合、上記の機器の制約だけでは
なく、乗り心地や乗務員の操作感覚を同じにするために、機器の制約の範囲内で従来
の車種と特性を同じにすることが多い。他にもメンテナンスの効率化や機器共通化を
目的に、異なる車種、異なる線区を走行する車種に対して、同じ車両駆動用電動機を
用いることも多く、省エネルギー化を主目的として、回生ブレーキ力特性の限界設計
がなされていないのが現状である。 
車両駆動用インバータ装置に採用されているパワー半導体スイッチング素子は、現
在はシリコン（Si）による IGBT（Integrated Gate Bipolar Transistor）が主流となってい
るが、近年スイッチングロスを従来の IGBT 半導体素子より大幅に低減したシリコンカ
ーバイド（SiC）によるデバイスの開発及び高耐圧化が進んでいる(3-2)。現在は SiC のシ
ョットキーバリアダイオード（SBD）と従来の Si の IGBT を組み合わせたハイブリッ
ドモジュールを用いた鉄道車両駆動用インバータの開発 (3-3),(3-4)や、MOSFET（Metal 
Oxide Semiconductor Field Effect Transistor）を用い、ダイオードとスイッチング素子と
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もに SiC によるモジュールを用いた鉄道車両駆動用インバータの開発(3-5)が進み、この
インバータ装置を適用した車両の試験や、試作車の製造がおこなわれている(3-6)-(3-8)。 
SiC パワーデバイスを鉄道車両駆動用インバータ装置に採用することで、スイッチン
グ損失が低減し、インバータ装置の発熱が抑えられる。この結果、インバータ装置の
冷却性能を低減しても、インバータに長時間大きな電流を流すことができ、回生ブレ
ーキ力を高速域で増やすことで回生電力を向上させることが可能となる。このように、
SiC パワーデバイスの鉄道車両駆動用インバータ装置への適用が可能になると、回生ブ
レーキ力特性に関するインバータ装置の制約は緩和され、回生ブレーキ力特性は車両
駆動用電動機の冷却性能制約で決まることになり、架線電圧や誘導電動機の温度上昇
限度制約の中で、どこまで回生電力を向上できるかが、回生ブレーキによる省エネル
ギー化にとって重要となる。 
 
３．２ 研究の目的 
本検討では、今後鉄道車両駆動用インバータ装置に SiC パワーデバイスを採用する
ことを想定し、電気鉄道車両の更なる省エネルギー化を目的とし、架線電圧から決ま
るインバータ出力最大電圧制約条件の下、誘導電動機電流を増やすことで出力を増や
す方法を考える。これは誘導電動機の電気装荷比率を電気装荷にすることを意味する。
具体的には、図 3.1 に示すように、誘導電動機の総鎖交磁束数に比例する電圧/周波数
（V/F）を下げることで、誘導電動機電圧が速度 0 から増加し、インバータ出力最大電
圧に到達する速度を向上させ、多パルス PWM（Pulse Width Modulation）制御による定
トルク領域を高速側に拡大させる。回生時に定トルク領域を高速域まで拡大するにあ
 
V/F 
誘導電動機電圧 
速度 
トルク 
定トルク領域 
回生ブレーキ特性向上 
図 3.1 誘導電動機出力増加方法 
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たり、誘導電動機電流を増やす必要があり、結果的に誘導電動機の回生ブレーキ電力
を増やすことになる。 
鉄道車両駆動用誘導電動機は車両の台車に搭載され、電動機のトルクは歯車で増幅
され車輪に伝わる。このため車両駆動用誘導電動機は、台車に搭載できる外形寸法を
満足することを強く求められる。そこで本検討で誘導電動機の出力向上を検討する上
で、台車に搭載できる誘導電動機外形寸法を考慮する。本検討は誘導電動機端子電圧
制約の下、定トルク領域終端速度を高速側に拡大することにより、回生ブレーキ電力
を増やす設計手法を確立するが、これは誘導電動機の総鎖交磁束数を下げ、誘導電動
機電流を増やすことで誘導電動機出力を上げ、高速域で定トルクを確保することにな
る。例えばある誘導電動機をベースとした場合、V/F を低減させることで総鎖交磁束数
が低減するため、誘導電動機固定子鉄心のバックアイアンおよびティース幅を減らす
ことができる。一方、誘導電動機電流が増えるため、コイル断面積を大きくし、コイ
ルからの発熱量（=銅損）をベースの誘導電動機と同じにすると考える。このように
V/F を下げることで、鉄心断面積は小さくできるが、逆にコイル断面積は大きくする必
要があり、これらの寸法により誘導電動機外形寸法が決まる。特に銅損は電流の二乗
に比例し大きくなるため、銅損を一定とするためにコイル断面積は急激に大きくなる。
このため台車搭載のために誘導電動機外形寸法をベース電動機と同じ外形寸法に保つ
V/F には限界があると予想される。この最小 V/F の場合、定トルク終端速度で回生電力
が最大となり、回生エネルギーが最大となる回生ブレーキ力特性となる。 
そこで本検討では、誘導電動機駆動用インバータに SiC パワーデバイスを採用し、
回生ブレーキ力特性決定の上でインバータの温度上昇限度制約がない場合を想定し、
インバータ出力電圧制約条件の下、誘導電動機の電圧/周波数特性（V/F 特性）を低減
し、誘導電動機電流を上げ、誘導電動機出力密度を最大化する手法を提案する。また
総鎖交磁束数の低減により誘導電動機の鉄心断面積を減らし、コイル断面積を増やす
ことで銅損を一定とし、誘導電動機外形寸法をベース電動機と同一とする制約条件を
加味し、台車搭載を可能とした誘導電動機の出力密度最大化手法を提案する。定トル
ク領域を高速域に拡大することで、摩擦ブレーキにより消費していた運動エネルギー
の一部を回生エネルギーとして回収することになり、省エネルギー化が期待できる。 
また首都圏で実際に走行している鉄道車両に使用されている車両駆動用誘導電動機
をベースとして本設計手法を適用し、出力密度を最大とした電動機の回生電力とそれ
による回生エネルギーの増加効果を定量的に検証し、本設計手法が鉄道車両の省エネ
ルギー化に寄与できることを確認する。 
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３．３ 鉄道車両の回生ブレーキ力特性 
３．３．１ 電気鉄道車両駆動システム 
日本における電気鉄道は架線電圧が交流、直流の両方あるが、首都圏における電気
鉄道は直流 1500V が一般的である。架線電圧直流 1500V 線区を走行する直流電気鉄道
車両の一般的なインバータ装置を用いた主回路システム構成を図 3.2 に示す。架線から
電力を集電するパンタグラフ、回路保護を目的とした遮断器、インバータ装置、複数
の車両駆動用電動機で構成される。またインバータ装置の半導体素子のスイッチング
により発生する高調波電流が軌道回路に流出し、信号設備等の動作を妨害する誘導障
害を防止するための LC フィルタ（フィルタリアクトル、フィルタコンデンサ）をイン
バータ装置の上流部に配する(3-1)。架線電圧直流 1500V 対応のインバータ装置の場合、
3.3kV、1.2kA の IGBT 半導体素子を各相 2 個直列に配置した 2 レベル電圧形インバー
タが現在の主流である。このインバータ装置で 1 個または複数個の電動機を駆動する。
首都圏を走行する 10 両編成の車両の場合、4 個の誘導電動機を駆動する図 3.2 に示す
主回路システムを 1 両に 1 セット搭載し、10 両中 4～6 両を電動車としている場合が多
く、この方式を動力分散方式という。動力分散方式は編成全体の運動エネルギーの多
くを複数搭載した誘導電動機で回生エネルギーとして回収でき、省エネルギー効果が
高い。 
一般的な鉄道車両用誘導電動機駆動用インバータ装置の外観を図 3.3 に示す。このイ
ンバータ装置は、力行や回生ブレーキ時、パワー半導体素子のスイッチングや導通損
フィルタ 
コンデンサ 
フィルタ 
リアクトル 
遮断器 
IM 
IM 
IM 
IM 
電動機 
インバータ装置 
パンタグラフ 
DC1500V 架線 
図 3.2 直流電気車の一般的な主回路システム構成（架線電圧直流 1500V）(3-1) 
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失により発熱する。これを冷却するために、図 3.3 に示すように、パワー半導体素子に
密着する構造で冷却器を搭載し、車両が走行する際の走行風を利用して冷却する(3-1)。 
一般的な鉄道車両駆動用誘導電動機の外観を図 3.4 に示す。インバータ装置同様に、
車両駆動用誘導電動機も力行、ブレーキ時に回転子、固定子コイルに電流が流れ、そ
のコイル銅損により発熱する。この誘導電動機は内部に回転子と共に回転する冷却用
フィンを内蔵し、外部から取り込んだ冷却風を内部に取り込むことで、内部を冷却す
る構造となっている(3-1)。 
 
３．３．２ 鉄道車両におけるブレーキ力特性 
一般的な電気鉄道車両における速度-回生ブレーキ力特性、車両駆動用誘導電動機端
図 3.3 車両駆動用インバータ装置と冷却フィン(3-1) 
図 3.4 車両駆動用誘導電動機構造例(3-1) 
 
 
半導体素子冷却用冷却フィン 
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子電圧、回生電力特性を図3.5に示す。大きく分けて低速側を定トルク領域、高速側を
特性領域と呼ぶ。定トルク領域では、車両仕様として与えられる一定減速度を満足す
るように、回生ブレーキ力が一定となっている。また特性領域では、誘導電動機のす
べりは一定となり、回生ブレーキ力特性は停動トルクに合わせて速度の二乗に反比例
して低下する。 
定トルク領域では、誘導電動機一次角周波数に比例して、つまり端子電圧/一次周波
数特性（V/F特性）を一定とするように、車両駆動用インバータ装置の出力電圧（導電
動機端子電圧）を制御する。この領域では、インバータ装置は多パルス非同期PWM制
御を行い、誘導電動機電圧を制御する。誘導電動機入力電流を一定とすることで、こ
の領域では誘導電動機は定トルクを出力する。定トルク領域は車両駆動用インバータ
装置の出力電圧が最大となった速度で終了する。図3.2の車両駆動用システムからわか
るように、インバータ装置最大出力電圧は架線電圧で決まる。誘導電動機の出力を大
きくするためには誘導電動機端子電圧を上げる方法もあるが、架線電圧が決まってい
るため、例えばインバータ装置の上流側にチョッパ装置を配し昇圧する必要がある。
しかしチョッパ装置の追加は、車両搭載機器の増大や損失の増加を招き、車両搭載艤
装スペースの制約があるため、必ずしも得策とは限らない。 
鉄道車両では、保安上、また乗り心地向上のため、ブレーキ減速度は全速度域で一
定となるように設計するのが一般的である。しかし前述のように、特性領域では回生
ブレーキ力が低下するため、回生ブレーキのみでは一定減速度は確保できない。その
回生ブレーキ力 
誘導電動機端子電圧 
定トルク領域 特性領域 
空気ブレーキ 
回生電力 
一次角周波数  
[rad/s] 
図 3.5 回生ブレーキ力、回生電力、誘導電動機端子電圧特性 
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ためこの領域では、回生ブレーキ力の不足分をディスクブレーキなどの摩擦ブレーキ
を併用することで一定減速度を確保する。車両が高速で走行している時の運動エネル
ギーの多くは、摩擦ブレーキにより熱として消費し、運動エネルギーを回収、再利用
できない。 
 
３．４ 誘導電動機の出力密度最大化法 
 ３．４．１ 回生電力向上策 
前項で説明したように、速度-回生ブレーキ力特性の特性領域において、運動エネル
ギーを摩擦ブレーキで消費していることに着目し、本検討では図 3.6 に示すように、架
線電圧から決まるインバータ出力最大電圧（誘導電動機最大電圧）の制約の下、V/F を
下げ電流を増やすことで、回生電力を向上し一定減速度を確保する定トルク領域を高
速側に拡大し、回生エネルギーを増大させる手法を考える。インバータ装置では多パ
ルス非同期 PWM モードの速度域を拡大することになる。 
鉄道車両の場合、機器を艤装するスペースと搭載できる質量が非常に限られ、搭載
機器は小型で軽量なことが求められる。このため、車両駆動用インバータ装置や誘導
電動機の冷却性能も制限される。インバータ装置はパワー半導体スイッチングによる
損失の大きい多パルス非同期 PWM モードによる定トルク領域はある速度までに限ら
れる。一方誘導電動機は、回生電力向上により電流が増え、銅損による発熱が増加す
るため、絶縁材料の寿命の面から温度上昇限度が定められており、現行の誘導電動機
のまま電流を増やすことは難しい。 
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速度 
回生ブレーキ力 
電動機端子電圧 
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図 3.6 回生ブレーキ電力向上策 
第３章 鉄道車両用誘導電動機の出力密度最大化法の研究 
36 
 
この問題に対するインバータ装置の解決策として、SiC（シリコンカーバイド）を材
料とした MOS-FET が開発され、高耐圧化とともに鉄道車両駆動用インバータ装置に採
用する検討がなされている(3-3),(3-4)。SiC パワー半導体は従来のシリコンを材料とした
IGBT 半導体素子に比べ導通損失が小さく、車両駆動用インバータ装置に SiC パワー半
導体素子を用いることで、インバータ装置の損失が低減される。これにより多パルス
非同期 PWM 制御領域を拡大することが可能となるため、定トルク領域の速度範囲は、
主に誘導電動機の特性や誘導電動機の温度上昇限度を考慮して決定すればよい。 
本検討では、出力を最大化する誘導電動機はある誘導電動機をベースに考える。ベ
ース機から V/F を低減することでコイルの総鎖交磁束数が低下するため、鉄心の磁束
密度をベース機と同一とすると仮定すると、鉄心断面積を小さくできる。一方誘導電
動機電流が増加するため、銅損をベース機と同一とすると仮定すると、コイル断面積
を増加させる必要がある。これはベース機が使用されているのと同じ走行線区、同じ
走行パターンで使用できる誘導電動機を考えるためである。この構造変化による誘導
電動機外形を考え、外形寸法をベース電動機から変更しないV/F低減可能範囲を求め、
その最小値から誘導電動機の出力を最大化させる回生ブレーキ力特性、つまり出力密
度を最大化させる方法を以下に提案する。 
 
 ３．４．２ ベクトル制御下の誘導電動機トルク、端子電圧 
架線電圧による誘導電動機電圧制約の下、電流を増加させることで出力を最大とす
る手法を検討するにあたり、本検討では、鉄道車両駆動用誘導電動機は現在主流とな
っているベクトル制御（Field Orientation Control （FOC））が適用されると仮定する。
ベクトル制御では誘導電動機の二次磁束が向く方向を d 軸、それより磁束回転方向に
90°進んだ方向を q 軸とする。その時の誘導電動機の電圧方程式を(3-1)式に示す(3-9)。こ
の方程式により、誘導電動機一次電圧の d、q 軸成分 v1d, v1qは一次電流の d、q 軸成分
i1d, i1qと二次磁束の d、q 軸成分φ2d, φ2qで表すことができる。 
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ここで、各パラメータは以下の通りである。 
vm : 誘導電動機端子電圧 
i1  : 誘導電動機一次電流 
R1 : 誘導電動機一次抵抗 
R2 : 誘導電動機二次抵抗 
L1 : 誘導電動機一次インダクタンス 
L2 : 誘導電動機二次インダクタンス 
M : 誘導電動機相互インダクタンス 
: 誘導電動機漏れ定数（=1-M2/L1L2） 
1 : 誘導電動機一次角周波数 
s : 誘導電動機すべり角周波数 
p : d/dt 
 (3.1)式において、定常状態を仮定した場合、時間微分項は 0 となるため、(3.2)式の
ように書き換えることができる。 
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今二次磁束方向を d 軸、それより磁束回転方向に 90°進んだ方向を q 軸としているこ
とから、ベクトル制御が成立している場合、φ2qが 0 となる。誘導電動機トルクは二次
磁束と二次電流の外積となり、(3.2)式から得られる諸量の関係式から(3.3)式のように、
誘導電動機一次電流（入力電流）の d、q 軸成分で表される。 
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   ........ (3.3) 
ここで、p は新たに極数とする。 
次に誘導電動機端子電圧 v1d、v1qを考える。v1d、v1qは(3.2)式第 1、2 行から算出でき
るが、高速域では誘導電動機端子電圧が高くなり、R1 と i1 による電圧降下が十分に無
視できると仮定した場合、v1d、v1qは(3.2)式から、以下のように表すことができる。 
qqdd iLiLiRv 111111111    ............................................. (3.4) 
第３章 鉄道車両用誘導電動機の出力密度最大化法の研究 
38 
 
dqddqdq iLiRiL
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これから、誘導電動機端子電圧 vmは(3.6)式で表される。 
   211
2
111
2
1
2
1 qdqdm iLiLvvv    .................... (3.6) 
上記のように、誘導電動機のトルク及び端子電圧を一次電流（入力電流）の各軸成
分で表すことができる。 
 
 ３．４．３ 誘導電動機の出力密度最大化 
本検討では、鉄道車両駆動用誘導電動機端子電圧制限の下、回生ブレーキにおける
誘導電動機出力を最大化する設計手法を確立する。図 3.7 に、速度-回生ブレーキトル
クと誘導電動機端子電圧、誘導電動機電流特性を示す。ここでトルクはブレーキのた
めマイナスとなるが、本図ではわかりやすいように絶対値で表す。本図において、ω10 
[rad/s]は定トルク領域の終端一次角周波数と定義し、一次角周波数が ω10より大きい領
域は特性領域である。本図において、ベースとなる誘導電動機のトルク、端子電圧、
電流特性は点線で示し、定トルク領域におけるトルクを Tm1 [N]、一次電流の d、q 軸成
分を i1d1 [A]、i1q1 [A]とする。V/F を低減し、誘導電動機電流 i1d1、i1q1が i1d1min、i1q1min
となった場合に、定トルク領域終端一次角周波数が ω10から ω10maxになり、定トルク領
域終端速度において回生出力が最大になるとする。 
図 3.8 は id、iq座標軸上に(3.3)式で表される Tm1一定の時の i1dと i1qの軌跡と(3.6)式で
表される最大誘導電動機端子電圧 vmmaxの時の i1dと i1qの軌跡を示している。定トルク
領域終端速度では誘導電動機端子電圧が最大で、定トルクを出力する。これはつまり、
定トルク領域終端速度における誘導電動機の動作点はこの両軌跡の両方を満足する交
点であることを意味している。ベースとなる誘導電動機の場合、Tm1一定軌跡と最大誘
導電動機端子電圧軌跡の交点が 2 ヶ所存在する（図中の○）が、このうち i1q1が大きい
方の交点がベース電動機の定トルク領域終端での誘導電動機動作点となる。 
ベース電動機の回生ブレーキトルク特性から ω10を高くした場合、つまり定トルク領
域終端を高速側に拡大した場合、(3.6)式で表される最大誘導電動機端子電圧軌跡は図
3.8 に示すように、原点に向かって縮小していく。一方(3.3)式で表される Tm1一定軌跡
は ω10によらないため変化しない。その結果、図中の○で示す 2 ヶ所の交点は互いに近
づき、ω10 がある一次角周波数 ω10maxになった時、両軌跡は接することになる（図中の
●点）。この接点は誘導電動機端子電圧が最大で、定トルク Tm1 を出力する動作点であ
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り、この時の ω10maxが定トルク領域を最大、つまり回生出力を最大とする定トルク領域
終端角周波数 ω10max であるといえる。このように、Tm1 一定軌跡と vmmax 軌跡の接点を
求めることで、回生電力を最大とする一次角周波数 ω10maxを算出することができる。 
しかし上記のように、回生出力を最大にした場合でも、実際の台車に搭載できる誘
i1d1min 
一次角周波数 
[rad/s] 
誘
導
電
動
機
電
流
 
[A
] 
ω10            ω10max  
i1d1 
i1q1 
i1q1min 
トルク Tm1 
誘導電動機端子電圧 
一次角周波数 [rad/s] 
ω10      ω10max  
(a) 回生ブレーキのトルク、誘導電動機端子電圧、回生出力特性 
（回生ブレーキトルクは絶対値表示） 
(b) 速度に対する回生ブレーキの誘導電動機一次電流 d 軸、q 軸電流成分 
 
図 3.7 回生ブレーキ出力最大化手法 
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導電動機寸法を確保する必要がある。そこで本検討では、電流を増やすことで回生電
力を増加するために、回転子及び固定子のコイル断面積を増やし、鉄心断面積を減ら
すことでベース電動機と磁束密度と銅損を同一とし、誘導電動機外形寸法をベース電
動機と同一とできる範囲を求める。なお誘導電動機の構造変更で損失低減する研究が
あるが(3-10)-(3-12)、本検討では構造変更による損失低減は行わず、あくまでベース電動機
を構成する各内部寸法を変化させるのみとする。 
誘導電動機のコイル銅損をベース電動機と同一とするためには、コイル断面積は誘
導電動機電流の二乗に比例して大きくしなければならない。一方、V/F を下げるため、
コイルの総鎖交磁束数は低下する。ベース電動機の鉄心は磁気飽和をしておらず、出
力を上げた誘導電動機も鉄心の磁束密度をベース誘導電動機と同一とし、コイルター
ン数も不変とすると、鉄心コアティースおよびバックアイアン幅を小さくすることが
できる。このため、V/F を下げ誘導電動機電流を増やして出力を向上する場合、図 3.9
のように、鉄心断面積が小さくコイル断面積が大きい構造になる。この鉄心とコイル
寸法のトレードオフ関係から、ある一次角周波数 ω10までは、誘導電動機外形寸法を変
更せずに出力密度を向上させることができると考えられる。 
ベース電動機 
動作点 
i1d 
i1q 
定トルク軌跡 
誘導電動機端子電圧軌跡 
ω10 大 
10max 
最大出力 
動作点 
i1d1min 
i1q1min 
図 3.8 回生ブレーキの誘導電動機端子電圧曲線、トルク曲線 
i1d1 
i1q1 
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図 3.9 誘導電動機出力最大化による誘導電動機固定子構造変化 
 
誘導電動機寸法を変更せずに出力を上げることができる最大一次角周波数 ω10max を
求めるために、図 3.10 に示す誘導電動機固定子の断面構造（一部）を考える。ここで、 
 wc：コイル幅（円周方向） 
 hc：コイル高さ（直径方向） 
 wi：鉄心ティース部幅（円周方向） 
 hi：鉄心バックアイアン高さ（直径方向） 
とする。 
定トルク領域終端一次角周波数の変化による図 3.10 に示す誘導電動機鉄心とコイル
寸法の変化から、誘導電動機外形寸法を変更しない構造上の条件を明らかにする。ま
ず、固定子の銅損をベース電動機と同等とするための hcと wcが満たすべき条件を(3.7)
固定子外縁 
固定子鉄心 
固定子内縁 
固定子コイル 
W
c1
 W
i1
 
h
c1
 
h
b1
 
コイル 
鉄心 
固定子外縁 
固定子内縁 
図 3.10 誘導電動機固定子コイル、鉄心寸法 
コイル拡大 
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式に示す。ここで添字”1”はベース電動機のコイル寸法や電流を、添字“1max”や“1min”
は出力密度を最大化した誘導電動機の寸法、電流を表す。この式は銅損を同一とする
ために、コイル断面積が誘導電動機電流の二乗に比例することを意味している。なお、
誘導電動機一次電流の d 軸成分 i1d1、i1d1min の二乗値は q 軸成分 i1q1、i1q1minの二乗値に
比べて十分小さいことから、(3.7)式では簡略化するために無視している。 
2
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次に、固定子の鉄心の磁束密度をベース電動機と同等とするための hc、wc が満たす
べき条件を(3.8)式に示す。これはベース電動機の鉄心内で磁気飽和が起きていないこと
を前提に、出力最大とする誘導電動機鉄心の磁束密度をベース誘導電動機と合わせる
ことを意味し、鉄心の各寸法が、磁束を決める誘導電動機一次電流の d 軸成分に比例
することから定義している。 
min11
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d
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i
i
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h
h
w
w
  .............................................................. (3.8) 
また(3.9)式は誘導電動機の円周方向の寸法、(3.10)式は直径方向の寸法がベース電動
機と同一またはそれ以下となる条件を示している。この条件により、出力を最大とし
た誘導電動機も台車に搭載できることになる。 
11min1max1 icic wwww   .......................................................... (3.9) 
11min1max1 bcbc hhhh   ........................................................... (3.10) 
以上から、(3.7)式から(3.10)式を満足する iid1min、iiq1min が、誘導電動機の外形寸法をベ
ースとなる誘導電動機以下としつつ出力を最大化させる、つまり誘導電動機の出力密
度を最大化させる誘導電動機一次電流成分となる。 
なお本検討において、回転子と固定子のギャップもベース電動機と同じとし、回転
子のコイル断面積及び鉄心断面積についても、上記各寸法制約条件が成り立つ。 
本検討において、誘導電動機の定トルクと端子電圧の電気的条件と鉄心及びコイル
寸法の条件を全て満たす一次電流の範囲で、かつ最大の定トルク領域終端一次角周波
数が、出力密度を最大化する一次角周波数と決定することができる。 
 
３．５ 鉄道車両用誘導電動機への本手法の適用とその効果 
3.4 項で提案した誘導電動機出力密度最大化手法について、首都圏を走行している鉄
道車両で実際に使用されている誘導電動機をベース電動機として本手法を適用し、出
力密度を最大化とする一次角周波数を設計する。その上で、それによる省エネルギー
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効果を定量的に検証し、鉄道車両の省エネルギー化に寄与できることを確認する。 
 
 ３．５．１ 検討対象の誘導電動機仕様 
首都圏で走行している鉄道車両で実際に使用されている誘導電動機（ベース電動機）
の等価回路を図 3.11 に、一相分の等価回路定数を表 3.1 に示す。またこの誘導電動機の
固定子、回転子のコイル及び鉄心の構造断面寸法を表 3.2 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.11 ベース誘導電動機一相分の等価回路 
 
表 3.1 ベース誘導電動機一相分の等価回路定数 
 項目 定数 
一次抵抗 R1 0.153  
二次抵抗 R2 0.197 Ω 
一次インダクタンス L1 0.041 H 
二次インダクタンス L2 0.041 H 
相互インダクタンス M 0.039 H 
ポール数 p 2 
端子電圧最大値（回生ブレーキ時） 1300V 
 
表 3.2 誘導電動機内部構造寸法 
位置 固定子 [mm] 回転子 [mm] 
コイル幅 wc1 12.3 7.1 
コイル高さ hc1 36.5 30.6 
鉄心コアティース幅 wi1 13.0 12.4 
鉄心バックアイアン高さ hb1 48.5 72.4 
vm 
R1 L1 
i1 
aM 
i2/a 
a
2
R2/s 
L2 
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この誘導電動機を搭載している首都圏通勤車両の誘導電動機 1 台当たりの回生ブレ
ーキトルク、誘導電動機端子電圧及びベクトル制御下の一次電流の d、q 軸成分の速度
特性を図 3.12 に示す。定トルク領域終端一次角周波数10 は 446 rad/s、速度換算で 46 
km/h、定トルク領域のトルクは-1296 Nm である。また定トルク領域での一次電流の d、
q 軸成分 i1d1、i1q1はそれぞれ 68.8 A、-249.5 A で一定となっている。この両電流成分は
定トルク領域より高速側では、一次角周波数に反比例して低下する。 
 
 ３．５．２ 提案手法による定トルク領域の拡大 
図 3.13に、定トルク領域終端一次角周波数10をベース電動機の値である 446 rad/s か
ら高くした場合の、トルク Tm1一定軌跡（-1296Nm）と最大誘導電動機端子電圧軌跡を
表す。10が高くなるにつれ、最大誘導電動機端子電圧軌跡は原点に向かって縮小して
いく。本検討では図 3.8 に示したように、定トルク領域終端一次角周波数10を高くし、
最大誘導電動機端子電圧軌跡が Tm1一定軌跡と接する時の10が、出力を最大とする定
トルク終端一次角周波数と求めることができる。本誘導電動機の場合、図 3.13 から、
定トルク領域の終端一次角周波数10が 624 rad/s の場合に両軌跡は接しており、最大誘
導電動機端子電圧の下、誘導電動機出力を最大にするのは、10が 624 rad/s の時である
ことがわかる。 
さらに台車搭載を考慮した誘導電動機の外形寸法条件について、図 3.13 に(3.7)式か
ら(3.10)式で表される回転子、固定子の構造条件から求めた誘導電動機外形寸法条件軌
跡も示す。定トルク領域終端速度での誘導電動機の動作点、つまり Tm1一定軌跡と最大
1296 
トルク 
端子電圧 
i1d1 
i1q1 
46 
図 3.12 回生ブレーキ力特性（首都圏通勤電車） 
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誘導電動機端子電圧軌跡の交点は、この固定子、回転子の誘導電動機外形寸法条件軌
跡よりも原点に近い領域に存在する必要がある。 
図 3.13 の各軌跡の交点付近を拡大したものを図 3.14 に示す。固定子、回転子の誘導
電動機外形寸法条件軌跡より原点側にある Tm1 一定軌跡と最大誘導電動機端子電圧軌
跡の交点は、10maxが 500rad/s（車両速度 52 km/h）の時で、i1d1minが 60A、i1q1minが-287A
定トルク軌跡 
誘導電動機端子電圧軌跡 
10 
446rad/s 
10 
500rad/s 
10 
624rad/s 回転子構造条件 固定子構造条件  
定トルク軌跡 
 
誘導電動機端子電圧軌跡 
ベース動作点 
出力最大動作点 
10 
446rad/s 
10 
500rad/s 
10 
624rad/s 固定子構造条件 回転子構造条件 
図 3.13 誘導電動機定トルク、最大端子電圧、誘導電動機外形寸法条件曲線 
図 3.14 誘導電動機定トルク、最大端子電圧、誘導電動機外形寸法条件曲線（拡大） 
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の点である。この誘導電動機電流 293A に比べ、ベース電動機動作点の誘導電動機電流
は 260A である。これは誘導電動機電流の増加により回生電力を増大し、定トルク領域
を 446 rad/s から 500 rad/s まで拡大させたことを表している。 
このように、本提案手法により、誘導電動機電圧が架線電圧により制約があり、か
つ誘導電動機外形寸法をベース電動機と同一とする条件の下、定トルク領域を拡大で
きる範囲を明らかにし、誘導電動機の出力密度を最大化する定トルク領域の終端一次
角周波数を求めることができた。 
 
 ３．５．３ 本提案手法による回生電力および回生エネルギー増加効果 
3.5.2 項で実施した回生電力最大化による回生電力及び回生エネルギーの増加効果に
ついて定量的に評価する。前章の検討でベース電動機とした誘導電動機を搭載した鉄
道車両の仕様を表 3.3 に示す。 
実際の鉄道車両の回生ブレーキトルク特性と前項で算出した誘導電動機出力を最大
とする定トルク終端一次角周波数 500rad/s（車両速度 52km/h）の回生ブレーキトルク
特性を図 3.15 に示す。10が 500rad/s の場合、定トルク領域終端速度での最大回生電力
は 640 kW となっており、実際に鉄道車両の定トルク領域終端速度での最大回生電力
580 kW と比較し、10%程度出力が向上している。 
またこの両特性において、100 km/h から停車までブレーキをかけた場合を考える。ブ
レーキ減速度は表 3.3 に示すように全速度域で一定（4.2 km/h/s）とし、この減速度を確
保するために必要なブレーキ力に対して、高速域の回生ブレーキ力で不足する分は摩
擦ブレーキで補う。また走行抵抗については JIS 規格(3-13)で規定されている走行抵抗式
を用いた。このブレーキによる回生ブレーキエネルギー（積算値）を図 3.16 に、ベー
表 3.3 首都圏鉄道車両仕様 
項目 仕様 
編成重量 310 t 
編成両数 10 両編成 
電動車数 4 両（編成内電動機 16 台） 
車輪径 820 mm 
ギア比 7.07 
定トルク領域終端 
一次角周波数 10 
446 rad/s （46km/h） 
減速度  4.2 km/h/s 一定 
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ス電動機の定トルク領域終端速度 46 km/h 以上と以下の回生エネルギー内訳を表 3.4に
示す。出力密度を最大化した誘導電動機の定トルク領域が拡大されたことで、1 回のブ
レーキによる回生ブレーキエネルギーは 2.25 kWh から 2.57 kWh と約 14 %増加してい
る。また 46 km/h 以上の特性領域のみを見ると、23 %程度回生エネルギーが増加してい
る。この結果から、V/F を低下し、誘導電動機電流を増加させることで、特性領域全速
度域の回生エネルギー増大効果が得られ、鉄道車両の省エネルギー化に寄与できるこ
とを定量的に明らかにした。 
また鉄道車両では、一般的全速度域で定減速度を確保するため、特性領域では回生
ブレーキの不足分を摩擦ブレーキで補っている。本提案手法により、回生電力が向上
ベース誘導電動機 
出力最大誘導電動機 
図 3.15 回生ブレーキ力特性と回生電力特性（ベース電動機と出力密度最大電動機） 
回生ブレーキトルク 
回生電力 
ベース誘導電動機 
出力最大誘導電動機 
図 3.16 回生ブレーキエネルギー（積算値）（ブレーキ初速 100km/h） 
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し、定トルク領域を拡大することで、特性領域での摩擦ブレーキの負担力が軽減でき
る。その結果、摩擦ブレーキ用ブレーキディスク等の摩耗が軽減され、省エネルギー
化効果と合わせてメンテナンスコスト低減も実現できる。 
 
３．６ 結言 
本検討では、電気式鉄道車両の回生ブレーキ力特性を向上させることで、走行消費
エネルギーを低減することを目的とし、車両駆動用インバータの出力電圧制約条件の
下、車両駆動用誘導電動機電流を上げ、誘導電動機出力密度を最大化する手法を提案
した。具体的には誘導電動機の電圧／周波数特性（V/F 特性）を小さくし、誘導電動機
電流を増やすことで、誘導電動機の出力を向上し、回生ブレーキ力特性の定トルク領
域を高速側に拡大する方法を提案した。さらに本手法ではあるベースとなる誘導電動
機に対して、V/F 特性を小さくすることによる総鎖交磁束数の低減により鉄心断面積を
減らし、電流増加に対してコイル断面積を増やすことで銅損を増やさず、誘導電動機
外形寸法をベース電動機から変更しない制約条件を加味することで、外形寸法を変更
せず誘導電動機の出力を最大化する、つまり誘導電動機の出力密度最大化手法を提案
した。これにより、低速域での定トルク領域を高速域に拡大することで、回生エネル
ギーの増加を実現し、省エネルギー化への寄与が期待できる。また摩擦ブレーキによ
り消費していた運動エネルギーの一部を回生エネルギーとして回収することができ、
ブレーキディスクなどの摩耗を低減し、メンテナンス性向上にも寄与できる。 
本検討では、首都圏を走行している鉄道車両に搭載された誘導電動機をベース電動
機として本手法を適用し、低速域での定トルク領域を拡大し、誘導電動機の回生電力
を最大化することで、回生エネルギーを増大できることを定量的に示し、本提案手法
により、出力密度を最大化した台車搭載可能な鉄道車両用誘導電動機の具体的な特性
を求める手法を明らかにした。 
本検討では、鉄道車両の省エネルギー化に効果的な回生ブレーキに関して、本提案
手法を適用することにより、鉄道車両の台車に搭載可能な外形寸法を有し、回生出力
表 3.4 回生エネルギー内訳 
速度域 
ベース電動機 出力密度最大電動
機 
0～46 km/h 0.85 kWh 0.85 kWh 
46～100 km/h 1.40 kWh 1.72 kWh 
計 2.25 kWh 2.57 kWh 
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を最大とする現実的な誘導電動機を設計することが可能となり、鉄道車両の更なる省
エネルギー化に寄与できる。 
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第４章 電化・非電化区間直通運転蓄電池駆動式電車の回生ブレーキ特性 
決定法 
 
４．１ 研究の背景、課題 
首都圏や大阪圏などの大都市圏の鉄道路線や大都市間を結ぶ幹線鉄道路線、新幹線
は電化がなされ、電気鉄道車両が運行しているが、それ以外の地方都市圏や閑散線区
は電化されていないため、ディーゼルエンジンで駆動する気動車が運行されている
(4-1)。気動車に搭載されたディーゼルエンジンからは環境負荷となる CO2や NOX等が
排出されるため、排出ガスによる沿線の環境悪化が大きな問題である。また列車運行
上、幹線などの電化区間やターミナル駅までディーゼル気動車が乗り入れることが多
く、人口が密集した沿線へのエンジン騒音も問題となっている。 
気動車はエンジンの回転力をドライブシャフトや変速機を介して車輪に伝達し、そ
の回転力で車両を駆動するという、自動車と似た車両駆動システムを持つ。車両駆動
システムを構成するエンジン、ドライブシャフト、変速機は機械的損失が大きく、エ
ネルギー伝達効率が低い。 
近年、主にハイブリッド自動車や電気自動車の開発に向けて、高エネルギー密度の
蓄電媒体の開発が進められた。その結果、リチウムイオン電池の大容量化、高耐圧化
が進み、リチウムイオン電池を鉄道車両に応用する研究、開発もなされるようになっ
た。その一例として、鉄道車両に大容量のリチウムイオン電池を搭載し、そのエネル
ギーを用いて非電化区間を走行する蓄電池駆動式電車が開発され(4-2)-(4-4)、その一部は
実用化している(4-5)。また路面電車（Light Rail Transit）について、リチウムイオン電
池ではなくキャパシタを用いて、同様の車両駆動システムを搭載し、一部区間を走行
する検討がなされている(4-6)。蓄電池駆動式電車は、非電化区間では車両に搭載した
蓄電池のエネルギーを使用して走行し、回生ブレーキは蓄電池に充電する。電化区間
ではパンタグラフを上昇し、架線からの電力で蓄電池を充電しつつ走行する。また蓄
電池が満充電の場合、一般の直流電気鉄道車両のように、ブレーキによる回生エネル
ギーは架線を介して他の負荷車に供給する。この車両はディーゼルエンジンを搭載し
ていないため、従来の気動車で車両から直接排出していた環境負荷ガスがまったく排
出されず、一般の電気鉄道車両で使用しているインバータや誘導電動機を車両駆動シ
ステムに採用することで、回生ブレーキの採用や駆動システムのエネルギー効率向上
により、気動車と比べ大幅な省エネルギー化が期待できる。さらに蓄電池駆動式電車
は電化区間、非電化区間両方を走行できるため、両区間の直通運転が可能となり、乗
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客が乗換せずに利用できるなど、利便性も向上する。 
蓄電池駆動式電車の場合、蓄電池は床下や屋根上に搭載することが考えられるが、
その搭載スペースは限られている。そのため蓄電池搭載容量も限られ、非電化区間走
行可能距離もそれによって制限される。搭載する蓄電池容量が限られる中で非電化区
間走行可能距離を延伸するには、第 3章で提案したように、駆動用誘導電動機電圧が
蓄電池電圧により制限される中、誘導電動機を電気装荷にし、回生出力を向上する方
法などが考えられる(4-7)。この方法により、より大きな回生エネルギーを得、走行エ
ネルギーを低減することで、搭載蓄電池容量に対して非電化区間走行可能距離を延伸
することが可能となる。しかしこの場合、電化区間においては高い回生電力を架線に
返すことになる。そのため電圧を蓄電池電圧に降圧するチョッパ装置の出力も高くす
る必要があり、機器の大型化を招く。一方、チョッパ装置の高出力化により、電化区
間での蓄電池充電電力も増加し、蓄電池充電のために必要な電化区間走行距離を低減
することができる。 
このように回生電力を向上させることで、走行可能非電化区間距離を延伸し、蓄電
池充電に必要な電化区間距離を短縮できるが、車両駆動システム、特にチョッパ装置
が大型化することになる。しかし、蓄電池駆動式電車について、非電化区間走行可能
距離を最長にしつつ、チョッパ出力を必要最低限にとどめること、つまり主回路機器
の容量増大に比した非電化区間走行可能距離を最長にする回生ブレーキ力特性を決
定する指針は明らかにされていない。 
そこで本研究では、蓄電池駆動電車の非電化区間走行可能距離延伸を目指し、搭載
できる一定の蓄電池搭載量の下、回生電力の向上による走行可能距離延伸とチョッ
パ出力増大の相関関係を明確にし、必要電化区間走行距離を低減し、走行可能非電
化区間距離を延伸しつつ、チョッパを含む主回路機器の容量増大とのトレードオフを
考慮した回生ブレーキ力特性の設計指標を提案する。 
 
４．２ 蓄電池駆動式電車の車両駆動システム 
本検討で対象とする蓄電池駆動式電車の車両駆動システムを図 4.1に示す。架線か
ら電力供給を受けるパンタグラフ、回路保護を目的とした遮断器、チョッパ装置、大
容量リチウムイオン電池、車両駆動用誘導電動機、誘導電動機駆動用インバータ装置
で構成される。本システムでは蓄電媒体としてリチウムイオン電池を採用しているが、
これは限られた搭載スペースで蓄電エネルギー容量をなるべく増やすため、高エネル
ギー密度を持つリチウムイオン電池を採用している。直流電化区間の架線電圧は
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DC1.5kV であるのに対し、本システムではリチウムイオン電池の定格電圧は
DC680V とする。これは本検討の対象の蓄電池駆動式電車で採用したリチウムイオン
電池の最大耐圧仕様が DC700V 程度であることによる。そこでインバータ入力電圧
を電池電圧と同じ DC680V とし、パンタグラフ直下に二象限チョッパを配し、架線
からの蓄電池充電電力の電圧を架線電圧 DC1500 V から蓄電池電圧に降圧する。また
電化区間で回生電力を架線に返す場合、回生電力の電圧を架線電圧に昇圧する。誘導
電動機駆動用インバータ装置は現在の直流電気鉄道で一般的な2レベル電圧形インバ
ータ装置とし、2台の誘導電動機を駆動する。APS（Auxiliary Power Supply）は空
調、照明等の電源装置であり、中間リンク部に接続し、蓄電池エネルギーで動作する。 
電化、非電化区間におけるこの車両駆動システムの力行、ブレーキ時、及び蓄電池
充電時の動作を図 4.2 に示す。非電化区間では、力行時は蓄電池電力でインバータを
介して誘導電動機を駆動（図 4.2 (a)）し、ブレーキ時は回生エネルギーを蓄電池に回
収する（図 4.2 (b)）。一方電化区間走行中では、チョッパは最大出力で運転し、架線
からの電力供給を受けつつ、これと力行時のインバータ入力電力と APS 負荷電力の
和の差の電力で蓄電池を充電する（図 4.2 (c)）。蓄電池が満充電になると、チョッパ
出力を低下させ、車両駆動負荷と同じ出力とする。これにより蓄電池は一度満充電に
なると、その状態を保持する。だ行の場合は、APS 負荷のみとなるため、チョッパ最
大出力から APS 負荷電力の差の電力で蓄電池を充電する。ブレーキ時は回生エネル
チョッパ 
フィルタ 
リアクトル 
遮断器 
IM 
IM 
電動機 
インバータ 
APS 
リチウムイオン
電池 
DC1500V 
図 4.1 蓄電池駆動式電車駆動システム構成図 
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ギーを蓄電池に充電する（図 4.2 (d)）が、蓄電池が満充電になった場合には、一般的
な直流電気鉄道車両と同様、架線を介して回生電力を他の負荷車に供給する（図 4.2 
(e)）。 
 
 
(a) 非電化区間力行時 
 
 
(b) 非電化区間ブレーキ時 
 
 
(c) 電化区間力行時 
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(d) 電化区間ブレーキ時（蓄電池が満充電ではない場合） 
 
 
(e) 電化区間ブレーキ時（蓄電池が満充電の場合） 
 
図 4.2 車両駆動システム動作状態 
 
４．３ 鉄道車両の回生ブレーキ力特性 
一般的な電気鉄道車両における回生ブレーキ力特性を図4.3に示す。比較的低い速度
域（0～V1 [km/h]）では車両仕様である減速度を満足するため、回生ブレーキ力が一
定となるように設定され、この領域を定トルク領域と呼ぶ。V1以上の高速域では、回
生ブレーキトルクは速度の二乗に反比例して低下し、この領域を特性領域と呼ぶ。こ
の特性領域のブレーキ特性は車両駆動用誘導電動機の停動トルク以下で設定され、停
動トルクからの余裕分や走行パターンにより決まる誘導電動機温度上昇等から決ま
る。 
鉄道車両では、走行保安上及び乗り心地確保のため、ブレーキによる減速度は全速
度域で一定とするのが一般的である。しかし図4.3に示すように、定トルク領域では定
減速度が得られるものの、特性領域では一定減速度を得るために必要なブレーキ力を
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下回る回生ブレーキ力しか得られないため、ディスクブレーキや踏面ブレーキなどの
機械（摩擦）ブレーキを併用することで、ブレーキ力不足分を補い、定減速度を得る。 
鉄道車両の場合、最高速度からの最大ブレーキによる制動距離が決められており、
車両の減速度は力行の起動加速度と同等か、それ以上に設定されることが一般的であ
り、またインバータ装置や誘導電動機の温度上昇限度により、最大力行電力より最大
回生電力の方が高く設計される。 
 
４．４ 蓄電池駆動式電車の蓄電池エネルギー容量とチョッパ出力 
４．４．１ 蓄電池エネルギー容量 
本項では、蓄電池駆動式電車に搭載すべき必要蓄電池エネルギー容量 Ebat [kWh]の
設計方法を提案する。図 4.1 に示した蓄電池駆動システムにおいて、蓄電池のエネル
ギーを用いるのは、車両駆動システム（インバータ装置、誘導電動機）とサービス機
器の電源となる APS である。走行により車両駆動システムが消費する消費エネルギ
ーErun [kWh]は車両仕様、力行駆動力、回生ブレーキ力、ランカーブ（走行パターン）
を設計条件として与えれば、シミュレーションにより算出できる。また APS 消費エ
ネルギーEAPS [kWh]は APS 平均負荷電力（サービス機器消費電力）と走行時間（=APS
駆動時間）の積として算出することができる。ここで機器故障や踏切事故等により、
非電化区間で列車が長時間停車した場合にもサービス機器を動作させておくことを
考え、その停車中の APS 消費エネルギーも蓄電池エネルギー容量を設計する上で考
慮することを想定する。そのため APS 駆動時間は走行時間と非常時の長時間停車時
摩擦ブレーキ 
回生電力 
速度 [km/h] 
回生ブレーキ力 
V1 
図 4.3 回生ブレーキ特性 
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間の合計とし、長時間停車の間の APS 平均負荷電力は通常時と同じと仮定する。上
記の走行消費エネルギーと長時間停車も考慮した APS 消費エネルギーの和が、車両
が消費するエネルギーとなる。 
リチウムイオン電池は長期間の使用により劣化し、内部抵抗の上昇によりエネルギ
ー容量が低下するが、その場合でも走行による消費エネルギーに対してエネルギー容
量が十分であることが求められる。そこで劣化によるエネルギー容量低下度をdet [%]
とする。さらに蓄電池は全エネルギーを使用できるわけではなく、蓄電池の過充電や
過放電保護を目的に、使用できる SOC（State of Charge）範囲が決まっている。この
SOC 範囲をSOC [%]とすると、搭載すべき蓄電池エネルギー容量 Ebatは次式で求める
ことができる。 
SOC
APSrun
bat
EE
E
 


det
 ............................................................................ (4.1) 
 
４．４．２ チョッパ出力 
図 4.1 に示す蓄電池駆動式電車の車両駆動システムにおけるチョッパは、パンタグ
ラフの下流に位置し、架線からの電力の電圧を中間リンク電圧である蓄電池電圧に降
圧する役割を持ち、電化区間において蓄電池充電と力行電力の受電と、ブレーキ時は
架線を介して回生電力を他負荷車へ給電する。そのため、チョッパは以下の条件を満
たす出力を持たなければならない。 
① 最大力行電力を供給できる出力 
② 架線を介して最大回生電力を負荷車に供給できる出力 
ここで鉄道車両の場合には、力行駆動力、ブレーキ力特性上、最大回生電力が最大
力行電力よりも大きいことが一般的である。そのため、チョッパ出力 Pchop [kW]は回
生ブレーキ力特性から決まる最大回生電力 Preg_max [kW]、電動機駆動インバータ効率
INV、誘導電動機と車輪をつなぐギア効率gearから(4.2)式で求めることができる。 
gearINVregchop PP   max_
 ........................................................ (4.2) 
 (4.2)式で求めた Pchop はあくまでも最大力行電力と最大回生電力に対応できるチョ
ッパ出力である。架線区間ではチョッパは最大出力 Pchop で動作し、Pchop と速度で変
化する力行電力の差分の電力で蓄電池を充電する。蓄電池充電電力を大きくすること
で、蓄電池を急速に充電することが可能となり、充電に必要な電化区間距離を低減す
ることができる。しかし回生電力の増大に合わせて Pchop も大きくする必要がある。
そのためチョッパ装置の大型化を防ぐためには、チョッパ出力は(4.2)式で求める出力
とし、蓄電池充電は Pchopと力行電力の差の電力で行うことが望ましい。 
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４．５ 回生ブレーキ力特性設計法 
４．５．１ 車両仕様と走行条件 
 本項では、蓄電池駆動式電車の回生ブレーキ力特性の設計手法について提案する。
本提案手法では、設計条件として車両仕様や力行駆動力特性、走行パターンを与える
こととする。 
本検討において設計条件として与える車両仕様を表 4.1 に示す。車両は 1両編成を
想定し、最高速度は 100 km/hとする。また図 4.4に示す車両の力行駆動力特性の定ト
ルク終端速度は 40 km/h とする。 
非電化区間の走行パターンは図 4.5に示すように、駅間平坦 3 kmを走行するものと
し、駅発車後 60 km/h まで加速し、到達後だ行走行に入る。速度が走行抵抗により 5 
km/h 低減し 55 km/h になった時点で再力行し、60 km/h で再度だ行するというのこぎ
り運転を行い、次駅で停車するものとする。図 4.5 に示す走行パターンは日本の非電
化区間での標準的な走行パターンであり、それを駅間毎に繰り返す。また、非電化区
間と接続し、蓄電池充電のために走行する電化区間は、地方区間で平均的な 80 km/h
で走行すると仮定する。 
 
４．５．２ 回生ブレーキ力特性設計法 
表 4.1 に示す仕様を持つ車両に対して、図 4.3 に示す回生ブレーキ力特性の定トル
ク領域終端速度 V1 [km/h]を 40 km/h～80 km/h と変えた場合の走行シミュレーション
を実施し、そこから走行可能非電化区間距離 Xnele [km]と非電化区間で消費した蓄電池
表 4.1  蓄電池駆動電車の車両仕様 
  
項目 仕様 
車両重量 40 t 
起動加速度 2.0 km/h/s 
ブレーキ減速度 -2.0 km/h/s 
走行最高速度（車両） 100 km/h 
非電化区間における 
走行最高速度 
60 km/h 
電化区間における 
走行最高速度 
80 km/h 
リチウムイオン電池 
搭載エネルギー容量 
95 kWh 
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エネルギーを充電するために必要な電化区間距離 Xele [km]を算出する。走行シミュレ
ーションを実施するにあたり、4.4項で示した諸条件を表 4.2に示す。また走行抵抗は
JIS 規格(4-8)で規定されている走行抵抗式を用いた。 
走行シミュレーションにおける走行可能非電化区間距離 Xnele と非電化区間で消費
した蓄電池エネルギーを充電するために必要な電化区間距離 Xeleの結果を図 4.6 に示
す。定トルク領域終端速度 V1 を高くすると、定トルク領域が拡大することになり、
回生電力が増大し回生エネルギーも増加するため、駅間を走行することによる消費エ
ネルギーが低減する。その結果、車両に搭載している蓄電池エネルギー容量（本検討
では 95 kWh）に対して、Xneleが伸びることになる。しかし V1が非電化区間の走行最
高速度である 60 km/h 以上となった場合、ブレーキ力は全て回生ブレーキで負担する
ことになり、回生エネルギーは増えないため、Xneleは変化しなくなる。本検討では図
4.6から Xneleは 23.6 kmとなる。 
また V1が高くなるにつれ、最大回生電力 Preg_maxは速度に比例して大きくなる。そ
の結果(4.2)式に示すように、チョッパ出力 Pchopが大きくなり、蓄電池充電電力も大き
くできるため、Xeleは短くなる。 
図 4.4 力行駆動力特性 
図 4.5 非電化区間走行パターン 
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この状況から、チョッパ装置出力を考慮すると、V1を非電化区間の最高速度である
60 km/h とすることで、非電化区間走行可能距離を最大にしつつ、チョッパ出力を必
要最低限にとどめることが可能であることを示している。つまりこれは主回路機器の
容量増大に比した Xneleを最大にすることができるといえる。この場合の力行駆動力 fp 
[N]（再掲）、回生ブレーキ力 fr [N]、全ブレーキ力 fb [N]特性を図 4.7に示す。60 km/h
での最大回生電力は 500 kWであり、(4.2)式からINVを 0.96、gearを 0.97とすると、
Pchopは 450 kWとなる。また図 4.6から Xneleは 23.6 km、Xeleは 4.6kmと算出できる。 
以上の検討から、蓄電池駆動式電車の回生ブレーキ力特性について、回生ブレーキ
力特性の定トルク領域終端速度を非電化区間の最高速度に設定することで、チョッパ
装置を必要最低限の大きさとし、非電化区間走行可能距離を最大にすることができ
る。また本手法により、非電化区間走行可能距離及び必要電化区間距離を算出するこ
とができる。 
表 4.2 走行シミュレーション条件 
項目 条件 
故障等長時間停車時間 1 [時間] 
APS 電力 30 [kW] 
リチウムイオン電池劣化度 det 75 [%] 
リチウムイオン電池使用 SOC SOC 75 [%] 
 
非電化区間 
 
電化区間 
図 4.6 回生ブレーキ定トルク領域終端速度に対する非電化区間走行可能距離と 
必要電化区間距離 
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４．６ 実車両走行試験結果による提案手法の検証 
前章で提案した蓄電池駆動電車の回生ブレーキ力特性決定法について、実際の蓄電
池駆動式電車(4-9)の走行試験結果を用いて、決定法の有用性を検証する。本検証に使
用する蓄電池駆動式電車の車両仕様は表 4.1、力行駆動力 fp [N]、回生ブレーキ力 fr [N]、
全ブレーキ力 fb [N]特性は図 4.7に示す通りである。 
fp 
fr 
fb 
図 4.7 提案手法により設計された回生ブレーキ特性 
（設計条件の力行特性も含む） 
図 4.8 走行試験区間概要(4-9) 
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走行試験区間は図 4.8に示すように、非電化区間は全長 20.4 kmで 8駅（7駅間）あ
る JR東日本の烏山線とし、最高速度は 60 km/h と、途中勾配はあるものの、4.5.1項
で設計条件として定義した走行条件に近い。終端駅の宝積寺駅で電化区間（宇都宮線）
に接続し、宇都宮までの電化区間（11.7 km）で蓄電池を充電しながら走行する(4-10)。
4.5.2項で検討した結果から、この電化区間距離は蓄電池充電に十分な距離といえる。 
走行試験で烏山線を往復した場合の往復の走行消費エネルギーを図 4.9 に示す。な
お蓄電池エネルギーは各駅到着時の蓄電池 SOC から算出した。宝積寺駅から烏山駅
への走行試験において、大金駅（宝積寺から 13 km）で長時間停車があり、駅停車中
の APS によるエネルギー消費が大きい（4 kWh）。また宝積寺駅は烏山駅より標高が
高いため、烏山駅から宝積寺駅への走行による消費エネルギーが大きくなっている。 
片道の消費エネルギーを評価するため、大金駅で長時間停車中の APS 消費エネルギ
ー（4 kWh）を除き、さらに線区の勾配の影響をなくすために上り、下りの走行消費
エネルギーの平均をとると、片道走行の消費エネルギーは 24 kWh となる。一方、走
行シミュレーションによる駅間消費エネルギーは 3.2kWhとなり、7駅間（21 km）走
行では 23 kWh程度となる。この結果から、実測と走行シミュレーションによる消費
エネルギーは概ね近い値となった。このことは本提案手法において仮定したインバー
タや誘導電動機効率や APS 消費エネルギーの計算条件が適切であることを示してい
るとともに、また実際の電化区間距離 11.7 kmは Xele [km]として算出した 4.5 kmと比
較し、十分な距離といえる。 
 
図 4.9 走行試験における蓄電池エネルギー推移(4-9) 
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４．７ 結言 
電化、非電化区間を直通運転する蓄電池駆動式電車において、蓄電池充電に必要な
電化区間距離と非電化区間走行可能距離に影響を与える回生ブレーキ力特性を決定
する指針がないことから、本研究では、一定の蓄電池搭載量の下、回生電力の向上に
より必要電化区間走行距離を低減し、走行可能非電化区間距離を延伸しつつ、チョッ
パを含む主回路機器の容量増大とのトレードオフに考慮した回生ブレーキ力特性の
設計指標を提案した。 
回生電力を増やすことで回生ブレーキエネルギーが増大し、結果的に非電化区間走
行可能距離が伸びるものの、回生電力を受け取るチョッパ装置の大型化につながる。
このトレードオフの関係の下、回生ブレーキ力特性の定トルク領域終端速度を、非電
化区間の運転最高速度と設定することで、非電化区間走行可能距離を最長にしつつ、
チョッパ出力を必要最低限にとどめること、つまり主回路機器の容量増大に比した非
電化区間走行可能距離を最長にすることができることを明らかにし、回生ブレーキ力
特性の決定指針を明確にした。 
また実際の蓄電池駆動式電車の走行試験結果から、本提案手法が蓄電池駆動式電車
の回生ブレーキ力特性の設計に有用であることを示した。 
本検討により、搭載蓄電池容量に限度がある蓄電池駆動式電車の非電化区間走行可
能距離が延伸でき、蓄電池駆動式電車の適用範囲を広げることが可能となる。 
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第５章 回生ブレーキに着目したハイブリッド気動車のエンジン出力とリチウ 
ムイオン電池容量の設計手法 
 
５．１ 研究の背景、目的 
ディーゼルエンジンなどの内燃機関（Internal Conbustion Engine：ICE）を車両駆動用
動力とした気動車は、電気鉄道車両と比較するとエネルギー効率が低い。これは車両
駆動システムを構成する ICE やドライブシャフト、変速機などの機械部品が多く、そ
のエネルギー伝達効率が低いためである。また気動車はその車両駆動システムの構成
上、回生ブレーキを採用することができない。このことから現在の一般的な気動車は
省エネルギー化が難しく、逆にいえば省エネルギー化の余地が大きいといえる、 
そこで近年、ディーゼル気動車の省エネルギー化を目的に、ICE と蓄電媒体を組み合
わせた車両駆動ハイブリッドシステムが開発され(5-1)、動力分散方式の営業車両 (5-2), (5-3)
や入換機関車(5-4), (5-5)ですでに実用化している。ここで動力分散方式気動車（Diesel 
Multiple Units ：DMU）とは、1 両ごとに ICE が搭載されて編成を組み、それぞれが動
力車として編成を構成する気動車である。 
車両駆動ハイブリッドシステムの目的は主に 2 つある。1 つは ICE を燃費最適点で動
作し、かつ車両の運動エネルギーを回生エネルギーとして蓄電媒体に回収することに
よる燃費向上である。これは大きな回生エネルギーが期待できる DMU において、その
効果が大きい。もう 1 つは ICE 負荷電力の平準化による ICE 出力の低減（小型化）で
ある。これは基本的に蓄電媒体のエネルギーで走行し、小さな ICE 出力で常時蓄電媒
体を充電する方式で効果的であり、入換機関車で大きな効果が期待できる(5-4), (5-5)。  
車両駆動ハイブリッドシステムは大きく 2 つに分類される(5-6)。1 つは図 5.1（a）に示
す「パラレルハイブリッドシステム」である。車両の駆動力を ICE の回転力をドライ
ブシャフト、変速機を通して車輪を回転する経路と、ICE 発電と蓄電池の電力でインバ
ータを介して台車に搭載した交流電動機（現在では誘導電動機が主流）を駆動し、車
輪を回転する経路の両方から得られるシステムである。もう 1 つは図 5.1（b）に示す
「シリーズハイブリッドシステム」であり、車両の駆動力が電動機のみから得られる
システムである。このシステムでは ICE は動力源ではなく、あくまでも車両駆動シス
テムへの電力供給源となり、発電用 ICE である。シリーズハイブリッドの構成機器は
車両の負荷電力を全て負う必要があるため、パラレルハイブリッド構成機器より大型
となるが、ICE の回転力を伝達する変速機やドライブシャフトが不要となるため、機器
の車両搭載自由度が高い。またシリーズハイブリッドシステムは高出力の誘導電動機
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を使用するため、より多くの回生エネルギーが期待できる。この特徴から、回生エネ
ルギーを多く期待できる DMU に対しては、艤装自由度も考慮するとシリーズハイブリ
ッドシステムの方が適しているといえる。 
DMU に採用する車両駆動シリーズハイブリッドシステムにおいて、蓄電媒体は以下
の条件を満たす必要がある。 
・誘導電動機によって変換される高い回生ブレーキ電力を回収できる電力受け入れ 
性能 
・力行で放電するエネルギー及びブレーキによる回生エネルギーを蓄電できるエ 
ネルギー容量 
近年ではハイブリッドシステムに採用する蓄電媒体として、高いエネルギー密度を
持つリチウムイオン電池やニッケル水素電池、高い出力密度を持つ EDLC などが実用
化されている(5-7)。蓄電媒体の特性や車両仕様、システム構成などから使用する蓄電媒
ICE 
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(a) パラレルハイブリッドシステム 
(b) シリーズハイブリッドシステム 
 
図 5.1 ハイブリッドシステム 
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体を選択することが望ましいが、近年著しい発展を遂げているリチウムイオン電池を
採用した事例が多い。 
DMU では高い回生エネルギーが期待できることから、シリーズハイブリッドシステ
ムのエネルギー管理は車両の運動エネルギーと蓄電媒体が持つエネルギーの和を走行
中一定にする考えに基づいている(5-2)。図 5.2 に示すように、停車時、車両は蓄電媒体
の蓄電エネルギーのみを有するが、加速すると蓄電エネルギーは低下し、速度が上が
ることで運動エネルギーを持つ。またブレーキにより減速すると、運動エネルギーは
低下するが、回生エネルギーにより蓄電エネルギーが増える。このように車両の走行
状態により、蓄電エネルギーと運動エネルギーの量が変わるが、この蓄電エネルギー
と運動エネルギーの和を走行中常に一定に保つことが基本となる。 
しかし実際には、走行時の機器動作によるエネルギー損失、走行抵抗、機械ブレーキ
によるエネルギー損失があるため、走行中これらの損失により車両が持つエネルギー
は低下する。そのためハイブリッドシステムにおける ICE は、このエネルギー損失を
補てんする役割を持つと考えることができる。損失エネルギーは運動エネルギーを決
める車両速度と蓄電エネルギーから算出できるため、ICE 出力は蓄電池の蓄電エネルギ
ーと車両速度に応じて制御されることが望ましい。特に蓄電媒体に電気二重層キャパ
シタ（EDLC）を用いた場合、EDLC のエネルギー容量が小さいため、EDLC の過放電、
過充電を防止するために、蓄電エネルギーと運動エネルギーの和を一定する考え方か
ら導かれた EDLC エネルギー指令値に、実際の EDLC エネルギーが遅れなく追従する
ように ICE 出力を制御する必要がある(5-8)-(5-10)。一方、リチウムイオン電池を採用した
場合、バッテリーの蓄電エネルギーが大きく電圧変動が少ない。そのため発電装置の
出力を厳格に制御する必要はなく、ある程度のバッテリーSOC（State of Charge）は幅
を持って出力制御をすればよい。この理由から本検討では、高出力な ICE と高エネル
ギーのリチウムイオン電池のハイブリッドシステムを研究対象とする。 
ハイブリッドシステムのエネルギー管理制御方法は、ICE や燃料電池等の発電装置や
図 5.2 エネルギー管理制御の基本的な考え方 
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蓄電媒体の容量に大きな影響を及ぼす。文献(5-11)では燃料電池と EDLC による自動車
用ハイブリッドシステムにおいて、変動負荷を EDLC が負うことで、燃料電池負荷平
準化による出力低減を提案している。一方、本検討で対象としているハイブリッドシ
ステムでは、ICE 出力の低減は目的ではなく、回生エネルギーを回収することによる省
エネルギー化を目的としており、その設計方法が異なる。 
回生エネルギーによる省エネルギー化を目的としたハイブリッドシステムの設計法
の提案もなされている。文献(5-12)では燃料電池とニッケル水素電池のハイブリッドト
ラム（路面電車）の燃料電池出力とニッケル水素電池エネルギー容量を決定する方法
を提案している。燃料電池出力は最大負荷電力と充放電サイクル内での平均負荷電力
の間に設定し、ニッケル水素電池出力は最大負荷電力と燃料電池出力の差を補う出力
としている。ここで燃料電池エネルギー容量は、前述で求めた燃料電池出力に燃料電
池の定格出力と定格エネルギー容量比を除する形で算出しているが、ハイブリッドシ
ステムで重要な設計要素である回生エネルギーについては直接的には考慮されていな
い。文献(5-13)では、ICE とリチウムイオン電池のハイブリッドシステムについて、設
計条件として与えられる車両仕様や回生ブレーキ力特性から ICE 出力とリチウムイオ
ン電池エネルギー容量を決定する手法を提案しているが、回生エネルギーのみからバ
ッテリーエネルギー容量を求めており、DMU の特徴である高い回生電力については直
接的には検討されておらず、バッテリーの出力性能についても触れられていない。文
献(5-14)では、自動車用ハイブリッドシステムの燃料電池出力とバッテリーエネルギー
容量を最小化する方法を提案し、遺伝的アルゴリズム（genetic algorithm：GA）を採
用している。しかし提案された制御方法はある仮定された負荷パターンの場合にのみ
有効であり、また FC 出力とバッテリーエネルギー容量の決定法は試行錯誤的で、車両
駆動特性と燃料電池出力及びバッテリーエネルギーの関係を明らかにしていないため、
一般性がある手法とは言えない。 
このように、ハイブリッドシステムの蓄電媒体容量や発電装置出力の設計手法は、試
行錯誤的な方法や、特に DMU の高い回生電力や回生エネルギーを考慮し、車両性能や
車両仕様から蓄電媒体容量や発電装置出力を理論的に、かつ直接的に設計する手法が
確立されていない。このため設計期間やコストが多くかかっているのが現状である。 
そこで本検討では、ICE とリチウムイオンバッテリーで構成された車両駆動用ハイブ
リッドシステムについて、エネルギーマネジメント方法を提案し、車両仕様や力行、
回生ブレーキ特性を設計条件として与えた場合、リチウムイオンバッテリーの最小エ
ネルギー容量と ICE の最小出力を統括的に設計する手法を提案する。まず初めにハイ
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ブリッド気動車が有する運動エネルギーと蓄電エネルギーの和を走行中に一定にする
という考えを実現するための ICE 出力制御法を提案する。次に、車両特性として与え
られる回生ブレーキ電力と回生エネルギーから、バッテリーエネルギー容量を決定し、
ICE 出力は走行で発生する損失エネルギーを補てんするに十分な出力として決定する
設計手法を提案する。ここでバッテリーについては、バッテリー定格容量と定格出力
の比である充放電電流係数を新たに考慮することで、回生エネルギーを回収でき、回
生電力を受け取ることができる性能を有したバッテリーエネルギー容量を決定する。
本ハイブリッドシステムにおいては、走行による損失エネルギーは蓄電池の充放電エ
ネルギーで変化するため、提案手法は ICE 出力とバッテリーエネルギー容量を統括的
に設計することが可能であり、設計期間と設計コストの削減が期待できる。 
 
５．２ 鉄道車両駆動用ハイブリッドシステム 
５．２．１ 鉄道車両駆動用ハイブリッドシステム構成  
本検討で対象とする ICE とリチウムイオン電池の車両駆動ハイブリッドシステムを
図 5.3 に示す。ICE の回転力を用いて発電する発電機による電力とバッテリーからの電
力で 2 台の三相誘導電動機を駆動するシリーズハイブリッドシステムである。ICE によ
って駆動される三相誘導発電機の交流電力は PWM 整流器で直流電力に変換される。リ
チウムイオン電池は DC リンク部に直接接続され、ブレーキ時に電動機で発生する回生
エネルギーを回収するとともに、力行時にはバッテリー電力を放電し、ICE を補助する。
補助電源装置（APS）は空調装置やコンプレッサ、照明などの電源装置であり、リチウ
ムイオン電池と同じ DC リンク部に接続され、バッテリー電力で駆動する。 
 
図 5.3 本検討で対象とする車両駆動ハイブリッドシステム 
（シリーズハイブリッドシステム） 
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５．２．２ ハイブリッド DMU 車両仕様 
本検討で対象とするハイブリッド DMU の車両仕様を表 5.1 に示す。この DMU は駅
間が 3 km 程度の日本で典型的な閑散非電化線区で運用すると仮定する。このハイブリ
ッドDMUの力行引張力特性 fp [N]、全ブレーキ力特性 fb [N]、回生ブレーキ力特性 fr [N]、
走行抵抗 rt [N]を図 5.4 に示す。力行引張力特性の低速域の fp の定引張力は、設計条件
として与えられる車両の起動加速度から決まり、中速域ではインバータ装置の出力（＝
電動機入力電力）が最大になり、fp は電動機駆動用インバータ装置の電流制限と車両駆
動用誘導電動機の温度制限で決まる。高速域は誘導電動機の停動トルクよりも低い特
性として設定される。 
fp 
fb 
fr 
rt 
車両速度 [km/h] 
力
行
引
張
力
/ブ
レ
ー
キ
力
 
[N
] 
走
行
抵
抗
 
[N
] 
 
図 5.4 引張力、全ブレーキ力、回生ブレーキ、走行抵抗特性 
表 5.1 ハイブリッド DMU 車両仕様 
項目 仕様 
車両重量 39.6 t 
最高速度 100 km/h 
起動加速度 0.639 m/s2 (2.3 km/h/s) 
ブレーキ減速度 0.555 m/s2 (2.0 km/h/s) 
中間リンク電圧 DC680 V 
ギア比 7.07 
電力変換装置 2レベル電圧形インバータ（車両駆動用） 
2レベル電圧形インバータ（APS） 
車両駆動用電動機 誘導電動機 定格 95 kW 2台/両 
 
第５章 回生ブレーキに着目したハイブリッド気動車のエンジン出力とリチウムイオン電池容量の 
設計手法 
71 
 
一方、鉄道車両の減速度は fb で示すように、列車保安や乗り心地に関する乗務員扱
いにより、全速度域で一定と設定されることが一般的である。しかし図 5.2 に示すよう
に、高速域では誘導電動機の停動トルク特性により、 fr を低下せざるを得ず、高速域
では回生ブレーキ力が一定減速度を確保するための全必要ブレーキ力を負うことがで
きない。そこで不足分のブレーキ力は、ブレーキディスクや車輪に制輪子を押し付け、
その摩擦によりブレーキ力を得る車輪踏面ブレーキやディスクブレーキ等の機械ブレ
ーキを用いることになる。このため、車両が持つ運動エネルギーの一部を機械ブレー
キによって熱として消費してしまう。 
 
５．３ 車両駆動ハイブリッドシステムのエネルギー管理制御方法 
５．３．１ エネルギー管理制御における ICE 動作モード 
本検討で対象とするハイブリッドシステムのエネルギー管理制御は図 5.2 に示すよ
うに、車両の持つ運動エネルギーとバッテリーの蓄電エネルギーの和を走行中一定に
する考えに基づく。しかし実際は走行中に発生する走行抵抗や機械ブレーキ、車両駆
動システム動作によるエネルギー損失があるため、ICE により損失エネルギーを補てん
する。この損失エネルギーは車両が持つエネルギー和の不足分に相当することから、
ICE 出力は運動エネルギーを表す車両速度とバッテリーエネルギーを表すバッテリー
SOC（State of Charge：SOC）に応じて制御することが望ましい。本検討で定義する車
両速度とバッテリーSOC による ICE 動作モードを図 5.5 に示す。本ハイブリッドシス
テムではエネルギー容量の大きいリチウムイオン電池を用いているため、図 5.5 に示す
ように、ICE 動作モードはある程度の SOC 範囲で制御すればエネルギー管理が可能と
なる利点がある。 
各 ICE 動作モードの動作状況を以下に示し、そのパワーフローを図 5.6 に示す。 
1) Mode A (車両速度< 30 km/h、高 SOC) 
速度 30 km/h 以下でバッテリーSOC が高いため、騒音低減と燃費向上のため ICE を
停止し、バッテリーのみで走行する（図 5.6 (a)、(c)参照）。ブレーキ時は ICE を停止し、
回生エネルギーをバッテリーに回収する。 
2) Mode B (30 km/h <車両速度、中 SOC)  
力行を開始し、速度が 30 km/h 以上となると、ICE を駆動し力行電力を供給する。こ
の場合 ICE は燃費最適点で定電力を出力する（図 5.6 (b)参照）。 
ブレーキ時は ICE を停止し、SOC がこの領域の上限以上に上昇するまで回生エネル
ギーをバッテリーに回収する（図 5.6(e)参照）。 
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だ行中は ICE を動作させ、SOC が走行速度のモード B と D の境界に達するまでバッ
テリーを充電する（図 5.6(d)参照）。 
3) Mode C (30 km/h <車両速度、低 SOC) 
車両速度が高く、負荷電力が高い場合で、バッテリーSOC が低いため、力行、だ行、
ブレーキ中においても ICE を最大出力で駆動し、SOC がモード B に到達するまでバッ
テリーを充電する（図 5.6(d)、(e)参照）。ブレーキ時は ICE で発電をしつつ、回生エネ
ルギーをバッテリーに回収する。 
4) Mode D (30 km/h <車両速度、高 SOC) 
この状態は蓄電エネルギーが高いため、過充電を防止するために、速度が高く力行中
でも ICE を停止し、バッテリーエネルギーのみで力行する。ブレーキ時は、SOC が高
いために回生ブレーキを停止し、機械ブレーキのみで減速する（図 5.6 (c)参照）。 
5) Mode E (車両速度< 30 km/h、低 SOC) 
力行、だ行、ブレーキ中、ICE を最大出力で駆動しバッテリーを充電する。ブレーキ
中は図 5.6 (f)に示すようにバッテリーは回生電力と ICE の発電電力の両方で充電する。 
 
５．３．２ エネルギー管理制御における ICE 動作モード領域の決定法 
本項では、図 5.5 に示す ICE 動作モード領域の決定方法を示す。 
バッテリーSOC の使用上下限値については、バッテリーの過充電、過放電保護検知
動作 SOC 値と同一とし、使用するバッテリーの充放電限界仕様で決まる。本検討では
ハイブリッドシステムに使用するバッテリーの仕様として、上限値（過充電保護検知 
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図 5.5 エネルギー管理制御における ICE 動作モード領域 
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図 5.6 ハイブリッドシステムのパワーフロー 
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SOC）を 60 %、下限値（過放電保護検知 SOC）を 30 %とし、設計条件として与える。
万が一不具合等でバッテリーSOC がこの領域外に至った場合は、バッテリー異常を検
知するとともに、車両駆動システムからバッテリーを切り離す。 
モード A、E とモード B、C、D の境界速度は以下の考え方で決定する。本検討で対
象としているハイブリッド気動車は、車両が駅を発車しホームを抜けるまで ICE を停
止することで、駅における大幅な騒音低減を実現できる。そのためこの境界速度は、
車両が駅発車後ホームを走り抜ける速度と設定する。本検討では多くの地方非電化線
区の駅における車両走行状況を考慮し、この境界速度を 30 km/hと設定する。しかし ICE
が出力開始するまではアイドリング動作が必要である。そのため実際には、ICE は 25 
km/h でアイドリングを開始し、30 km/h で出力を開始する。本検討では、アイドリング
動作は出力が 0 のため、ICE 出力やバッテリーエネルギー容量の設計には影響なく、あ
くまでも出力が開始される 30 km/h を境界速度と設定する。 
次に 30 km/h 以上のモード B とモード D の境界については以下のように決定する。
30 km/h 以上のある速度からブレーキをかけた場合、停車までの回生エネルギーは計算
で算出できる。この回生エネルギーがバッテリーに充電され、車両が停車した時点で
過充電限界 SOC（本検討では 60 %）に至らないブレーキ初速での最大の SOC を、その
速度でのモード B とモード D の境界 SOC とする。それを 30 km/h 以上の各速度で算出
し結ぶことで、モード B とモード D の境界線を決定することができる。 
同様にモード B とモード C の境界については、30 km/h 以上で力行した場合、車両最
高速度までにバッテリーSOC が放電限界（本検討では 30 %）まで低下しない最小のバ
ッテリーSOC を速度ごとに結ぶことで境界線を決定することができる。 
力行特性や回生ブレーキ力特性、バッテリー仕様が変わった場合でも、以上の方法
により ICE 動作モード領域を決定することができる。 
 
５．４ バッテリーエネルギー容量と ICE 出力設計法 
５．４．１ 提案設計手法のフローチャート 
本検討で提案する最小バッテリーエネルギー容量と最小 ICE 出力の設計フローを図
5.7 に示す。本検討では、停車状態から最高速度の 100km/h まで加速し，その後すぐ
に減速し停止するというシンプルな走行パターンを想定する。 
本ハイブリッドシステムは回生エネルギーの回収により省エネルギー化を実現する
ことを目的とし、ブレーキによる回生ブレーキがバッテリーに回収できることが前提
となっている。そのため本ハイブリッドシステムのバッテリーは、以下の仕様を満た
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す必要がある。 
 最大回生ブレーキ電力 PR [kW]を受けるのに十分なバッテリー出力 Pbat [kW] 
 車両最高速度から停止までの回生エネルギーER [kWh]を回収するのに十分なバッテ
リーエネルギー容量 Ebat [kWh]  
このため図 5.7 に示すハイブリッドシステムの設計フローは、設計条件から求められ
る PRと ERから開始する。ここで、必要最小バッテリーエネルギー容量を求めるにあた
り、バッテリーの必要充放電電流係数 kreq を考える。kreq は(5.1)式に示すように、バッ
テリーが回生エネルギーを回収できるエネルギー容量と、回生電力を受け取る出力の
比と定義する。ここで ηinvは車両駆動用インバータ装置効率、ηmmは車両駆動用電動機
効率、ηgearはギア効率、ηSOCはバッテリーの使用可能 SOC 範囲である。 
SOC
R
gearmminvR
req E
P
k



 ....................................................................... (5.1) 
これをバッテリーの定格エネルギー容量を定格出力で除した充放電電流係数 kbatと比
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図 5.7 本提案設計手法の設計フロー 
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較し、以下に示す条件で必要バッテリーエネルギー容量を決定する。 
（１） kreqが kbatより大きい場合、必要バッテリーエネルギー容量は Pbat [kW]を PR [kW]
と置き換えて算出。 
（２） kreq が kbat より小さい場合、必要バッテリーエネルギー容量は Ebat [kWh]を ER 
[kWh]と置き換えて算出。 
本ハイブリッドシステムにおいては、バッテリーエネルギー容量を最小とするため、
充放電サイクルを 1 駅間の走行時間に設定する。この場合、力行時は ICE 出力とバッ
テリー出力により加速する。したがってバッテリーが回生時に吸収すべきエネルギー
の方が、力行時に出力するエネルギーよりも大きいものとする。これによりバッテリ
ーは 1 回のブレーキ動作による回生エネルギーを回収できるエネルギー容量があれば
よい。ICE はバッテリーの充放電サイクル内（力行→ブレーキ）で発生した損失エネル
ギーを補てんする役割を持つ。そのため必要最小 ICE 出力 Pe [kW]は、この損失エネル
ギーを充放電サイクル内で補てんするに十分な出力として決定する。 
この設計フローに従って設計することにより、車両仕様である回生ブレーキ力特性
から、必要最小バッテリーエネルギー容量と必要最小 ICE 出力を関連付け、統括的に
設計することが可能となる。 
 
５．４．２ ICE 出力の設計手法 
（１）設計手法の基本的考え方 
本検討で対象としている車両駆動用ハイブリッドシステムは、車両の運動エネルギ
ーを回生エネルギーとして回収することにより、走行消費エネルギーを低減すること
が目的である。 
本検討では、バッテリーの充放電サイクルは、車両が 2 駅間を走行する時間とし、
車両はこの 2 駅間で、駅発車の力行、途中のだ行、駅停車のブレーキの走行を行い、
バッテリーは力行で放電、ブレーキで充電を行う。ICE は走行抵抗や機械ブレーキ、車
両駆動システムの動作による動作損失など、車両が走行する中で発生する損失エネル
ギーを発電により補てんする出力が必要となる。 
 
（２）バッテリーエネルギーの計算モデル 
ICE が充放電サイクル内で補てんすべき損失エネルギーの算出のために、力行中のバ
ッテリー放電するエネルギーEbatp [kWh]とブレーキ中のバッテリー充電エネルギーEbatr 
[kWh]をモデル化する。モデルの基本は(5.2)式に示す車両の運動方程式である。 
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tt
t
t rf
dt
dv
M   .............................................................................. (5.2) 
ここで、Mt [kg]は車両重量、vt [m/s]は車両速度、ft [N]は図 5.4 に示すように、力行時
は力行引張力 fp [N]、ブレーキ時は回生エネルギー力 fr [N]（マイナスの値）となる。ま
た車両の走行抵抗 rt [N]は(5.3)式のように速度の 2 乗を含む式で表される。 
01
2
2 RvRvRr ttt   ..................................................................... (5.3) 
ここで定数 R2、R1、R0 は日本の標準的な車両を用いた走行試験で算出された値であり、
日本工業規格（JIS）による(5-15)。表 5.1 に示したように、車両重量 39.6t の 1 両編成と
した場合には、各係数は表 5.2 に示す通りとなる。 
力行電力 Pp [kW]と回生ブレーキ電力 PR [kW]は力行引張力 fpや回生ブレーキ力 frに
車両速度 vtを乗ずることにより算出される。同様に、走行抵抗による出力 Prt [kW]も(5.3)
式の走行抵抗 rtに vtを乗ずることにより算出できる。 
力行中の車両駆動ハイブリッドシステム機器の動作による損失電力 Plossp [kW] とブ
レーキ中の機器動作による損失電力 Plossr [kW] は(5.4)式、(5.5)式で表すことができる。 








 P
gearmminv
P
lossp P
P
P

 ............................................................ (5.4) 
RgearmminvRlossr PPP 
 ............................................................ (5.5)  
ここで ηinv、ηmm、ηgearは車両駆動用インバータ装置、誘導電動機、ギア装置の動作効率
である。鉄道車両の力行特性、及び回生ブレーキ力特性から、低速域の負荷電力は小
さい。そのため一般的に車両駆動用誘導電動機とその駆動用インバータは、低速時の
効率が低くなる。鉄道の場合、低速域の加減速度が全速度域の中では比較的高いため、
全走行時間に占める低速での走行時間の割合は小さい。そのため車両駆動システム機
器の効率を速度に関わらず一定と仮定しても、ICE 出力とバッテリーエネルギー容量の
設計結果への影響は小さく、設計手法として問題ないといえる。そこで本検討では設
計法の簡略化のため、各機器効率は全速度域で一定とする。 
車両の運動エネルギーEk [kWh]は(5.6)式で表される。 
     表 5.2 走行抵抗係数 
係数 数値 
R2 3.56 [Ns
2
/m
2
] 
R1 20.3 [Ns/m] 
R0 554.9 [N] 
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36001000
2
1 2  vME tk
 ............................................................ (5.6) 
力行中の損失エネルギーElossp [kWh]は(5.4)式の Plossp を力行時間で積分することで算
出される。 
 dtPE lossplossp  ............................................................................... (5.7) 
同様にブレーキ中の損失エネルギーElossr [kWh]は(5.7)式の Plosspを(5.5)式の Plossrで置き
換えることで計算できる。 
力行中に ICE から供給されるエネルギーEeng [kWh]、力行中の APS 消費エネルギー
EAPSp [kWh]及び走行抵抗による損失エネルギーErtp [kWh]は PWM 整流器効率 ηPWM 、
ICE 出力 Pe、APS 負荷電力 PAPSp、Prtから次式で表される。 
 dtPE PWMmmeeng  ........................................................................ (5.8) 
 dtPE APSAPSp  ................................................................................ (5.9) 
 dtPE rtrtp  .................................................................................. (5.10) 
以上の方法で算出した各エネルギーモデルを用いて、力行中にバッテリーから放電
するエネルギーEbatpは次式で表すことができる。 
rtpAPSplosspengkbatp EEEEEE 
 .............................................. (5.11) 
一方、ブレーキ中にバッテリーに充電される回生エネルギーEbatrは、Ek、Elossr、ブレ
ーキ中の APS 消費エネルギーEAPSr [kWh]、ブレーキ中の走行抵抗による損失エネルギ
ーErtr [kWh]から次式で表される。 
rtrAPSrlossrkbatr EEEEE 
 ............................................................ (5.12) 
ここでEAPSrはブレーキ中のAPS消費電力PAPSr [kW]を時間積分すること、またErtr [kWh]
は Prtを時間積分することで導出できる。 
 
（３）最小 ICE 出力の設計法 
前項でモデル化した力行中、ブレーキ中のバッテリー充放電エネルギーモデルを用
いて、ICE 出力 Peを決定する手順を示す。図 5.8 に Peを 200 kW から 400 kW まで変化
させた場合の、停車から 100 km/h まで加速した時の Ebatpを示す。ここで本検討では、
PAPSは 30 kW 一定と仮定した。本検討で対象とするハイブリッドシステムは、力行中
30 km/h 以下では ICE を停止するため、30 km/h 以下では Peが変化しても Ebatpは変わら
ない。しかし 30 km/h 以上では Pe が低くなるにつれ、Ebatpが大きくなる。これは力行
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負荷に対して Pe が低いとバッテリーからの放電エネルギーが大きくなるためである。
また Peが 300 kW、350 kW で、80 km/h 以上で放電エネルギーに極大点が見られる。こ
れはこの極大点の速度以上で、ICE の発電電力に対して負荷電力が低くなるため、余分
な発電電力で蓄電池を充電していることを示している。 
これに対して、図 5.8 の点線は 100 km/h から停止までのブレーキでバッテリーに回収
される回生エネルギーEbatrを示しており、1 回のブレーキで 1.02 kWh の回生エネルギ
ーがバッテリーに回収される。 
Peが 200 kW、250 kW、300 kW の場合、100 km/h まで加速した時の Ebatpは Ebatr（＝
1.02 kWh）よりも大きい。これは力行中のバッテリーからの放電エネルギーを回生エネ
ルギーで回収できないことを意味し、充放電サイクルを通して蓄電エネルギーが低下
する。つまり、ICE が充放電サイクル中に発生する損失エネルギーをサイクル内で補て
んできる出力を有していないことになる。逆に Peが 350 kW、400 kW の場合、充放電
サイクルを通して蓄電エネルギーが過充電となり、ICE が充放電サイクル中の損失エネ
ルギーを補てんする以上の出力を有していることになる。このことから、求める必要
最小 ICE 出力は力行、ブレーキにおけるバッテリーの放電エネルギー、充電エネルギ
ーを等しくする出力となり、本検討の場合は、300 kW から 350 kW の間と決定するこ
とができる。 
 
図 5.8 ICE 出力と力行バッテリー放電エネルギーの関係 
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５．４．３ バッテリーエネルギー容量設計手法 
ハイブリッドシステムのバッテリーは力行負荷電力を供給し、ブレーキの回生ブレ
ーキ電力を回収する出力、及び回生エネルギーを回収できるエネルギー容量を持つ必
要がある。しかし図 5.4 に示すように、一般的な鉄道車両では回生ブレーキ電力は力行
電力より大きくなるため、結果的にバッテリー出力は回生ブレーキ電力で決定される。  
図 5.4 のブレーキ力特性から、踏面最大回生ブレーキ電力は定トルク領域終端で 340 
kW と算出される。これから車両駆動用インバータ装置効率 ηinvを 0.96、車両駆動用電
動機効率 ηmmを 0.92、ギア効率 ηgearを 0.97 とした場合、回生ブレーキによる充電電力
PR [kW]は約 300 kW となる。 
また図 5.8 に示すように、100 km/h からブレーキ動作による回生エネルギーが 1.02 
kWh で、使用可能 SOC 範囲が 30 %（30～60 %）であることから、必要バッテリー容
量は 3.4 kWh となる。その結果、バッテリーの必要充放電係数 kreqは(5.1)式から 300 kW 
/ 3.4 kWh = 88 と算出される。 
ここで、バッテリーの充放電電流係数 kbatを考える。これは 5.4.1 項で示した通り、
使用するバッテリーの定格電力と定格エネルギー容量の比である。本検討の対象とし
ているハイブリッドシステムに使用するバッテリーの kbatを 20 と設計条件として与え
た場合、kbat = 20 は kreq = 88 よりも明らかに小さい。そのため図 5.7 の設計フローから、
バッテリーエネルギー容量は PR = 300 kW を受けることができる出力という条件から
決定されることになる。これより必要バッテリーエネルギー容量 Ebat [kW]は、 
kW
kW
k
P
k
P
E
bat
R
bat
bat
bat 15
20
300
  .............................................. (5.13) 
と算出できる。 
このように図 5.7 の設計フローに従い、充放電サイクルにおける力行時バッテリー放
電エネルギーと回生エネルギーの収支から ICE 出力を決定し、かつ回生電力と回生エ
ネルギーの比である充放電電流係数と使用するバッテリーの充放電電流係数からバッ
テリーエネルギー容量を統括的に設計することができる。 
 
５．５ ハイブリッド DMU 走行試験による提案手法の評価 
５．５．１ JR 東日本キハ E200 形ハイブリッド DMU の仕様 
本検討の提案手法により設計した ICE 出力とリチウムイオンバッテリー容量につい
て、すでに実用化し営業走行をおこなっているハイブリッド DMU である JR 東日本の
キハ E200 形ハイブリッド DMU の走行試験を用いて評価する。キハ E200 形ハイブリ
ッド DMU の車両仕様は表 5.1 に、引張力特性、回生ブレーキ力特性は図 5.4 に示した
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ものと同一である(5-2),(5-3)。 
5.4 項で検討した通り、ICE 出力は 300～350 kW 程度、リチウムイオンバッテリー容
量はバッテリーの充放電電流係数が 20 の場合、15kWh と算出した。一方、キハ E200
形ハイブリッド DMU の最大 ICE 出力は 331kW、リチウムイオンバッテリー（充放電
電流係数は 20）のエネルギー容量は 15.2 kWh であり、本提案手法による検討結果とほ
ぼ同一である。キハ E200 形ハイブリッド DMU では、ICE の燃料消費量低減を目的に、
図 5.5 のモード B では ICE 出力は 260 kW としている。 
 
５．５．２ 提案設計手法の評価 
キハE200形ハイブリッドDMUの走行試験の結果と 5.4.2項で提案したエネルギーモ
デルを用いたバッテリーの充放電エネルギーとの比較をすることで、提案したエネル
ギーモデルの評価を行う。 
図 5.9 にキハ E200 形ハイブリッド DMU の走行試験におけるバッテリーSOC 推移を
示す。P1から P2（102 km/h）まで加速し、R1までだ行、ブレーキにより R2で停車する
力行、だ行、ブレーキのシンプルな走行パターンである。また走行試験で走行した線
区勾配状態は表 5.2 に示す通り、多少の勾配が存在する。 
図 5.9 の力行開始点（P1）、力行終了点（P2）、ブレーキ開始点（R1）、ブレーキ終了
点（R2）間におけるバッテリーSOC 値から算出したバッテリー充放電エネルギー実測
値と、5.4.2 項でモデル化したバッテリー充放電エネルギーモデル値の比較を表 5.3 に
示す。なおバッテリーSOC 実測値は直接測定できないため、バッテリー電圧値から算
出した。またバッテリー充放電エネルギーモデル値計算における ICE 出力は、キハ E200
ハイブリッド DMU と同様、力行中（モード B）は 260kW、だ行中は 180kW とした。 
車両が P1 (0 km/h)から P2 (102 km/h)までの力行中のバッテリー放電エネルギーは
2.584 kWh（SOC 17%）であった。一方計算モデルによる 102 km/h までの加速によるバ
ッテリー放電エネルギー計算値は 2.623kWh であり、ほぼ同等となった。この力行中の
バッテリー放電エネルギー2.584 kWhは図 5.8 で示した 100km/h から停止までの回生エ
ネルギー計算値 1.02 kwh よりも大きい。これはモード B での ICE 出力が最適燃費点の
260kW と、最大出力より低く設定しており、バッテリーからの供給エネルギーが増え
たためである。 
次に P2から R1のだ行中、走行抵抗により車両速度は 102km/h から 100km/h に減速し
ている。この間、バッテリーは ICE（180 kW）により充電され、バッテリーSOC は 2%
（0.304kWh）上昇している。一方だ行中のバッテリー充電エネルギー計算値は 0.301 
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kWh とほぼ一致している。 
R1から R2では、車両は 100 km/h からのブレーキ動作となっており、この間回生エネ
ルギーの回収により、バッテリー充電エネルギーは 1.368 kWh（SOC9.0 %）増加した。
一方初速 100km/h から停止までのブレーキによるバッテリー充電エネルギー計算値は
1.366 kWh と、走行試験結果とほぼ同じ値となった。この回生エネルギー値は図 5.8 で
示した 100 km/h からの回生エネルギー1.02 kWh より大きい。これは表 5.2 に示すよう
に、ブレーキ時は下り勾配線区だったためと考えられる。 
試験開始時（P1）に比べ、試験終了時（R2）におけるバッテリーSOC は 6 %程度低く
なった。ブレーキ時下り勾配区間だったため回生エネルギーが大きくなったものの、
力行時の ICE 出力が最大出力よりも低く、力行中のバッテリー放電エネルギーが大き
表 5.2 走行試験区間勾配 
試験開始地点からの 
距離 [m] 
勾配 [‰] 
0-1100 -5.0 
1100-1800 3.7 
1800-2300 -4.0 
2300-2800 -5.0 
 
P1 
R1 
P2 
R2 
力行 
ブレーキ 
放電限界 
充電限界 
図 5.9 キハ E200 ハイブリッド気動車走行試験における SOC チャート 
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くなっているのが主な要因と考えられる。 
このように、力行、だ行、ブレーキの各走行状態におけるバッテリーエネルギーは
走行試験結果とモデルによる計算値がほぼ一致した。また走行試験全体におけるバッ
テリーエネルギー実測値とモデルによる計算値の差は 4 %以下と小さいが、この差は
APS の出力変動や走行抵抗の誤差などが要因と考えられる。 
また、力行、だ行、ブレーキの各動作におけるバッテリーエネルギー充放電量は、
バッテリーエネルギーとして使用できる 4.5 kWh（15kWh×SOC30%）以下となってい
る。これは本提案設計手法により設計されたバッテリーが、回生エネルギーを回収し、
かつ力行中に供給するエネルギーを十分有することができる容量であることを示して
いる。また図 5.9 に示すように、最高速度 100 km/h までの走行パターンに対して ICE
動作モードがモード A およびモード B 内で推移している。これは ICE が全走行中に発
生した損失エネルギーを補てんし、バッテリーが力行電力及び回生電力に対応できる
出力性能を有していることを示している。 
さらに別の走行パターンで走行した場合のバッテリーSOC 推移結果を図 5.10 に示す。
この走行試験の最高速度は 70km/h、その走行区間は表 5.4 に示す勾配状況である。本
走行試験の車両の各動作点間におけるバッテリー充放電エネルギー実測値とモデルに
よる計算値を表 5.5 に示す。図 5.10 に示す通り、この走行試験においても ICE 動作モ
ードがモード A とモード B の領域内で推移している。P1と P2の速度 30 km/h からバッ
テリーSOC の低下が緩やかになるが、これは表 5.4 に示すように、力行中に比較的大き
い下り勾配区間に入り、車両の加速度が上がったためである。また表 5.5 に示すように、
表 5.3 走行試験の各走行ポイント間のバッテリーエネルギー実測値と 
エネルギーモデルによる計算値 
走行状況 (a)バッテリーエネルギー 
実測値 
[kWh] ( SOC[%]) 
(b)計算モデルによる 
計算値 
[kWh] 
(a)-(b) 
[kWh] 
P1 → P2 
（力行） 
-2.584(SOC-17.0%) -2.623 0.039 
P2 → R1 
（だ行） 
0.304 (SOC2.0%) 0.301 0.003 
R1 → R2 
（ブレーキ） 
1.368(SOC9.0%) 1.366 0.002 
計 -0.912 -0.956 0.044 
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表 5.4 走行試験区間勾配状況 
試験開始地点からの 
距離 [m] 
勾配 [‰] 
0-150 0 
150-400 -16.7 
400-500 0 
500-750 10.0 
750-1450 0.0 
 
P1 
R1 
P2 
R2 
力行 
ブレーキ 
放電限界 
充電限界 
図 5.10 キハ E200ハイブリッド気動車走行試験における SOCチャート 
車両の各動作間のバッテリーエネルギー走行試験結果とモデルによる計算値はほぼ一
致し、バッテリーエネルギーモデルが実際の走行状態を精度よく表しているといえる。
このことは、提案したバッテリーエネルギーモデルが、バッテリーエネルギー容量と
ICE 出力を検討するのに十分に適用できることを示している。さらに走行試験の ICE
動作がモード A とモード B の領域内で推移していることから、本検討で提案した設計
手法により設計した ICE 出力が走行中に発生した損失エネルギーを補てんし、バッテ
リーが力行電力及び回生電力に対応できる出力性能を有し、エネルギー管理制御の ICE
動作を実現していることを示している。 
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５．５．３ ハイブリッドシステム化による燃費低減効果の検証 
本検討の提案手法により設計された車両駆動用ハイブリッドシステムによる燃費低
減効果を定量的に評価し、本提案手法により設計したハイブリッドシステムの、本検
討の主目的である気動車の省エネルギー化への寄与を評価する。具体的な評価方法と
しては、キハ E200 形ハイブリッド DMU を用いて、図 5.11 に示すように、車両駆動シ
ステムとしてハイブリッドシステムを用いた走行試験での燃費と、ハイブリッドシス
テムからバッテリーを切り離し、ICE による電力のみでインバータ装置を駆動するシス
テムによって走行した場合の燃費を比較する。ここで後者のシステムを車両駆動シス
テムとした気動車を Diesel Electric Car（DEC）と呼ぶため、本検討ではこのシステムに
よる走行を DEC と呼ぶこととする。DEC では回生ブレーキを回収するバッテリーがな
いため、機械ブレーキのみでの減速となる。なお走行区間は同じ場所としている。 
キハ E200 形ハイブリッド DMU を用いた力行、だ行、ブレーキの走行パターンによ
る走行試験において、それぞれの車両駆動システムで走行した場合の燃料消費量を表
5.6（ハイブリッドシステムで走行した結果）、表 5.7 （DEC で走行した結果）に示す。
力行、だ行、ブレーキの各速度や走行時間はほぼ同じ走行パターンとなっている。ま
た燃料消費量は ICE 単位出力エネルギーあたりの燃料消費量（1 kWh あたり 200 g 燃料
消費）に ICE 出力エネルギーを乗じて算出した。  
ハイブリッドシステムも DEC も共に停車から 73km/h まで加速しているが、ハイブ
リッドシステムの燃料消費量は 816 g と、DEC システムの燃料消費量 1308 g の 62 %と
なっている。ハイブリッドシステムの場合、バッテリーからも力行電力を供給し、ICE
表 5.5 走行試験の各走行ポイント間のバッテリーエネルギー実測値と 
エネルギーモデルによる計算値 
走行状況 (a)バッテリーエネルギー 
実測値 
[kWh] ( SOC[%]) 
(b)計算モデルによる 
計算値 
[kWh] 
(a)-(b) 
[kWh] 
P1 → P2 
（力行） 
-0.845(SOC-5.5%) -0.840 -0.005 
P2 → R1 
（だ行） 
1.131 (SOC7.4%) 1.202 -0.071 
R1 → R2 
（ブレーキ） 
1. 064(SOC7.0%) 1.010 0.054 
計  1.350 1.372 -0.022 
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は燃費最適点で発電を行うため、ICE の燃料消費量を大幅に低減している。 
だ行では、ハイブリッドシステムは ICE 出力を 180kWとしてバッテリー充電し、SOC
が 36.2 %から 44.4 %に上昇している。その結果、燃料を 365 g 消費している。一方 DEC
では ICE サービス機器への電力供給のみを行い、燃料消費量は 133 g と少ない。 
ブレーキでは、ハイブリッドシステムは ICE を停止するため、燃料消費量は 0 とな
る。この間、サービス機器にはバッテリーから電力供給しているが、回生エネルギー
をバッテリーに回収し、SOC が 44.4 %から 51.6 %に上昇している。一方 DEC は機械ブ
レーキにて減速するが、サービス機器に電力供給を行うため、燃料を消費している。 
ハイブリッドシステムの走行試験全体の燃料消費量は 1181 g、DEC の燃料消費量
1564 g となっている。ハイブリッドシステムの力行開始時のバッテリーSOC が 50.3 %
で、ブレーキ終了時は 51.6 %と増加している。この増加エネルギー（SOC1.3 %分＝0.2 
kWh）が ICE から供給されたと考えると、その燃料消費量は 40 g となる。バッテリー
SOC を試験開始と終了時で同じと考えると、ハイブリッドシステムの燃料消費量は
1141 g となり、DEC の燃料消費量の 73 %と大幅な燃料消費低減がなされた。このハイ
ブリッドシステムの燃料消費量低減効果は回生ブレーキの採用と ICE 燃費最適点動作
によるものであり、この結果から、本提案設計法により設計された車両駆動ハイブリ
ッドシステムは気動車の燃費向上に寄与できることがわかる。  
ICE 
車輪 
車輪 
ｺﾝﾊﾞｰﾀ 
リチウムイオン 
電池 
PWM 
整流器 
  
インバータ 
ディーゼル 
エンジン 
  
発電機 
APS 
モータ 
モータ 
ICE 
車輪 
車輪 
ｺﾝﾊﾞｰﾀ PWM 
整流器 
  
インバータ 
ディーゼル 
エンジン 
  
発電機 
APS 
モータ 
モータ 
(b)DECシステム 
(a)ハイブリッドシステム 
図 5.11 走行試験における車両駆動システム 
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５．６ 結言 
本検討では、回生エネルギーの有効活用による省エネルギー化を目的にした ICE と
リチウムイオンバッテリーで構成された車両駆動用ハイブリッドシステムについて、
提案したエネルギーマネジメント方法の下、回生ブレーキ力特性に着目し、回生エネ
ルギーと回生電力から設計する手順を提案し、リチウムイオンバッテリーの最小エネ
ルギー容量と ICE の最小出力を設計する手法を提案した。具体的には設計条件として
与えられる回生ブレーキ力特性から求められる回生電力と回生エネルギーを受け取る
ことができる性能を有する条件からバッテリーエネルギー容量を決定し、ICE 出力は
ICE 出力により変化する力行バッテリー放電エネルギーと期待される回生エネルギー
をバランスさせる出力とする。ここでバッテリーの出力とエネルギー容量の比である
充放電電流係数を定義し、回生電力と回生エネルギーから求まる充放電電流係数とバ
ッテリーの仕様として与える充放電電流係数を比較することで、回生電力と回生エネ
ルギーの両方を受け取ることができる性能を有するバッテリーエネルギー容量を求め
ることができる。 
表 5.6 走行試験における燃料消費量（ハイブリッドシステム） 
動作 速度  
[km/h] 
走行時間  
[sec] 
ICE 出力 
エネルギー  
[kWh] 
SOC 
[%] 
燃料消費量 
[g] 
力行 0→73 76 4.08 50.3→36.2 816 
だ行 73→63 35 1.78 36.2→44.4 365 
ブレーキ 63→0 31 0 44.4→51.6 0 
計 - 142 5.86 - 1181 
 
表 5.7 走行試験における燃料消費量（DECシステム） 
動作 速度 
[km/h] 
走行時間 
[sec] 
ICE 出力 
エネルギー 
[kWh] 
燃料消費量 
[g] 
力行 0→73 78 6.24 1308 
だ行 73→65 31 0.63 133 
ブレーキ 65→0 38 0.58 123 
計 - 147 7.45 1564 
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本提案手法は回生電力と回生エネルギー、走行による損失エネルギーと、蓄電池
の容量/出力比から、ICE 出力とバッテリーエネルギー容量の関係を明確にすることで、
ICE 出力とバッテリーエネルギー容量を統括的に設計することが可能である。そのため
従来は繰り返し計算等で行われていた設計に対して、設計期間と設計コストの削減が
図られる。 
また本検討では実在するキハ E200 形ハイブリッド気動車の車両仕様を用いて最小
ICE 出力と必要バッテリー容量の設計を行い、本車両の走行試験結果から、本提案設計
手法が車両駆動用ハイブリッドシステムの設計に有効であることを示した。さらに走
行試験結果から、車両駆動ハイブリッドシステムによる燃費向上効果を定量的に示し、
気動車の省エネルギー化に寄与できることを明らかにした。 
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第６章 燃料電池と電気二重層キャパシタのハイブリッド電源鉄道車両の 
燃料電池出力遅れを考慮した燃料電池出力とキャパシタ容量決定法 
 
６．１ 研究の背景、目的 
非電化区間を走行するエンジン等の内燃機関を動力とする気動車は、車両駆動シス
テムを構成する内燃機関や変速機等の効率が低いことから、電気鉄道車両に比べエネ
ルギー効率が低く、また内燃機関の騒音や CO2等の排出の問題がある。また車両駆動
システム構成上、回生エネルギーを採用できないことも省エネルギー化が実現できな
い大きな要因である。そこで、常温で使用できる固体高分子膜形の燃料電池（polymer 
electrolyte fuel cell : PEFC）と蓄電媒体を組み合わせ、その電力で電動機を駆動するハ
イブリッド電源システムを構成することで、回生エネルギーの採用と機器の高効率化
により消費エネルギーを低減し、騒音や排気ガスを解消するための検討(6.1)-(6.3)や検証
(6.4),(6.5)が行われている。このシステムでは、燃料電池（fuel cell : FC）は車両走行中に
走行抵抗や機械ブレーキにより発生する損失エネルギーを補てんし、蓄電媒体が負荷
の変動分を供給することで、FC 出力を低減することが可能である。また回生エネル
ギーを蓄電媒体に回収することで、走行消費エネルギーを低減できる(6.2)-(6.5)。 
FC と蓄電装置を組み合わせたハイブリッドシステムを検討するにあたり、システ
ムに採用される燃料電池の種類は多くあるが、常温動作が可能で、家庭用や自動車用
でも普及が始まっている固体高分子形燃料が使用環境やコスト面から適切と考えら
れる。また蓄電媒体については、リチウムイオン電池(6.5)や電気二重層キャパシタ
（electric double layer capacitor : EDLC）(6.1)-(6.3)などが考えられるが、蓄電池容量低減
を目的に充放電サイクルを 2 駅間とした場合は、蓄電池に比べエネルギー密度が低い
ものの高出力密度であり、充放電サイクル寿命が長い EDLC がこの用途では質量の面
で適している(6.3)。また EDLC は電圧からエネルギー量を推定できることから、セン
サー類などの機器設置の観点からも利点があるといえる。 
しかし EDLC のエネルギー密度はリチウムイオン蓄電池の数分の 1 と低く、充放電
による電圧変動が大きいことから、EDLC をハイブリッドシステムに利用する場合に
は、エネルギー容量を適切に設計する必要がある。また電動機やインバータの負荷変
動に対して、EDLC の蓄電量をある充放電限度範囲に保つためのエネルギー管理も必
要である(6.6),(6.7)。5 章で研究対象としたリチウムイオン電池を使用したハイブリッド
システムでは、リチウムイオン電池が高エネルギー容量であることから、エンジン出
力はある SOC 範囲内で同じ出力としても、エネルギー管理制御は成立した。しかし
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EDLC を使用する場合は、逐次 EDLC 蓄電エネルギー量に対して FC 出力を制御しな
ければならない(6.8)。また FC は依然として高価であり、FC 容量は極力小さく設計す
ることがコスト面から望ましい。 
これらの課題に対して文献(6.2)では、FC と EDLC のハイブリッドシステムについ
て、簡易な損失モデルを考慮した EDLC 電圧指令値を導出し、これと EDLC の実電
圧値の偏差から FC 出力を決定するエネルギー管理方法を提案している。この中で、
走行によるエネルギー損失は機械ブレーキによる損失のみと仮定し、その損失エネル
ギーを走行時間内で補う平均出力から FC 最低出力を、最高速度での定速運転を可能
とする出力から FC 最高出力を、また最高速度時に FC 出力をアシストできる EDLC
蓄電量から EDLC 容量をそれぞれ決定する手法を提案している。また文献(6.3)では、
2 駅間の走行を EDLC の一充放電サイクルと定義し、その間に損失エネルギーを補て
んできる最小の FC 出力を設計する方法が提案されている。また、EDLC 容量を小さ
くすると放電時に放電電流が増加し、損失エネルギーが増加する。すると FC 出力は
より高く設定する必要がある。すなわち FC 出力と EDLC 容量はトレードオフ関係に
あり、この関係から EDLC 容量と FC 出力を決定することを提案している。 
FC は水素を燃料とし、空気中の酸素と結合させることで、電気を生む。そのため
エンジンのように CO2等の排出ガスが出ないため、非常にクリーンな発電媒体であり、
特に自動車の分野で採用が進んでおり、自動車に採用された場合コストの低減も実現
されることから、今後様々な分野への応用に大きな期待が寄せられている。しかし
FC の単位時間当たりの出力増減率は燃料供給系や空気供給系および冷却系の能力に
より制約を受ける。また急激な出力変動は固体高分子膜形燃料電池の高分子膜の劣化
による寿命短縮につながる。したがって、実際には FC 出力指令値に対してチョッパ
によって引き出す FC 出力は数秒から数 10 秒程度遅れる(6.6),(6.7)。FC 出力遅れを考慮
せずにエネルギー管理を行った場合、EDLC からの放電エネルギーの増加を招き、過
放電状態になるなど、エネルギー管理に影響を与えることが懸念される。燃料電池を
用いた自動車向けハイブリッドシステムを対象に、負荷変動に対する FC 出力変動防
止を目的に負荷急変時のパワーフローを提案し、FC の出力特性を考慮した蓄電媒体
との組み合わせの比較がなされる(6.9)など、ハイブリッドシステムのエネルギー管理
を行う際は FC 出力遅れに対する考慮が重要となる。 
FC 出力遅れがある場合、充放電サイクル内で発生した損失エネルギーを FC が十
分に補てんできず、EDLC から負荷への供給エネルギーが増加する。EDLC はエネル
ギー密度が小さいため、EDLC 容量が小さい場合、EDLC エネルギーが不足する可能
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性がある。これを防止するには FC 出力遅れがあっても十分に損失エネルギーを補て
んできるように、FC 出力を大きくする必要がある。これに対し、文献(6.2),(6.3)の設
計手法は FC 出力遅れを考慮しておらず、この設計手法を用いた FC 出力では、実際
FC 出力遅れがある場合には、結果的に EDLC 容量が不足する。文献(6.1)では FC と
蓄電池のハイブリッドシステムにおいて、FC 出力遅れを考慮した上で、FC 出力を走
行パターンにおける平均負荷とピーク負荷の間に設定する提案をしているが、これは
蓄電池の蓄電エネルギーが大きく、充放電サイクルを長く設定しているため、FC 出
力が負荷に対して不足することがあっても、長い充放電サイクルの間で蓄電池への供
給ができる。しかしエネルギーが少ない EDLC の場合は、短い充放電サイクルの間に
FC から損失エネルギーを供給する必要があるため、FC 出力遅れによる電力供給不足
はエネルギー管理に対する影響が大きい。そのため文献(6.1)の手法は EDLC を用いた
場合には適用できず、FC と EDLC のハイブリッドシステムについて、FC 出力遅れが
ある条件下でも、必要最低の FC 出力と EDLC の容量を設計する方法の確立が必要で
ある。これまでは、FC 出力の遅れや電流の限界を考慮した蓄電装置のエネルギー管
理法の検討(6.9),(6.10)や、エネルギー密度が高く一時的なパワーアシストが容量に大きな
影響を与えない場合に特化した検討例(6.11)はあるが、FC 出力遅れがあり、EDLC のエ
ネルギー管理を行う前提で、ある負荷パターンに対して必要最低の FC 出力と EDLC
容量を決定する具体的な方法について示したものはない。 
そこで本検討では、EDLC エネルギー指令による EDLC のエネルギー管理方式を提
案し、回路動作により実際に損失の生じるモータ・インバータ、FC 模擬電源、EDLC
などを含む 1 kW クラスのミニモデルシステムで実験を行うことにより、FC 出力遅
れを模擬し、実際に損失がある環境下でも、EDLC のエネルギーをその指令値に追従
させうるパワーフロー制御が適切に動作することを検証する。 
次に、設計条件として与えられた負荷特性の下で、FC 出力遅れを考慮した場合の
必要最低 FC 出力と EDLC 容量の設計法を提案する。具体的には、損失モデルも含む
鉄道車両駆動システムシミュレーションモデルを用い、FC 出力遅れ時定数が無視で
きない程度の走行時間（例えば走行時間が時定数の数倍）で、設計条件として与えら
れる走行パターンの中で最も負荷の大きい駅間において、FC 出力遅れを考慮した結
果として、EDLC 容量の変化と FC 出力の変化の関係を明らかにし、それから EDLC
容量の変化に対して FC 出力の変化が小さくなる最小の FC 出力を選べばよいことを
示すことで、EDLC 容量と FC 出力の設計方法を確立する。 
さらに本検討の提案設計手法で設計したハイブリッドシステムを搭載した車両に
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ついて、走行シミュレーションにより、ハイブリッドシステムのエネルギー管理の状
況と、ハイブリッド化による省エネルギー効果を定量的に評価し、本提案手法が研究
の目的である気動車の省エネルギー化に寄与できることを証明する。すなわち本検討
は、FC 出力に遅れがある場合，提案された EDLC エネルギー管理手法が適切に動作
することをミニモデルの実験で検証することで明らかにした上で、それを用いて実際
の鉄道車両を想定したシミュレーションによる必要最小の FC出力と EDLC容量の具
体的な決定法を提案するものである。本提案手法は実際に発生する FC 出力遅れを考
慮した設計手法となっており、実際の FC と EDLC で構成されたハイブリッドシステ
ムを設計する上で、工学的に有用な手法を提案するものであり、今後実現化が期待さ
れる FC を用いたハイブリッドシステムの設計に寄与できるものである。 
 
６．２ 車両駆動ハイブリッドシステム 
６．２．１ システム構成 
本検討で対象とする FC と EDLC で構成された車両駆動用ハイブリッドシステム構
成を図 6.1 に示す。FC の出力を昇圧チョッパで、EDLC の出力を DC/DC チョッパで
DC1500V に昇圧することで、架線電圧 DC1500V で使用されている一般的な電気式鉄
道車両駆動用インバータと電動機を採用することが可能となり、機器の品質向上や機
器共通化によるコスト削減が実現できる。EDLC に接続した二象限チョッパにより、
各チョッパと電動機駆動用インバータ装置を接続するDCリンク部の電圧を一定に保
つ。一方、FC に接続した昇圧チョッパで FC 出力電流を制御する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.1 車両駆動用ハイブリッドシステム構成図 
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６．２．２ 車両仕様と走行パターン 
本検討で対象とするハイブリッド車両の仕様を表 6.1 に、車両の力行、回生ブレー
キ力特性を図 6.2 に示す。本検討では、力行特性と回生ブレーキ力特性は全速度域で
同一とする。また本検討で仮定する地方線区を想定した走行パターンを図 6.3 に示す。
走行速度及び走行時間が異なる A～I の各駅間走行において、停車から力行し、最高
速度到達後だ行運転を行う。走行抵抗により最高速度から 3 km/h 低下した時点で再
力行する「のこぎり運転」を行うものとする。その後回生ブレーキ特性に従い減速し、
次駅で停車する。これを各駅間で繰り返すものとする。実際の運用では駅停車時間は
状況で変化することと、本検討では必要 FC 出力が最も高くなる条件で検討すること
から、EDLC の充放電サイクルに駅停車時間は考慮せず、駅間走行時間を充放電サイ
表 6.1 ハイブリッド車両仕様 
 
項目 仕様 
編成両数 1 両 
車両重量（乗客含む） WM 45 t 
起動加速度  2.0 km/h/s 
最大減速度  -2.0 km/h/s 
車両駆動用電動機数 Nmm 2 個/両 
DC リンク電圧 Vdc 1500 V 
最大 DC/DC チョッパ電流 Icmax 1200 A 
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クル時間とする。充放電サイクルを 1 駅間とすることで、EDLC は 1 回のブレーキで
得られる回生エネルギーを回収できるエネルギー容量があれば良く、EDLC 容量を最
小にできる。図 6.3 に示すように、最高速度が高く、かつ最長距離である H 区間で、
走行による損失エネルギーが最大となる。 
 
６．２．３ FC の選択と出力特性 
本検討で検討するハイブリッドシステムに用いる FC として、鉄道車両の使用環境
を考慮し、最高でも 80 ℃程度以下で動作し、高い出力密度を有し、100 kW 程度まで
の出力を持つ製品が入手可能な PEFC を想定する。PEFC の電流増加率は燃料供給系
や空気供給系の流量に制限があり、急激な出力増加は固体高分子膜での水分不足現象
や、水分過剰現象が生じ、その結果として膜の劣化が生じる恐れがある。これを避け
るために一般に PEFCを用いる場合、FCの出力調整用に用いるチョッパ装置などで、
FC の出力指令値に対し遅れを持たせることが多い。本検討で対象とするハイブリッ
ドシステムも同様で、図 6.1に示す昇圧チョッパで FCの出力制御を行う必要がある。
これまでの鉄道車両駆動での検証例では、チョッパ装置による出力遅れ制御により、
FC 出力が最高出力に達するまでの時間は数秒～10 数秒(6.4),(6.5)であることから、本検
討では FC 出力遅れ時定数 TFC [s]を 20 s と仮定し、本検討で提案する設計手法におい
て、設計条件として与えることとする。 
 
６．３ EDLC のエネルギー管理 
６．３．１ FC 出力制御法 
EDLC を用いたハイブリッドシステムでは、EDLC のエネルギー密度が低いため、
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システムが有するエネルギーを一定に保つという考えを実現するためには、列車速度
に応じた EDLC の蓄電エネルギーを細かく管理する必要がある。ここでは以下に示す
EDLC エネルギー管理のための FC 出力制御法を用いることとする。 
本 FC 出力制御法では、図 6.4 に示すように、インバータ装置、誘導電動機の力行
負荷電力 PINV [kW]が FC最大出力 Pmin [kW]以下の場合は FCが負荷電力を負い、EDLC
の放電を抑える。PINVが Pminより大きい場合には、FC は Pmin [kW] を出力し続け、
EDLC が不足分の電力を補うことで PINVに対応する。このようになるべく EDLC 放電
電力を低減させることで、EDLC 放電による損失エネルギーを低減できる。 
だ行及びブレーキ中、図 6.5 の EDLC エネルギーフィードバック制御ブロック図に
示すように、FC は走行による損失エネルギーを表す EDLC エネルギー偏差 ΔEc=Ecref - 
Ecを補てんする。ここで Ecref [kWh]は EDLC エネルギー指令値、Ec [kWh]は実際値、
PINV [kW]はインバータ入力電力、Pc [kW]は EDLC 出力である。Ecrefは後述の(6.8)式
で定義する。ΔEcが小さい時に FC 最大出力 Pminでエネルギーを補てんすると Ecが変
動する恐れがあるため、小さな ΔEcに対して FC 出力を連続的に変化させることが望
ましい（図 6.6 参照）。本検討では、図 6.6 に示すΔE1は車両停車時の EDLC エネルギ
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ーの 1 %とする。 
上記制御を含めた本検討で提案するΔEcからPfcを制御する制御ブロック図を図 6.7
に示す。 
 
６．３．２ EDLC エネルギー指令値の導出 
本項では、ハイブリッドシステムにおける、EDLC エネルギーの指令値の導出方法
を提案する。走行中の走行抵抗や車両駆動システム動作によるエネルギー損失がない
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理論的な状態を仮定した場合、EDLC エネルギーEcと車両の運動エネルギーの和は走
行中一定とする考えから、Ecは(6.1)式で表される。 
22
0
2
1
2
1
ttcc vMCVE 
 .................................................................. (6.1) 
ここで C [F]は EDLC 静電容量、Vc0 [V]は駅停車時の EDLC 初期電圧、Mt [kg]は車両
重量、vt [km/h]は車両速度であり、Ecは vtの関数となる。 
これに対し実際には走行によるエネルギー損失があるため、(6.2)式に示すように
EDLC エネルギー指令値 Ecref を定義する。 
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 ............ (6.2) 
ここで、(6.2)式の右辺第一項は車両停止時の EDLC 初期エネルギー、第二項は走行抵
抗や車両駆動システム機器動作によるエネルギー損失を考慮した運動エネルギー、第
三項は機械ブレーキによる損失エネルギーを表す。第二項の Klossは機器動作による損
失エネルギーが車両の運動エネルギーに比例すると仮定した場合の比例定数である。
車両駆動システムのエネルギー効率 Kgainは Kgain=1-Klossで表され、本検討ではギア効
率 0.98、電動機効率 0.92、インバータ効率 0.97、DC/DC チョッパ効率 0.98(6.12)から 0.85
とした。第三項の EB [kWh]は車両最高速度 vmax [km/h]に対する機械ブレーキによる損
失エネルギーを示している。v10 [km/h]は回生ブレーキ力特性の定トルク終端速度であ
り、図 6.2 に示す回生ブレーキ特性から、本検討では 40 km/h となる。v10より低速度
域では全ブレーキ力を回生ブレーキ力で負担するため、EBは 0 となる。以上のように
(6.1)と(6.2)式から算出した Ecrefと Ecの偏差を 0 にするように、Pfc [kW]を制御する。 
 
６．４ 実験による提案パワーフロー制御の評価 
６．４．１ 実験システム 
本提案制御法の評価を行うため、図 6.8 に示す負荷 1 kW クラスの車両駆動ハイブ
リッドシステムの実験回路を用いて検証する。実験では三相交流を電源とした整流器
を組み合わせることで FC を模擬する。また実験回路の仕様及び比例ゲイン、時定数
等の制御定数を表 6.2 に、インバータ装置の仕様を表 6.3 に示す。直流リンクコンデ
ンサはインバータに内蔵されている 220μF×6 並列と，フィルムコンデンサ 200μF×5
並列の 2320μF を接続する。このインバータは図 6.9 に示す三相かご型誘導電動機を
駆動し、その仕様を表 6.4 に示す。EDLC は図 6.10 に示すモジュールを用いた。その
仕様を表 6.5 に示す。 
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本設備には機械ブレーキはなく、ブレーキは回生ブレーキのみで動作する。このた
め、本設備の模擬燃料電池出力制御に関して、(6.2)式の EBは 0 となる。 
表 6.2 実験設備仕様 
項目 仕様 
燃料電池最大出力 
(燃料電池最大電流 IFC) 
200 W 
(2.0A) 
燃料電池電圧 VFC 100 V 
EDLC 初期電圧 100 V 
EDLC 容量 2.8 F 
DC リンク電圧 Vdc 300V 
平滑コンデンサ容量 Cf 2320 F 
誘導電動機最高回転数 1200 rpm 
DC/DC チョッパ抵抗 Rch 0.1 Ω 
DC/DC チョッパ接続インダクタ Lch 0.005 H 
比例ゲイン Kcp 1.0 
比例ゲイン Kci 20 
比例ゲイン Kvp 1.29 
燃料電池システム時定数 TFC 5.0s 
電流遅れ時定数 Tc 5 ms 
電圧遅れ時定数 Tv 50 ms 
二象限チョッパ変調率 0.13 
Boost Chopper
EDLC
ENERGY MANAGEMENT SYSTEM MOTOR CONTROLLER
Emulated FC system
PWM Inverter
2-Quadrant  Chopper
Vdc
Gate Signal
Analog Signal
IEDLC
Ich1
VEDLC
iu iw
Speed
VFC
IEDLCVFC VEDLC
VEDLC
Smoothing Capacitors
Vdc
IM
Induction Motor
Vdc
V02
Ich2
IFC
V01
IINV
IEDLC
IFC
PFC*
図 6.8 実験回路ブロック図 
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表 6.3 インバータの仕様 
項目 仕様 
出力 
定格容量 5kVA(出力 AC 200V 時) 
定格電流 AC 14.4Arms 
出力電圧 AC 0～230Vrms 
入力 
定格電圧 AC 200Vrms 
定格電流 AC 16.0Arms 
入力電圧範囲 AC 0～230Vrms 
スイッチング周波数 ～20kHz 
デッドタイム 3.0μsec 以上 
制御電源電圧 DC 24V 入力 
絶縁抵抗 100MΩ 以上 
平滑コンデンサ容量 220 μs ×6 並列(450V 耐圧) 
 
表 6.4 誘導電動機仕様 
項目 仕様 
定格 0.75kW-200V-50Hz-700rpm 
一次抵抗 R1 2.65[Ω] 
二次抵抗 R2 1.50[Ω] 
一次インダクタンス L1 0.118[H] 
二次インダクタンス L2 0.124[H] 
相互インダクタンス M 0.0927[H] 
極数 p 8[poles] 
慣性質量 Jm 0.705[kgm
2
] 
 
図 6.9 かご型誘導電動機(6.12)     図 6.10 EDLC モジュール(6.12) 
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表 6.5 EDLC モジュールの仕様 
MEICAP (明電舎) 
最大電圧 160[V] 
静電容量 2.8[F] 
内部抵抗 0.35[Ω] 
直流抵抗 0.25[Ω] 
電圧保持率(24h) 99.2[%] 
 
６．４．２ DC/DC チョッパパワーフロー制御 
図 6.8 の実験回路において、鉄道車両用ハイブリッドシステムと同様、EDLC に接
続した二象限チョッパが DC リンク電圧 Vdc [V]を一定に保ち、模擬 FC に接続した昇
圧チョッパが模擬 FC 電流 IFC [A]を制御する。図 6.11 に示す昇圧チョッパによる模擬
FC 電流制御ブロックでは、IFCと模擬 FC 電流指令値 IFC
*
 [A]の偏差は PI 補償器で補
償し、FC 模擬整流器電圧 VFC [V]は外乱として作用する。また図 6.12 に示す EDLC 電
+IFC*
-
+
-
+
VFC
Kp+Ki/s
VFC
V01*
1
Chopper
V01
1/(R+sL)
IFC
-
Kp+Ki/s 1
+IEDLC
*
-
VEDLC
V02
*
+
-
VEDLC
1/(R+sL)
IEDLC
Chopper
-
+V02
Kvp
+Vdc
*
-
-
+
IEDLC*
1/(Tcs+1) α
Ich2
IINV-Ich1
1/(Cdcs)
Current Control System
IEDLC VdcIdc
図 6.11 昇圧チョッパによる模擬 FC 電流制御ブロック図 
図 6.12  EDLC 電流 IEDLC [A]の制御ブロック図 
図 6.13 DC リンク電圧 Vdc [V]制御ブロック図 
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流 IEDLC [A]の制御ブロック図も図 6.11 と同構造である。図 6.13 に示す DC リンク電
圧 Vdc [V]制御ブロックでは、Vdcを一定にするように EDLC 入出力電力を決定する。
この制御ブロックには平滑コンデンサによる積分成分があり、指令値 Vdc
*
 [V]と Vdc
の偏差はゲイン Kvp の比例補償で補償される。この制御ループにある IEDLC の電流制
御器は時定数 Tc [s]の一次遅れシステムとみなし、この閉ループ伝達関数 Gc(s)は(6.3)
式で表される。ここで比例ゲイン Kcpと積分ゲイン Kciを(6.4)式とすると、Gc(s)は(6.5)
式のように時定数 Tcの一次遅れ関数となる。ここで Lchは DC/DC チョッパに接続し
たインダクタのインダクタンス値、Rchはインダクタの抵抗成分である。 
 
   cicpchch
cicp
c
KsKRsLs
KsK
sG


  ................................................ (6.3) 
c
ch
cp
T
L
K   
c
ch
ci
T
R
K  ................................................................. (6.4) 
 
1
1


sT
sG
c
c
 .............................................................................. (6.5) 
表 6.2 に示すように、電流制御系の設計応答時定数 Tcが 5 ms であることから、電
圧制御系は、これに比べ十分遅い応答となるよう設定する必要がある。本検討では、
電圧制御系の設計応答時定数 Tv [ms]を Tcの 10 倍となる 50 ms と設定することで、電
流制御系の応答は電圧制御系の応答に比べ十分速いとして、そのダイナミクスを無視
して考えることができる。またこのとき、電動機駆動用インバータ入力電流 Iinv [A]
と昇圧チョッパ出力電流 Ich1 [A]の差 IINV-Ich1は図 6.13 の制御ブロック図において、外
乱として電圧制御系で抑制すると考えると、電圧制御系の閉ループ伝達関数 Gv(s)は
(6.6)式のようになる。ここで電圧補償器は比例補償のみとし，そのゲイン Kvp を(6.7)
式とすると、Gv(s)は(6.8)式で表わされる。 
 
1
1
1 



s
K
C
sC
K
sC
K
sG
vp
f
f
vp
f
vp
v



  .................................................... (6.6)  
v
f
vp
T
C
K

  ...................................................................................... (6.7)  
 
1
1


sT
sG
v
v
 .............................................................................. (6.8)                
ここで二象限チョッパの変調率は EDLC 電圧 VEDLC [V]により変化するが、が小さ
いときでも十分な電圧制御応答が確保できるようの最小値として 0.13 と仮定する。
この結果、(6.7)式から Kvpは 0.348 となる。実験では Iinv-Ich1等の外乱抑圧を行うため
修正調整を行い、最終的に Kvpは 1.29 とした。 
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６．４．３ 走行パターンと実験条件 
実験では図 6.14 に示すように、A から C の 3 駅間を走行するパターンを行う。電
動機回転数最大 1200 rpm まで加速（B 区間）、その後 5 s だ行し、一定減速度で減速
するパターンとする。図 6.14 から、B 区間が最もエネルギー損失が高い区間となる。 
実験では 160 V-5.6 F の EDLC を 2 つ用い、本実験のエネルギー規模でも EDLC の
電圧が十分変動するよう、2 直列で用いた。初期 EDLC 電圧は、実験における最高速
度の運動エネルギーがEDLC初期エネルギーと同一となるよう 2直列で 100 Vとした。 
本実験では、三相交流電源とダイオード整流器で模擬した FC とその昇圧チョッパ
の出力は、FC の燃料供給系や空気供給系による遅れを想定し，その指令値に対して
一次遅れとなるように出力制御を行うこととした。実験における FC 出力遅れ時定数
については、実際の車両での検討例における時定数である 20 s と設定する。これは図
6.14 に示すように、1 駅間の走行時間 60 秒程度の数分の一と、無視できない時間と
言える。また必要最小 FC 出力は、最も負荷が大きい B 区間で、FC 出力一次遅れを
考慮し、B区間終了時EDLCが初期エネルギーを回復できる出力として200 Wとした。 
また本実験はフィードバック制御系による実EDLCエネルギーのEDLCエネルギー
指令値への追随性を検証することを目的としている。そのため、EDLC エネルギーの
実際の値と指令値の偏差が大きくなる状況となるように、(6.2)式の Klossを 0、つまり
走行抵抗や機器動作によるエネルギー損失がないとして実験を行った。 
 
６．４．４ 実験結果 
図 6.15 に本実験における FC 出力及び EDLC 出力チャート、FC 電流及び EDLC 電
流チャート、EDLC エネルギー指令値と実測値チャートを示す。本図(a)に示すように、
A～C 区間走行のインバータ装置・誘導電動機の駆動系負荷（Load power）に対して、
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図 6.14 実験における走行パターン 
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模擬 FC 出力（FC power）が遅れて立ち上がっている。また FC 出力が最大（200 kW）
に到達するまで約 40 秒程度要しているが、EDLC 出力（EDLC power）が FC 出力を
アシストし、駆動系負荷電力を供給している。ブレーキ時、FC 出力は最大の 200 kW
で出力している一方、EDLC 出力は負荷電力に対して 200 kW 程度低い（マイナス）
の電力で充電している。このことは、回生電力を EDLC に回収しつつ、FC からの電
力も EDLC に充電していることを示している。これらの制御は 6.4.2 節で述べた DC
リンク電圧を 2 象限チョッパで一定に保つ制御系の動作の結果として達成されてお
り、図 6.15(b)に示すように、DC リンク電圧（DC link voltage）Vdcが 300 V にほぼ一
定に保たれている結果と一致する。これから、6.4.2 節で述べた制御系の作用により、
FC 出力に遅れがある場合でも EDLC で補償するパワーフロー制御が実現され、車両
の持つ運動エネルギーと蓄電エネルギーの和を一定に保つという考え方を保持する
エネルギー管理が確立できていることを示しており、また図 6.13 の DC リンク電圧制
御系の比例ゲイン Kvpも適切な値であるといえる。 
図 6.15(c)に示した EDLC エネルギーの指令値と実測値を見ると、FC の出力遅れに
起因して EDLC がパワーアシストを行うため、EDLC のエネルギー（EDLC energy）
はその指令値（EDLC energy reference）に対して誤差が生じる。しかし EDLC エネル
ギーはその指令値に対して発散せず、追従できている。これは(6.2)式の EDLC エネル
ギー指令値が概ね適切な値となっていることを示している。また負荷の低い図 6.14
の A、C 区間においても同様に、EDLC エネルギーがその指令値に追従できているこ
とから、低い負荷に対しても、提案したパワーフロー制御によるエネルギー管理制御
はシステムを安定的に制御できるといえる。 
第６章 燃料電池と電気二重層キャパシタのハイブリッド電源鉄道車両の燃料電池出力遅れを考慮した 
燃料電池出力とキャパシタ容量決定法 
 
 
106 
 
(a) FC 出力、EDLC 出力、車両駆動系負荷チャート 
(b) FC 電流、EDLC 電流、DC リンク電圧チャート 
(c) EDLC エネルギー指令値と実測値 
 
図 6.15 ミニモデル実験のよる FC、EDLC 各電圧、電流チャート 
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６．５ FC 出力および EDLC 容量設計法 
６．５．１ シミュレーションモデル 
本検討では、FC と EDLC によるハイブリッドシステムの FC 出力と EDLC 容量を
設計するために、ハイブリッドシステムを搭載した鉄道車両に対して、走行シミュレ
ーションを行う。このシミュレーションでは、損失モデルと FC 出力遅れを含む鉄道
車両駆動システムを対象としたシミュレーションモデルを用いる。このシミュレーシ
ョンのために車両駆動システムを構築している各機器の出力についてモデル化する。 
 
（１） 力行特性 
車両の力行特性について、低速側の定トルク領域の引張力 TEt [N]及び定出力領域
の引張力 TEp [N]は (6.9)、(6.10)式で表される。 
  MMt WraWTE  01.133.288.9  .................... (6.9) 
t
tp
v
v
TETE 10  ............................................................................ (6.10) 
ここで WM [t]は車両重量、a0 [km/h/s]は起動加速度、r [kgf/t]は出発抵抗、θは勾配、
1.1 は慣性質量係数、vt [km/h]は車両速度、v10 [km/h]は定格回転速度である。なお図
6.2 に示した力行特性では、80 km/h 以上は特性領域となり、速度の二乗に反比例して
引張力が低下するが、図 6.3 の走行パターンでは、最高速度が 70 km/h である。その
ため定トルク領域及び定出力領域の引張力のみ導出する。(6.9)、(6.10)式の引張力と
(6.11)式で表される 1 両編成の走行抵抗 Rt [N]から、車両の加速度 a [km/h/s]は(6.12)式
で表される。 
     26.3028.06.30247.065.1 tMt vWvgR   ......... (6.11) 
 
M
t
W
RTE
a

  ............................................................................. (6.12) 
ここで gは重力加速度、TEは定トルク領域では TEt、定出力領域では TEpで置換える。 
 
（２）車両駆動用誘導電動機 
車両駆動用誘導電動機の電力 PW [kW]は引張力から(6.13)式で表される。 
6.3
t
W
v
TEP   ................................................................................ (6.13) 
これに対して、誘導電動機の損失電力PlossIM [kW]は、誘導電動機の銅損PlossIMcup [kW]、
鉄損 PlossIMiron [kW]、機械損 PlossIMmech [kW]の和となる。 
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lossIMmechlossIMironlossIMcuplossIM PPPP   .................................... (6.14) 
PlossIMcupとPlossIMironはベクトル制御の場合、誘導電動機の一次電流のd、q成分 I1d [A]、
I1q [A]、一次電圧の d、q 成分 V1d [V]、V1q [V]から次式で表される。 

















2
122
2
2
1
2
11 q
M
dnumlossIMcup IR
L
M
RIRNP  ...................... (6.15) 
m
qd
numnlosssIMiro
R
VV
NP
2
1
2
1 
  .................................................. (6.16) 
ここで R1 [Ω]、R2 [Ω]は固定子、回転子コイル抵抗、MM[H]は相互インダクタンス、L2[H]
は回転子インダクタンス、Rm [Ω]は等価鉄損抵抗、Nnumは誘導電動機数である。 
速度 vtにおける PlossIMmechは定格出力 Ploss10 [kW]、v10を用いて(6.17)式で定義する。 
2
10
10Im 






v
v
PNP tlossnumechlosss
 ....................................................... (6.17) 
上記モデルから、誘導電動機入力電力 PIMは(6.18)式で表される。 
lossIMWIM PPP 
 ..................................................................... (6.18) 
 
（３）車両駆動用インバータ 
車両駆動用インバータ損失電力 PlossINV [kW]は(6.19)式に示すように、IGBT 半導体素
子のスイッチング損失 PlossINVsw [kW]と導通損失 PlossINVon [kW]の和とする。 
lossINVonlossINVswlossINV PPP 
 .................................................... (6.19) 
PlossINVonは逆並列ダイオード損失を考慮すると、(6.20)式で表される。 







T
T
IV
T
T
IVNP
off
cF
on
cceINVlossINVon
 ................................... (6.20) 
ここで、IGBT 数 NINVは IGBT 半導体素子数で、2 レベルインバータの場合は 6、Vce [V]
は順降下電圧、VF [V]は逆並列ダイオード順降下電圧、Ic [A]はコレクタ電流、T [s]は
スイッチング時間、Ton [s]、Toff [s]はオン時間、オフ時間である。 
PlossINVswについて、IGBT 半導体素子のターンオン損失 A、ターンオフ損失 B を次
式で定義する。 
onmdc tIVA
6
1
  ............................................................................ (6.21) 
offmdc tIVB
2
3
  ............................................................................ (6.22) 
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2
1
2
1
3
1
qdm III 
 ................................................................. (6.23) 
ここで、Vdc [V]は車両駆動用ハイブリッドシステムの中間リンク電圧、ton [s] 、toff [s]
はターンオン時間、ターンオフ時間、Im [A]は相電流の RMS 値である。これら損失か
ら、PlossINVsw [kW]を(6.24)式に示す。 
 BAfNP cINVlossIMsw   ....................................................... (6.24) 
ここで、fcはスイッチング周波数である。上記モデルから、インバータ入力電力 PINV
は車両駆動用誘導電動機入力電力とインバータ損失電力の和となる。 
lossINVIMINV PPP   ................................................................ (6.25) 
本検討では tonを 1.6 μs、toffを 2.5 μs、fcを 1000 Hz とする。 
 
（４）EDLC 用 DC/DC チョッパ、FC 用昇圧チョッパ 
EDLC に接続された二象限 DC/DC チョッパ電力をモデル化する。まず DC/DC チョ
ッパの導通率 αを(6.26)式に示す。 
dcc VV ................................................................................... (6.26) 
ここで Vc [V]は EDLC 電圧である。EDLC 充電時及び放電時の DC/DC チョッパ導通
損失 Plossch [kW]、Plossdisch [kW]を、導通率 αを用いて(6.27)式、(6.28)式で表す。 
  cFccelossch IVIVP   1  .............................................. (6.27) 
  cFccelossdisch IVIVP   1  ............................................ (6.28) 
これから、DC/DCチョッパのスイッチング損失Plosschsw [kW] は(6.29)式で表される。 
oncdcoffcdcclosschsw tIVtIVfP
2
3
6
1
  ........................................ (6.29) 
上記モデルから、EDLC 充電、放電時の DC/DC チョッパ損失 PlossCHOP2 [kW]は(6.30)
式のように定義する。 
 
 





0............
0...............
2
closschswlossdisch
closschswlossch
lossCHOP
IPP
IPP
P    ........... (6.30) 
一方、FC に接続された昇圧チョッパ出力 PCHOP1 [kW]はチョッパ効率 Kch1、FC 出力
Pfc [kW]を用いて(6.31)式で定義する。 
fcchCHOP PKP 11 
 ........................................................................... (6.31) 
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（５）EDLC 
EDLC1モジュールの内部抵抗をRmodule [Ω]とした場合、EDLC全体の内部抵抗REDLC 
[Ω]は(6.32)式で表される。ここで Nsは EDLC モジュール直列数、Npは並列数である。 
p
s
ule
EDLC N
N
R
R mod  .................................................................... (6.32) 
EDLC に通電した場合の EDLC 内部抵抗とインダクタンス RLによる損失 PlossR [kW]
は EDLC 通電電流 IEDLC[A] を用いて(6.33)式で表される。 
  2EDLCLEDLClossR IRRP   ......................................................... (6.33) 
以上の各機器の電力モデルを用いると、EDLC 出力 PEDLCは(6.34)式で表される。 
12 CHOPlossRlossCHOPINVEDLC PPPPP 
 ............................... (6.34) 
本検討では、このモデルを用いて、ハイブリッド車両の走行シミュレーションを行う。 
 
６．５．２ FC 出力および EDLC 容量設計法 
本項では、FC と EDLC のハイブリッドシステムの FC 出力および EDLC 容量の決
定法を提案する。本検討では EDLC 容量を最小とすることを目的に、EDLC 充放電サ
イクルを 2 駅間と設定する。これから、必要最小 FC 出力 Pmin [kW]はエネルギー損失
が最も高い図 6.3 の H 区間におけるエネルギー損失を補うのに十分な出力となる。 
まず、FC 出力指令値を一定とし，EDLC エネルギーのフィードバック制御系を構成
せずに、H 区間の走行シミュレーションを行う。この時、EDLC 充放電サイクルの開
始と終了時の EDLC エネルギーが同一となるというエネルギー管理の基本的な考え
方により、EDLC の蓄電エネルギーが H 区間の開始と終了時点で等しくなる FC 出力
指令値をシミュレーションから求め、その値を必要最小 FC出力Pmin [kW]と決定する。 
EDLC 容量を変化させることで EDLC 電圧が変わり、同じ充放電電力では損失エネ
ルギーが変わることから、結果的に Pminも変化する。このように EDLC 容量を変化さ
せた時の Pmin を求め、両者の関係性を明らかにする。 
6.2.2 項に示す車両仕様、車両駆動特性、走行条件におけるハイブリッド車両に対し
て、上記手順で走行シミュレーションを行った場合の EDLC 静電容量 C [F]と Pminの
関係を図 6.16 に、EDLC 静電容量と最小電圧、最大電流の関係を図 6.17 に示す。ま
た比較のために、図 6.16 に FC 出力遅れを考慮しない場合の EDLC 静電容量 C [F]と
Pmin の関係も示す
(6.3)。FC 出力遅れを考慮しない場合は、EDLC 容量とそれから決ま
る損失エネルギーの時間平均と等価な FC 出力の関係を単に検討すればよい。一方、
FC 出力遅れを考慮した場合、充放電サイクル時間、つまり駅間走行時間に対して FC
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出力遅れ時定数が無視できない場合（一般的には、FC 出力遅れの数倍の走行時間）
には、その影響を考慮しなければならない。本検討の場合、図 6.3 の H 区間走行時間
140 秒に対し、現実的な設計条件として与えている FC 出力遅れ時定数 20 秒は、遅れ
による出力エネルギーの減少が無視できず、FC 出力及び EDLC 静電容量の設計結果
にも影響を及ぼすと考えられる。この影響が図 6.16 に示す FC 出力遅れ有無による
FC 出力と EDLC 静電容量の関係の差として表れる。 
図 6.16 FC 出力と EDLC 静電容量の関係 
 
図 6.17  EDLC 静電容量と最小電圧、最大電流の関係 
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図 6.16 に示すように、EDLC 静電容量を大きくすると、EDLC 電圧が高くなるため、
同じ出力に対して放電電流が低減し、EDLC やチョッパの動作による損失エネルギー
が低減する。このため、この損失エネルギーを補てんするのに必要な FC 出力は小さ
くなる。このように、EDLC 静電容量と FC 出力は相反関係にあることがわかる。ま
たこの相反関係は FC 出力遅れを考慮しない場合も同じであり、この関係は FC 出力
遅れ時間によらないといえる。 
図 6.16 において、同じ EDLC 静電容量に対して、FC 出力遅れを考慮した場合は考
慮しない場合と比べ、全体的に Pmin が 10～15 kW 程度高い。これは FC 出力遅れを
考慮した場合、出力遅れによる FC から負荷への供給エネルギー不足分を EDLC が余
計に供給することになる。そのため EDLC 放電電流が増え、EDLC やリアクトルの内
部抵抗やチョッパ動作による損失エネルギーが大きくなる。その結果、増加した損失
エネルギーを同じ充放電サイクル内で補てんするため、Pmin は大きくなる。 
逆に、同じ FC 出力に対して（例えば Pmin =90 kW）、FC 出力遅れを考慮しない場合
の EDLC 容量は 68 F なのに対し、 FC 出力遅れを考慮した場合は 132 F と大きい。同
じ FC 出力ということは、走行による損失エネルギーが同じことを意味する。FC 出力
遅れを考慮した場合は考慮しない場合に比べ EDLC 放電エネルギーが大きいが、放電
電流によるエネルギー損失を同一とするために、図 6.17 に示すように、EDLC 電圧を
上げて、放電電流を同一とする必要があり、大きな EDLC 静電容量が必要となる。 
図 6.16 に示す EDLC 静電容量と FC 出力の相反関係から、FC 出力を低減させるた
めには、EDLC 容量はできるだけ大きい方がよいといえる。しかし、FC 出力遅れを
考慮した場合は EDLC 静電容量 130 F 以上、FC 出力遅れを考慮しない場合は 170 F
以上で、EDLC 静電容量を増やしても、FC 出力の低減率が小さく、ほとんど FC 出力
が低減しなくなる。EDLC 静電容量を大きくした時の FC 出力低減率は FC 出力が大
きい方が小さくなるため、FC 出力が大きい場合、つまり FC 出力遅れを考慮した場合
の方が、EDLC 容量増加に対する FC 出力低減率が低く、より EDLC 静電容量が小さ
い領域で FC 出力低減効果がほぼなくなると言える。 
実際の鉄道車両の設計では、ハイブリッドシステム全体のコストや車両搭載機器質
量を抑えることが重要である。そのため、EDLC 静電容量の増加に対する FC 出力低
減効果を考慮すると、EDLC 静電容量を大きくしても FC 出力低減効果がほぼなくな
る点、すなわち EDLC 静電容量に対する損失エネルギーが小さくなる点で FC 出力と
EDLC 静電容量を決定すれば良いといえる。具体的には図 6.16 から、FC 出力遅れを
考慮した場合、EDLC 静電容量を 130 F 以上で Pminは 90 kW でほぼ一定となる。これ
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から本設計条件では、Pminを 90 kW、EDLC 静電容量 C [F]を 132 F と設定すれば良い。 
以上のように、本提案設計手法は、与えられた車両設計条件の下、システム全体の
コストや質量を考慮し、EDLC静電容量に対する損失エネルギーが小さくなる点で FC
出力と EDLC 静電容量を設計すれば良いことを示し、これらを統括的に設計する方法
を提案することができた。 
 
６．６ ハイブリッド鉄道車両を想定したシミュレーションによる検証 
６．６．１ シミュレーション条件 
6.4 項で検証したパワーフロー制御によって、ハイブリッドシステムのエネルギー
管理が成立している前提で、6.5 項で提案した FC 出力と EDLC 容量の決定手順と、
FC 出力遅れがある場合のエネルギー管理法の検証のため、実際の車両走行を想定し
た走行シミュレーションを行い、EDLC 蓄電量の変動範囲や EDLC 搭載による FC 出
力と消費エネルギー削減効果を評価する。走行パターンは図 6.3 の通りとし、シミュ
レーション条件を表 6.6 に示す。なお、FC 出力及び EDLC 静電容量は 6.5 項で設計し
た結果とした。 
 
６．６．２ シミュレーション結果 
図 6.18 に図 6.3 の A～I 区間を走行したシミュレーションにおける EDLC エネルギ
ーEc [kWh]とその指令値 Eref [kWh]、FC 出力 Pfc [kW]を示す。FC 出力遅れがあるため、
EDLC からの放電エネルギーが大きくなり、力行終了直後は Ecと Ecrefの偏差 ΔEcが増
えるが、その後 FC 出力が増加するに従い、ΔEcは小さくなり、だ行終了付近でほぼ 0
となる。また ΔEcに伴い Pfcも低下する。これは 6.4 項で検証したハイブリッドシステ
ムを模擬した実験における挙動と同じである。 
表 6.6 走行シミュレーション条件 
項目 条件 
FC 出力 Pmin 90 [kW] 
FC 出力遅れ時定数 TFC 20 [s] 
EDLC 静電容量 C 132 [F] 
EDLC 初期電圧 600 [V] 
EDLC 内部抵抗 0.014 [Ω] 
車両最高速度 vtmax 70 [km/h] 
 
第６章 燃料電池と電気二重層キャパシタのハイブリッド電源鉄道車両の燃料電池出力遅れを考慮した 
燃料電池出力とキャパシタ容量決定法 
 
 
114 
 
駅間走行した次駅停車時の Ecは前駅発車時の Ecとほぼ変わらない値まで回復して
いる。これは走行に伴う損失エネルギーを FC が適切に補てんできていることを示し
ている。このことから，実際の走行を想定した場合において、本検討で提案した設計
手法により決定した FC 出力と EDLC 容量で、FC 出力遅れを考慮した場合でも、充
放電サイクル内で車両が持つエネルギーを一定に保つことができ、かつ力行、回生ブ
レーキの諸動作が適切に行われることを示している。 
 
６．６．３ ハイブリッド化効果 
本検討で提案した設計手法を用いたハイブリッドシステムの省エネルギー効果を
定量的に検証する。シミュレーションにおける A～I 区間を走行した場合の、FC 出力
Pfc [kW]（再掲）、EDLC 出力 Pc [kW]、負荷電力（Load）[kW]を図 6.19 に示す。各駅
間とも、負荷電力がのこぎり状になっているが、これは図 6.3 に示すように、最高速
度に達した後、のこぎり運転を行っているためである。この負荷変動に対して、FC
出力遅れがある中で、EDLC が負荷に瞬時々々対応している。FC は出力遅れがある
が最大 90 kW の出力で損失エネルギーを補っている。だ行中は負荷電力が 0 となるた
め、FC から出力された電力は EDLC に充電されている（Pcがマイナスの部分）。ま
た D、H 区間では損失エネルギーが比較的高くなるため、FC から供給されるエネル
ギーが大きい。 
さらに、車両駆動ハイブリッドシステムから EDLC をなくし、FC のみで車両駆動
を行うシステムと、FC と EDLC のハイブリッドシステムで、図 6.3 の走行パターン
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で走行した場合の Pminと FC の供給エネルギーを表 6.7 に示す。ここで EDLC がない
システムの場合、FC 出力遅れを考慮すると車両駆動負荷に追随できないため、本検
討では EDLC がないシステムに限り、FC 出力遅れがないと仮定した。FC のみのシス
テムの FC 出力 340 kW に対して、ハイブリッドシステムの FC 出力は 90 kWと 26.5 %
となり、大幅に低減されている。また FC の供給エネルギーも 68.7 %に低減され、FC
出力低減によるシステムコストの低減と FC 消費量の低減による省エネルギー化が実
現できることを示している。 
さらに本ハイブリッドシステムでは、負荷電力の変動成分は EDLC が対応するため
FC 出力の平準化が実現する。これにより FC の耐久性向上が期待できる。またシステ
ムのサイズダウンによる車両軽量化もハイブリッド化の効果として期待できる。 
 
表 6.7 必要 FC 出力および FC 供給エネルギー 
 
 必要 FC 出力 
[kW] 
FC 供給エネルギー 
[kWh] 
EDLC なし 
（FC のみのシステム） 
340 27.5 
EDLC あり 
（FC＋EDLCハイブリッド） 
90 18.9 
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６．７ 結言 
本検討では、FC と EDLC を用いたハイブリッド車両駆動システムについて、車両
が走行する際に生じるエネルギー損失を考慮した EDLC のエネルギー指令値を提案
し、FC の出力遅れを考慮した必要最低 FC 出力と必要 EDLC 容量を決定する設計法
を提案した。 
まず初めに、誘導電動機、インバータ、FC 模擬電源、EDLC で構成した 1 kW クラ
スのミニモデルを用いて、FC 出力が遅れ、実際の損失がある環境下でも、本エネル
ギー管理とその基礎となるパワーフロー制御が FC 出力遅れのあるハイブリッド電源
駆動システムでも機能することを明らかにした。 
その上で、FC 出力遅れを考慮し、エネルギー損失モデルも含む車両駆動システム
のシミュレーションモデルを用いて、FC 出力遅れ時定数が無視できない程度の走行
時間（例えば走行時間が時定数の数倍）で、最も負荷の大きい駅間において、FC 出
力遅れを考慮した結果として、EDLC 容量の変化に対して FC 出力の変化が小さくな
る最小の FC 出力を選べばよいことを示した。 
また本提案手法で設計したハイブリッド鉄道車両のシミュレーションから、提案手
法で決定した諸量が適切であることを示し、ハイブリッド化による FC 出力と消費エ
ネルギー削減効果を定量的に評価することで、本提案手法が、FC 出力遅れがある FC
と EDLC のハイブリッドシステムの設計に適用でき、工学的に有用な手法であること
を示した。 
  
第６章 燃料電池と電気二重層キャパシタのハイブリッド電源鉄道車両の燃料電池出力遅れを考慮した 
燃料電池出力とキャパシタ容量決定法 
 
 
117 
 
参考文献 
(6-1) P. Garcia, L. M. Fernandez, C. A. Garcia, and F. Jurado: “Energy Management System 
of Fuel-Cell Battery Hybrid Tramway”, IEEE Trans. Ind. Electron., Vol.57, No.12, 
pp.4013-4023, Dec.2010 
(6-2) 瀧澤建治・近藤圭一郎：「燃料電池・EDLC ハイブリッド鉄道車両の電源容量決
定法」，電気学会論文誌 D，Vol.132，No.2、pp.133-139 (2012) 
(6-3) K. Tsukahara, and K. Kondo: “A Study on Methods to Design and Select Energy 
Storage Devices for Fuel Cell Hybrid Powered Railway Vehicles”, The 39th Annual 
Conference of the IEEE Industrial Electronics Society (IECON) 2013, Nov.2013 
(6-4) Furuya. T, Kondo. K, and Yamamoto. T: “Experimental study on a PEFC Fed Railway 
Vehicle Motor Drive System”, Industry Applications Conference, 2006. 41st IAS 
Annual Meeting. Conference Record of the 2006 IEEE, Vol 3, pp. 1249 – 1252, 2006 
(6-5) Ogawa. K, Yamamoto. T, Hasegawa. H and Furuya. T: “Development of the 
Fuel-cell/Battery Hybrid Railway Vehicle”, Vehicle Power and Propulsion Conference, 
2009. VPPC '09. IEEE, pp.1730 – 1735, 7-10 Sept. 2009 
(6-6) Azib. T, Bethoux. O，Remy. G, and Marchand. C: “Saturation Management of a 
Controlled Fuel-Cell / Ultracapacitor Hybrid Vehicle”, Control Systems Technology, 
IEEE Trans. Veh. Technol, Vol.60, No.9, pp.4127-4138, Nov.2011 
(6-7) P. Thounthong, S. Raël, and B. Davat: “Control Strategy of Fuel Cell and 
Supercapacitors Association for a Distributed Generation System”, IEEE Trans. Ind. 
Electron, Vol.54, NO.6, pp.3225-3233, Dec.2007 
(6-8) H. Shibuya, and K. Kondo：” Designing Methods of Capacitance and Control System for 
a Diesel Engine and EDLC Hybrid Powered Railway Traction System”, IEEE Trans. 
Ind. Electron., Vol.58, No.9, pp.4232-4240, 2011.9 
(6-9) P. Thounthong, V. Chunkag, P. Sethakul, B. Davat and M. Hinaje: “Comparative Study 
of Fuel-Cell Vehicle Hybridization with Battery or Supercapacitor Storage Device”, 
IEEE Trans. Vehicular Technology, Vol.58, NO.8, pp.3892-3904, Oct.2009 
(6-10) Pablo Garcia, Luis M.Fernadez, Carlos Andres Garcia, and Francisco Jurad: “Energy 
Management System of Fuel-Cell- Battery Hybrid System”, IEEE Trans Ind. Electron, 
Vol.57, No.12, pp. 4013-4023, Dec.2010 
(6.10)  J. P. Torreglosa, P. Garcia, L. M. Fernadez, and F. Jurado: “Predictive Control for the 
Energy Management of a Fuel-Cell-Battery- Supercapacitor Tramway”, IEEE Trans. 
第６章 燃料電池と電気二重層キャパシタのハイブリッド電源鉄道車両の燃料電池出力遅れを考慮した 
燃料電池出力とキャパシタ容量決定法 
 
 
118 
 
Ind. Inf., Vol.10, No. 1, pp.276-285, Feb.2014 
(6-11) W. Gao: “Performance Comparison of a Fuel Cell-Battery Hybrid Powertrain and a Fuel 
Cell-Ultracapacitor Hybrid Powertrain”, IEEE Trans. Veh Technol, Vol.54, No3, 
pp.846-855, May. 2005 
(6-12) 塚原健太：「燃料電池ハイブリッド電源鉄道車両の燃料電池出力低減を目的とし
た電源容量設計法とエネルギーマネジメントシステムに関する検討」，千葉大学
大学院工学研究科修士論文、2014.3 
第７章 結言 
 
119 
 
第７章 結 言 
 
本研究では、鉄道車両の更なる省エネルギー化を目的に、鉄道車両の省エネルギー
化に非常に有効な回生ブレーキに着目し、回生エネルギーの増大と回生エネルギーを
有効活用する車両駆動システムの設計手法の提案を行った。また各設計手法について、
走行シミュレーションや実際の車両による走行試験結果から、省エネルギー効果を確
認し、その工学的有用性、妥当性を検証した。本項では本研究で提案した各設計手法
に関する研究成果をまとめる。 
 
（１） 鉄道車両用誘導電動機の出力密度最大化法（第３章） 
一般的な直流電気式鉄道車両の車両駆動用誘導電動機を研究対象とし、架線電圧か
ら決まる電動機端子電圧と台車搭載可能な誘導電動機外形寸法の制約の下、端子電圧
/周波数特性を下げ、回生電流を増やし回生電力を最大化させる設計手法を提案した。
回生電力が最大となる回生ブレーキ力特性の定トルク領域終端において、定トルク及
び電動機最大端子電圧を満たし、ベースとなる誘導電動機と外形寸法を同一とするベ
クトル制御下の誘導電動機一次電流 d、q軸成分を導出し、回生電力が最大となる一
次角周波数を求めることができる。 
誘導電動機の端子電圧/周波数特性を下げ、回生電流を増やす、つまり誘導電動機を
電気装荷にした場合、ベースとなる誘導電動機と磁束密度とコイル銅損を同一とし、
台車搭載可能とする誘導電動機の外形寸法を満たす端子電圧/周波数は限界があり、そ
の限界を求めることで、外形寸法を同一としつつ、出力を最大とする、つまり出力密
度を最大化することができることを明らかにした。 
本手法は、回生電力を最大とする誘導電動機の設計において、ベース電動機と銅損
を同一とすることで、ベース電動機が使用されている同じ線区における車両走行にお
いて、温度上昇限度に達せずに使用でき、かつ回生電力を最大とする誘導電動機を設
計することができる。またインバータやフィルタリアクトル等の車両駆動システムの
設計は、引張力特性、回生ブレーキ特性を決めたうえで行うため、本提案手法は車両
駆動システム設計の基礎となる回生ブレーキ力特性の検討に非常に有効な手法であ
るといえる。 
また本提案手法を用いて、回生電力を最大化した場合の省エネルギー効果を検証し、
高速域の特性領域における回生エネルギーが向上し、省エネルギー効果があることを
定量的に明らかにした。 
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本提案手法による回生ブレーキ力特性の検討により、回生電力を最大化する回生ブ
レーキ力特性を導出することができ、回生エネルギー向上による鉄道車両の省エネル
ギー化に寄与できる。 
 
（２） 電化・非電化区間直通運転蓄電池駆動式電車の回生ブレーキ特性 
決定法（第４章） 
車両に大容量の蓄電池を搭載し、そのエネルギーで非電化区間を走行する蓄電池駆
動式電車については、一定の蓄電池搭載量の下、回生電力の向上により走行可能非電
化区間距離を延伸し、蓄電池充電に必要な電化区間走行距離を低減しつつ、チョッパ
を含む主回路機器の容量増大とのトレードオフに考慮した回生ブレーキ力特性の設
計指標を提案した。 
蓄電池電車の車両駆動システムにおいては、回生ブレーキ力特性の定トルク領域終
端速度を上げるとともに、チョッパ出力を大きくする必要があるが、本検討では、定
トルク領域終端速度を非電化区間最高速度とすることで、チョッパ出力増大に比した
非電化区間走行可能距離を最長にできることを明らかにした。この検討結果は今後
様々な非電化区間への適用が期待されている蓄電池駆動式電車の回生ブレーキ力特
性及び車両駆動システムの設計において重要な知見である。本検討ではこの知見をも
とに、蓄電池駆動式電車の回生ブレーキ力特性の設計法を提案した。 
本提案手法は、蓄電池駆動式電車の車両仕様や車両駆動特性の設計条件から回生ブ
レーキ力特性を直接的に決定することができ、車両の実設計上、設計期間の短縮が期
待できるなど、工学的に有効な設計手法である。また本設計手法を用いることにより、
蓄電池駆動式電車の走行可能非電化区間距離を延ばすことができるため、蓄電池駆動
式電車の適用範囲が広がることになり、非電化区間の鉄道車両の省エネルギー化及び
環境負荷低減に寄与できる。 
 
（３） 回生ブレーキに着目したハイブリッド気動車のエンジン出力と 
リチウムイオン電池容量の設計手法（第５章） 
回生エネルギーの有効活用による省エネルギー化を目的とした、エンジンとリチウ
ムイオン電池で構成されたハイブリッドシステムについて、設計条件である回生ブレ
ーキ特性に着目し、バッテリーエネルギーとエンジン出力の関係を明らかにし、これ
らを統括的に設計する手法を提案した。 
ハイブリッドシステムのエンジンは、車両が持つ運動エネルギーと蓄電エネルギー
の和を一定とする考えから、エンジン出力に応じて変化する力行中のバッテリー放電
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エネルギーと期待される回生エネルギーを同一とする出力が最小出力であり、バッテ
リーエネルギー容量は回生電力を受ける出力に、使用バッテリーの定格容量/定格出
力比を除したエネルギー容量と、回生エネルギーを回収できる容量のうち、大きい方
のエネルギー容量とすれば、回生エネルギーを十分回収できることを明らかにした。
このバッテリーエネルギー容量/出力を設計手法の中で考慮することで、異なる仕様
のバッテリーを採用した場合や、他の蓄電媒体を用いた場合にも、本設計手法を適用
することができる。 
鉄道においては今後ハイブリッド車両の導入が進むことが予想される。本提案手法
はハイブリッドシステムのエンジン出力とバッテリーエネルギー容量を統括的に設
計でき、従来の繰り返し計算等による設計に比べ、設計期間と設計コストの削減が期
待でき、工学的に有用な手法といえる。 
 
（４） 燃料電池と電気二重層キャパシタのハイブリッド電源鉄道車両の 
燃料電池出力遅れを考慮した燃料電池出力とキャパシタ容量決定法 
（第６章） 
燃料電池と電気二重層キャパシタ（EDLC）の車両駆動用ハイブリッドシステムに
ついて、車両仕様を設計条件として与えた場合に、本検討で提案した車両走行時のエ
ネルギー損失を考慮した EDLC のエネルギー指令値を用いたエネルギー管理制御を
行う前提で、燃料電池出力遅れを考慮した必要最小燃料電池出力と EDLC 容量の設計
法を提案した。 
燃料電池出力と EDLC 容量の間には、燃料電池出力遅れの有無に関係なくトレード
オフの関係があることを明らかにした。また EDLC 容量を大きくするにつれ、燃料電
池出力の低減効果が小さくなる傾向があり、ハイブリッドシステムを設計するにあた
り、EDLC 容量の変化に対して燃料電池出力の変化が小さくなる最小の FC 出力を選
べばよいことを示した。 
また、本提案手法により設計した車両に対して走行シミュレーションを行い、設計
された燃料電池出力及び電気二重層キャパシタ容量で構成されたハイブリッドシス
テムのエネルギーマネジメント状況とハイブリッド化による省エネルギー効果を評
価し、本提案手法が FC 出力遅れを考慮した燃料電池と電気二重層キャパシタのハイ
ブリッドシステムの設計に適用でき、工学的に有用な手法であることを示した。 
 
以上のように、本論文では、鉄道車両の更なる省エネルギー化を目的とし、回生ブ
レーキに着目し、車両駆動用誘導電動機の回生ブレーキ特性向上の研究と蓄電池駆動
第７章 結言 
 
122 
 
式電車の回生ブレーキ力特性決定法、さらにはエンジンとリチウムイオン電池ハイブ
リッドシステム、燃料電池と EDLC ハイブリッドシステムの発電装置出力及び蓄電媒
体のエネルギー容量の設計手法を提案した。これらの設計手法は設計条件として与え
る車両仕様や走行パターンに基づき、回生ブレーキ特性や各車両駆動システムの機器
容量を求める設計手法である。これらの設計手法は設計条件に制約を課していないた
め、様々な設計条件の設計に適用できる手法となっており、鉄道車両駆動用システム
の設計において汎用性が高い設計手法といえる。 
本研究で提案した各設計手法は車両仕様等の諸条件を元に、回生ブレーキ力特性や
システム設計を統括的に、直接的に行うことができる手法であり、実際の鉄道車両駆
動用システムの設計において、非常に実用的な設計手法といえる。また本研究は、直
流電気鉄道はもとより、今後展開が期待されるハイブリッド車両や蓄電池駆動式電車
を研究対象としており、今後の車両設計において本提案手法が活用される機会が多い
ことが予想され、本提案手法を用いることで、設計コストや期間を低減することが期
待できる。 
鉄道の更なる省エネルギー化の要望は今後ますます強くなることが予測され、本研
究で提案した設計手法を用いることで、鉄道車両の省エネルギー化が促進され、さら
には地球環境保護に寄与できることを期待したい。 
また本研究では、第 2 章で述べたように、各研究対象のシステムを「電力供給系」、
「負荷／回生発生系」、「回生吸収系」で構成された共通のシステム構成として考え、
設計条件や構成機器の制約条件の下、システムを構成する各系間の回生エネルギー、
回生電力のフローを考え、フローの増大や、フローをスムーズにするシステム設計を
目的としている。この考え方や設計手法は鉄道車両だけではなく、電力システムや輸
送システム、設備システムなど、電力供給源と負荷で構成されるシステム、さらには
蓄電装置も含むシステムの設計に適用できると考えられる。このことから本研究で提
案した設計手法や考え方を鉄道車両だけではなく、様々なシステムの設計に活用する
ことで、システムの最適化や更なる省エネルギー化が促進されることも期待できる。 
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